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(57)【要約】
【課題】解像度の低い画像を、解像度を高くして表示し
つつ、残像を低減することを課題
とする。
【解決手段】超解像処理を用いて、解像度を高くする。
そのとき、フレーム補間処理を行
った後で、超解像処理を行う。また、そのとき、複数の
処理系を用いて、超解像処理を行
う。そのため、フレーム周波数が高くなっても、高速に
超解像処理を行うことが出来る。
そして、フレーム補間処理を行って倍速駆動するため、
残像を低減することが出来る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超解像処理を行う第１ステップと、
　第１のローカルディミング処理を行う第２ステップと、
　第２のローカルディミング処理を行う第３ステップと、を有し、
　前記第１ステップと前記第２ステップとが同時に行われる期間を有し、
　前記第２ステップにおいて、前記第１のステップが行われる前のデータを用いてバック
ライトの輝度を制御する処理が行われ、
　前記第１ステップの後で、前記第３ステップが行われ、
　前記第１ステップ及び前記第２ステップの後で、前記第３ステップが行われ、
　前記第３ステップにおいて、第１ステップ後のデータと第２ステップ後のデータとを用
いて、ビデオ信号を決定する処理が行われることを特徴とする液晶表示装置の駆動方法。
【請求項２】
　超解像処理を行う第１ステップと、
　第１のローカルディミング処理を行う第２ステップと、
　第２のローカルディミング処理を行う第３ステップと、
　輪郭強調処理またはオーバードライブ処理を行う第４のステップと、を有し、
　前記第１ステップと前記第２ステップとが同時に行われる期間を有し、
　前記第２ステップにおいて、前記第１のステップが行われる前のデータを用いてバック
ライトの輝度を制御する処理が行われ、
　前記第１ステップの後で、前記第３ステップが行われ、
　前記第３ステップの後で、前記第４ステップが行われ、
　前記第２ステップ及び前記第３ステップの後で、前記第４ステップが行われ、
　前記第４ステップにおいて、第２ステップ後のデータと第３ステップ後のデータとを用
いて、ビデオ信号を決定する処理が行われることを特徴とする液晶表示装置の駆動方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、表示装置、液晶表示装置、半導体装置、それらを生産する方法、または、それ
らを用いた方法に関する。特に、表示装置、液晶表示装置、半導体装置などにおける駆動
方法、または、それらにおける信号の処理方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、液晶ディスプレイに代表されるフラットパネルディスプレイが広く普及してきてい
る。そして、フラットパネルの様々な性能は、ますます向上してきている。フラットパネ
ルの仕様として、解像度（または画素数）があるが、解像度も非常に向上してきている。
【０００３】
そのため、低解像度の画像を高解像度の画像に変換するための技術である超解像処理技術
が検討されている（特許文献１乃至３）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００８－１６０５６５号公報
【特許文献２】特開２００８－０８５４１１号公報
【特許文献３】特開２００８－２５２７０１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
一方、液晶ディスプレイでは、画質を向上させるための様々な技術が検討されている。そ
のため、液晶ディスプレイに代表されるフラットパネルディスプレイにおいて、画質を向
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上させるための処理を行う場合、さまざまな問題が生じる可能性がある。例えば、画質が
低下してしまったり、正しい画像を表示できなくなってしまったり、消費電力が大きくな
ってしまったり、ノイズが多くなってしまったり、余分な部品が必要となってしまったり
、コストが高くなってしまったり、装置が大型化してしまったり、表示装置の額縁が大き
くなってしまったり、処理が遅くなってしまったり、表示が遅くなってしまったり、フレ
ーム周波数が低くなってしまったりする可能性がある。
【０００６】
以上のことから、本発明の一態様は、画質が向上した装置、その駆動方法、またはその製
造方法を提供することが課題である。または、本発明の一態様は、正しい画像を表示する
装置、その駆動方法、またはその製造方法を提供することが課題である。または、本発明
の一態様は、消費電力が低い装置、その駆動方法、またはその製造方法を提供することが
課題である。または、本発明の一態様は、ノイズが少ない装置、その駆動方法、またはそ
の製造方法を提供することが課題である。または、本発明の一態様は、部品が少ない装置
、その駆動方法、またはその製造方法を提供することが課題である。または、本発明の一
態様は、コストが低い装置、その駆動方法、またはその製造方法を提供することが課題で
ある。または、本発明の一態様は、小型化された装置、その駆動方法、またはその製造方
法を提供することが課題である。または、本発明の一態様は、額縁の小さい装置、その駆
動方法、またはその製造方法を提供することが課題である。または、本発明の一態様は、
処理が早い装置、その駆動方法、またはその製造方法を提供することが課題である。また
は、本発明の一態様は、表示が早い装置、その駆動方法、またはその製造方法を提供する
ことが課題である。または、本発明の一態様は、フレーム周波数が低くない装置、その駆
動方法、またはその製造方法を提供することが課題である。または、本発明の一態様は、
残像の少ない装置、その駆動方法、またはその製造方法を提供することが課題である。本
発明の一態様は、コントラストの高い装置、その駆動方法、またはその製造方法を提供す
ることが課題である。なお、これらの課題の記載は、他の課題の存在を妨げるものではな
い。なお、本発明の一態様は、これらの課題のすべてを解決する必要はないものとする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
フレーム周波数を高くして表示するためのフレームデータの補間を行った後、超解像処理
技術を用いて、低解像度の画像を高解像度の画像に変換する。その後、輪郭強調などの画
像処理、バックライトを用いた局所輝度制御（ローカル・ディミング：ＬＯＣＡＬ　ＤＩ
ＭＭＩＮＧ）のためのデータ処理、オーバードライブ駆動のためのデータ処理などを行う
。
【０００８】
または、フレーム周波数を高くして表示するためのフレームデータの補間を行いつつ、超
解像処理技術を用いて、低解像度の画像を高解像度の画像に変換する。その後、輪郭強調
などの画像処理、フレーム周波数を高くして表示するためのフレームデータの補間を行う
。その後、バックライトを用いた局所輝度制御（ローカル・ディミング：ＬＯＣＡＬ　Ｄ
ＩＭＭＩＮＧ）のためのデータ処理、オーバードライブ駆動のためのデータ処理などを行
う。
【０００９】
従って、フレーム補間処理を行う第１のステップと、超解像処理を行う第２のステップと
を有し、前記第１のステップの後で、前記第２のステップが行われることを特徴とする液
晶表示装置の駆動方法が提供される。
【００１０】
または、フレーム補間処理を行う第１のステップと、超解像処理を行う第２のステップと
を有し、前記第１のステップと、前記第２のステップとが、同時に行われる期間を有する
ことを特徴とする液晶表示装置の駆動方法が提供される。
【００１１】
または、フレーム補間処理を行う第１のステップと、第１の超解像処理を行う第２のステ
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ップと、第２の超解像処理を行う第３のステップとを有し、前記第１のステップの後で、
前記第２のステップ、または、前期第３のステップが行われることを特徴とする液晶表示
装置の駆動方法が提供される。
【００１２】
または、フレーム補間処理を行う第１のステップと、超解像処理を行う第２のステップと
、ローカルディミング処理を行う第３のステップとを有し、前記第１のステップの後で、
前記第２のステップが行われ、前記第２のステップの後で、前記第３のステップが行われ
ることを特徴とする液晶表示装置の駆動方法が提供される。
【００１３】
または、フレーム補間処理を行う第１のステップと、超解像処理を行う第２のステップと
、ローカルディミング処理を行う第３のステップと、オーバードライブ処理を行う第４の
ステップとを有し、前記第１のステップの後で、前記第２のステップが行われ、前記第２
のステップの後で、前記第３のステップが行われ、前記第３のステップの後で、前記第４
のステップが行われることを特徴とする液晶表示装置の駆動方法が提供される。
【００１４】
　なお、スイッチは、様々な形態のものを用いることができる。例としては、電気的スイ
ッチや機械的なスイッチなどがある。つまり、電流の流れを制御できるものであればよく
、特定のものに限定されない。例えば、スイッチとして、トランジスタ（例えば、バイポ
ーラトランジスタ、ＭＯＳトランジスタなど）、ダイオード（例えば、ＰＮダイオード、
ＰＩＮダイオード、ショットキーダイオード、ＭＩＭ（Ｍｅｔａｌ　Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ
　Ｍｅｔａｌ）ダイオード、ＭＩＳ（Ｍｅｔａｌ　Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ　Ｓｅｍｉｃｏｎ
ｄｕｃｔｏｒ）ダイオード、ダイオード接続のトランジスタなど）などを用いることが出
来る。または、これらを組み合わせた論理回路をスイッチとして用いることが出来る。
【００１５】
　機械的なスイッチの例としては、デジタルマイクロミラーデバイス（ＤＭＤ）のように
、ＭＥＭＳ（マイクロ・エレクトロ・メカニカル・システム）技術を用いたスイッチがあ
る。そのスイッチは、機械的に動かすことが出来る電極を有し、その電極が動くことによ
って、導通と非導通とを制御して動作する。
【００１６】
　スイッチとしてトランジスタを用いる場合、そのトランジスタは、単なるスイッチとし
て動作するため、トランジスタの極性（導電型）は特に限定されない。ただし、オフ電流
を抑えたい場合、オフ電流が少ない方の極性のトランジスタを用いることが望ましい。オ
フ電流が少ないトランジスタとしては、ＬＤＤ領域を有するトランジスタやマルチゲート
構造を有するトランジスタ等がある。または、スイッチとして動作させるトランジスタの
ソース端子の電位が、低電位側電源（Ｖｓｓ、ＧＮＤ、０Ｖなど）の電位に近い値で動作
する場合はＮチャネル型トランジスタを用いることが望ましい。反対に、ソース端子の電
位が、高電位側電源（Ｖｄｄなど）の電位に近い値で動作する場合はＰチャネル型トラン
ジスタを用いることが望ましい。なぜなら、Ｎチャネル型トランジスタではソース端子が
低電位側電源の電位に近い値で動作するとき、Ｐチャネル型トランジスタではソース端子
が高電位側電源の電位に近い値で動作するとき、ゲートとソースの間の電圧の絶対値を大
きくできるため、スイッチとして、より正確な動作を行うことができるからである。さら
に、トランジスタがソースフォロワ動作をしてしまうことが少ないため、出力電圧の大き
さが小さくなってしまうことが少ないからである。
【００１７】
　なお、Ｎチャネル型トランジスタとＰチャネル型トランジスタの両方を用いて、ＣＭＯ
Ｓ型のスイッチをスイッチとして用いてもよい。ＣＭＯＳ型のスイッチにすると、Ｐチャ
ネル型トランジスタまたはＮチャネル型トランジスタのどちらか一方のトランジスタが導
通すれば電流が流れるため、スイッチとして機能しやすくなる。例えば、スイッチへの入
力信号の電圧が高い場合でも、低い場合でも、適切に電圧を出力させることが出来る。さ
らに、スイッチをオンまたはオフさせるための信号の電圧振幅値を小さくすることが出来
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るので、消費電力を小さくすることも出来る。
【００１８】
　なお、スイッチとしてトランジスタを用いる場合、スイッチは、入力端子（ソース端子
またはドレイン端子の一方）と、出力端子（ソース端子またはドレイン端子の他方）と、
導通を制御する端子（ゲート端子）とを有している。一方、スイッチとしてダイオードを
用いる場合、スイッチは、導通を制御する端子を有していない場合がある。そのため、ト
ランジスタよりもダイオードをスイッチとして用いた方が、端子を制御するための配線を
少なくすることが出来る。
【００１９】
　なお、ＡとＢとが接続されている、と明示的に記載する場合は、ＡとＢとが電気的に接
続されている場合と、ＡとＢとが機能的に接続されている場合と、ＡとＢとが直接接続さ
れている場合とを含むものとする。ここで、Ａ、Ｂは、対象物（例えば、装置、素子、回
路、配線、電極、端子、導電膜、層、など）であるとする。したがって、所定の接続関係
、例えば、図または文章に示された接続関係に限定されず、図または文章に示された接続
関係以外のものも含むものとする。
【００２０】
　例えば、ＡとＢとが電気的に接続されている場合として、ＡとＢとの電気的な接続を可
能とする素子（例えば、スイッチ、トランジスタ、容量素子、インダクタ、抵抗素子、ダ
イオードなど）が、ＡとＢとの間に１個以上接続されていてもよい。あるいは、ＡとＢと
が機能的に接続されている場合として、ＡとＢとの機能的な接続を可能とする回路（例え
ば、論理回路（インバータ、ＮＡＮＤ回路、ＮＯＲ回路など）、信号変換回路（ＤＡ変換
回路、ＡＤ変換回路、ガンマ補正回路など）、電位レベル変換回路（電源回路（昇圧回路
、降圧回路など）、信号の電位レベルを変えるレベルシフタ回路など）、電圧源、電流源
、切り替え回路、増幅回路（信号振幅または電流量などを大きく出来る回路、オペアンプ
、差動増幅回路、ソースフォロワ回路、バッファ回路など）、信号生成回路、記憶回路、
制御回路など）が、ＡとＢとの間に１個以上接続されていてもよい。例えば、ＡとＢとの
間に別の回路を挟んでいても、Ａから出力された信号がＢへ伝達される場合は、ＡとＢと
は機能的に接続されているものとする。
【００２１】
　なお、ＡとＢとが電気的に接続されている、と明示的に記載する場合は、ＡとＢとが電
気的に接続されている場合（つまり、ＡとＢとの間に別の素子や別の回路を挟んで接続さ
れている場合）と、ＡとＢとが機能的に接続されている場合（つまり、ＡとＢとの間に別
の回路を挟んで機能的に接続されている場合）と、ＡとＢとが直接接続されている場合（
つまり、ＡとＢとの間に別の素子や別の回路を挟まずに接続されている場合）とを含むも
のとする。つまり、電気的に接続されている、と明示的に記載する場合は、単に、接続さ
れている、とのみ明示的に記載されている場合と同じであるとする。
【００２２】
　なお、表示素子、表示素子を有する装置である表示装置、発光素子、発光素子を有する
装置である発光装置は、様々な形態を用いたり、様々な素子を有することが出来る。例え
ば、表示素子、表示装置、発光素子または発光装置としては、ＥＬ（エレクトロルミネッ
センス）素子（有機物及び無機物を含むＥＬ素子、有機ＥＬ素子、無機ＥＬ素子）、ＬＥ
Ｄ（白色ＬＥＤ、赤色ＬＥＤ、緑色ＬＥＤ、青色ＬＥＤなど）、トランジスタ（電流に応
じて発光するトランジスタ）、電子放出素子、液晶素子、電子インク、電気泳動素子、グ
レーティングライトバルブ（ＧＬＶ）、プラズマディスプレイパネル（ＰＤＰ）、デジタ
ルマイクロミラーデバイス（ＤＭＤ）、圧電セラミックディスプレイ、カーボンナノチュ
ーブ、など、電気磁気的作用により、コントラスト、輝度、反射率、透過率などが変化す
る表示媒体を有することができる。なお、ＥＬ素子を用いた表示装置としてはＥＬディス
プレイ、電子放出素子を用いた表示装置としてはフィールドエミッションディスプレイ（
ＦＥＤ）やＳＥＤ方式平面型ディスプレイ（ＳＥＤ：Ｓｕｒｆａｃｅ－ｃｏｎｄｕｃｔｉ
ｏｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ－ｅｍｉｔｔｅｒ　Ｄｉｓｐｌｙ）など、液晶素子を用いた表示
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装置としては液晶ディスプレイ（透過型液晶ディスプレイ、半透過型液晶ディスプレイ、
反射型液晶ディスプレイ、直視型液晶ディスプレイ、投射型液晶ディスプレイ）、電子イ
ンクや電気泳動素子を用いた表示装置としては電子ペーパーがある。
【００２３】
　なお、ＥＬ素子とは、陽極と、陰極と、陽極と陰極との間に挟まれたＥＬ層とを有する
素子である。なお、ＥＬ層としては、１重項励起子からの発光（蛍光）を利用するもの、
３重項励起子からの発光（燐光）を利用するもの、１重項励起子からの発光（蛍光）を利
用するものと３重項励起子からの発光（燐光）を利用するものとを含むもの、有機物によ
って形成されたもの、無機物によって形成されたもの、有機物によって形成されたものと
無機物によって形成されたものとを含むもの、高分子の材料、低分子の材料、高分子の材
料と低分子の材料とを含むものなどを有することができる。ただし、これに限定されず、
ＥＬ素子として様々なものを有することができる。
【００２４】
　なお、電子放出素子とは、陰極に高電界を集中して電子を引き出す素子である。例えば
、電子放出素子として、スピント型、カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）型、金属―絶縁体
―金属を積層したＭＩＭ（Ｍｅｔａｌ－Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ－Ｍｅｔａｌ）型、金属―絶
縁体―半導体を積層したＭＩＳ（Ｍｅｔａｌ－Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ－Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕ
ｃｔｏｒ）型、ＭＯＳ型、シリコン型、薄膜ダイオード型、ダイヤモンド型、金属―絶縁
体―半導体－金属型等の薄膜型、ＨＥＥＤ型、ＥＬ型、ポーラスシリコン型、表面伝導（
ＳＣＥ）型などを有することができる。ただし、これに限定されず、電子放出素子として
様々なものを有することができる。
【００２５】
　なお、液晶素子とは、液晶の光学的変調作用によって光の透過または非透過を制御する
素子であり、一対の電極、及び液晶により構成される。なお、液晶の光学的変調作用は、
液晶にかかる電界（横方向の電界、縦方向の電界又は斜め方向の電界を含む）によって制
御される。なお、液晶素子としては、ネマチック液晶、コレステリック液晶、スメクチッ
ク液晶、ディスコチック液晶、サーモトロピック液晶、リオトロピック液晶、低分子液晶
、高分子液晶、高分子分散型液晶（ＰＤＬＣ）、強誘電液晶、反強誘電液晶、主鎖型液晶
、側鎖型高分子液晶、プラズマアドレス液晶（ＰＡＬＣ）、バナナ型液晶などを挙げるこ
とができる。また、液晶の駆動方式としては、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）
モード、ＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モード、ＩＰＳ（Ｉｎ
－Ｐｌａｎｅ－Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モード、ＦＦＳ（Ｆｒｉｎｇｅ　Ｆｉｅｌｄ　Ｓｗ
ｉｔｃｈｉｎｇ）モード、ＭＶＡ（Ｍｕｌｔｉ－ｄｏｍａｉｎ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌ
ｉｇｎｍｅｎｔ）モード、ＰＶＡ（Ｐａｔｔｅｒｎｅｄ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎ
ｍｅｎｔ）モード、ＡＳＶ（Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｓｕｐｅｒ　Ｖｉｅｗ）モード、ＡＳＭ
（Ａｘｉａｌｌｙ　Ｓｙｍｍｅｔｒｉｃ　ａｌｉｇｎｅｄ　Ｍｉｃｒｏ－ｃｅｌｌ）モー
ド、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃ
ｅ）モード、ＥＣＢ（Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒ
ｉｎｇｅｎｃｅ）モード、ＦＬＣ（Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙ
ｓｔａｌ）モード、ＡＦＬＣ（ＡｎｔｉＦｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃ
ｒｙｓｔａｌ）モード、ＰＤＬＣ（Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｄｉｓｐｅｒｓｅｄ　Ｌｉｑｕｉｄ
　Ｃｒｙｓｔａｌ）モード、ゲストホストモード、ブルー相（Ｂｌｕｅ　Ｐｈａｓｅ）モ
ードなどを用いることができる。ただし、これに限定されず、液晶素子及びその駆動方式
として様々なものを用いることができる。
【００２６】
なお、電子ペーパーとしては、分子により表示されるもの（光学異方性、染料分子配向な
ど）、粒子により表示されるもの（電気泳動、粒子移動、粒子回転、相変化など）、フィ
ルムの一端が移動することにより表示されるもの、分子の発色／相変化により表示される
もの、分子の光吸収により表示されるもの、電子とホールが結合して自発光により表示さ
れるものなどのことをいう。例えば、電子ペーパーの表示方式として、マイクロカプセル
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型電気泳動、水平移動型電気泳動、垂直移動型電気泳動、球状ツイストボール、磁気ツイ
ストボール、円柱ツイストボール方式、帯電トナー、電子粉流体、磁気泳動型、磁気感熱
式、エレクトロウェッテイング、光散乱（透明／白濁変化）、コレステリック液晶／光導
電層、コレステリック液晶、双安定性ネマチック液晶、強誘電性液晶、２色性色素・液晶
分散型、可動フィルム、ロイコ染料による発消色、フォトクロミック、エレクトロクロミ
ック、エレクトロデポジション、フレキシブル有機ＥＬなどを用いることができる。ただ
し、これに限定されず、電子ペーパー及びその表示方式として様々なものを用いることが
できる。ここで、マイクロカプセル型電気泳動を用いることによって、電気泳動方式の欠
点である泳動粒子の凝集、沈殿を解決することができる。電子粉流体は、高速応答性、高
反射率、広視野角、低消費電力、メモリ性などのメリットを有する。
【００２７】
　なお、プラズマディスプレイパネルは、電極を表面に形成した基板と、電極及び微小な
溝を表面に形成し且つ溝内に蛍光体層を形成した基板とを狭い間隔で対向させて、希ガス
を封入した構造を有する。あるいは、プラズマディスプレイパネルは、プラズマチューブ
を上下からフィルム状の電極で挟み込んだ構造とすることも可能である。プラズマチュー
ブとは、ガラスチューブ内に、放電ガス、ＲＧＢそれぞれの蛍光体などを封止したもので
ある。なお、電極間に電圧をかけることによって紫外線を発生させ、蛍光体を光らせるこ
とで、表示を行うことができる。なお、プラズマディスプレイパネルとしては、ＤＣ型Ｐ
ＤＰ、ＡＣ型ＰＤＰでもよい。ここで、プラズマディスプレイパネルの駆動方式としては
、ＡＷＳ（Ａｄｄｒｅｓｓ　Ｗｈｉｌｅ　Ｓｕｓｔａｉｎ）駆動、サブフレームをリセッ
ト期間、アドレス期間、維持期間に分割するＡＤＳ（Ａｄｄｒｅｓｓ　Ｄｉｓｐｌａｙ　
Ｓｅｐａｒａｔｅｄ）駆動、ＣＬＥＡＲ（ＨＩ‐ＣＯＮＴＲＡＳＴ＆ＬＯＷ　ＥＮＥＲＧ
Ｙ　ＡＤＤＲＥＳＳ＆ＲＥＤＵＣＴＩＯＮ　ＯＦ　ＦＡＬＳＥ　ＣＯＮＴＯＵＲ　ＳＥＱ
ＵＥＮＣＥ）駆動、ＡＬＩＳ（Ａｌｔｅｒｎａｔｅ　Ｌｉｇｈｔｉｎｇ　ｏｆ　Ｓｕｒｆ
ａｃｅｓ）方式、ＴＥＲＥＳ（Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　ｏｆ　Ｒｅｃｉｐｒｏｃａｌ　Ｓ
ｕｓｔａｉｎｅｒ）駆動などを用いることができる。ただし、これに限定されず、プラズ
マディスプレイパネルの駆動方式として様々なものを用いることができる。
【００２８】
　なお、光源を必要とする表示装置、例えば、液晶ディスプレイ（透過型液晶ディスプレ
イ、半透過型液晶ディスプレイ、反射型液晶ディスプレイ、直視型液晶ディスプレイ、投
射型液晶ディスプレイ）、グレーティングライトバルブ（ＧＬＶ）を用いた表示装置、デ
ジタルマイクロミラーデバイス（ＤＭＤ）を用いた表示装置などの光源としては、エレク
トロルミネッセンス、冷陰極管、熱陰極管、ＬＥＤ、レーザー光源、水銀ランプなどを用
いることができる。ただし、これに限定されず、光源として様々なものを用いることがで
きる。
【００２９】
　なお、トランジスタとして、様々な形態のトランジスタを用いることが出来る。よって
、用いるトランジスタの種類に限定はない。例えば、非晶質シリコン、多結晶シリコン、
微結晶（マイクロクリスタル、ナノクリスタル、セミアモルファスとも言う）シリコンな
どに代表される非単結晶半導体膜を有する薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）などを用いること
が出来る。ＴＦＴを用いる場合、様々なメリットがある。例えば、単結晶シリコンの場合
よりも低い温度で製造できるため、製造コストの削減、又は製造装置の大型化を図ること
ができる。製造装置を大きくできるため、大型基板上に製造できる。そのため、同時に多
くの個数の表示装置を製造できるため、低コストで製造できる。さらに、製造温度が低い
ため、耐熱性の弱い基板を用いることができる。そのため、透光性を有する基板上にトラ
ンジスタを製造できる。そして、透光性を有する基板上のトランジスタを用いて表示素子
での光の透過を制御することが出来る。あるいは、トランジスタの膜厚が薄いため、トラ
ンジスタを構成する膜の一部は、光を透過させることが出来る。そのため、開口率が向上
させることができる。
【００３０】
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　なお、多結晶シリコンを製造するときに、触媒（ニッケルなど）を用いることにより、
結晶性をさらに向上させ、電気特性のよいトランジスタを製造することが可能となる。そ
の結果、ゲートドライバ回路（走査線駆動回路）やソースドライバ回路（信号線駆動回路
）、信号処理回路（信号生成回路、ガンマ補正回路、ＤＡ変換回路など）を基板上に一体
形成することが出来る。
【００３１】
　なお、微結晶シリコンを製造するときに、触媒（ニッケルなど）を用いることにより、
結晶性をさらに向上させ、電気特性のよいトランジスタを製造することが可能となる。こ
のとき、レーザー照射を行うことなく、熱処理を加えるだけで、結晶性を向上させること
も可能である。その結果、ソースドライバ回路の一部（アナログスイッチなど）およびゲ
ートドライバ回路（走査線駆動回路）を基板上に一体形成することが出来る。さらに、結
晶化のためにレーザー照射を行わない場合は、シリコンの結晶性のムラを抑えることがで
きる。そのため、画質の向上した画像を表示することが出来る。
【００３２】
　ただし、触媒（ニッケルなど）を用いずに、多結晶シリコンや微結晶シリコンを製造す
ることは可能である。
【００３３】
　なお、シリコンの結晶性を、多結晶または微結晶などへと向上させることは、パネル全
体で行うことが望ましいが、それに限定されない。パネルの一部の領域のみにおいて、シ
リコンの結晶性を向上させてもよい。選択的に結晶性を向上させることは、レーザー光を
選択的に照射することなどにより可能である。例えば、画素以外の領域である周辺回路領
域にのみ、レーザー光を照射してもよい。または、ゲートドライバ回路、ソースドライバ
回路等の領域にのみ、レーザー光を照射してもよい。あるいは、ソースドライバ回路の一
部（例えば、アナログスイッチ）の領域にのみ、レーザー光を照射してもよい。その結果
、回路を高速に動作させる必要がある領域にのみ、シリコンの結晶化を向上させることが
できる。画素領域は、高速に動作させる必要性が低いため、結晶性が向上されなくても、
問題なく画素回路を動作させることが出来る。結晶性を向上させる領域が少なくて済むた
め、製造工程も短くすることが出来、スループットが向上し、製造コストを低減させるこ
とが出来る。必要とされる製造装置の数も少ない数で製造できるため、製造コストを低減
させることが出来る。
【００３４】
　または、半導体基板やＳＯＩ基板などを用いてトランジスタを形成することが出来る。
これらにより、特性やサイズや形状などのバラツキが少なく、電流供給能力が高く、サイ
ズの小さいトランジスタを製造することができる。これらのトランジスタを用いると、回
路の低消費電力化、又は回路の高集積化を図ることができる。
【００３５】
　または、ＺｎＯ、ａ－ＩｎＧａＺｎＯ、ＳｉＧｅ、ＧａＡｓ、インジウム亜鉛酸化物（
ＩＺＯ）、インジウム錫酸化物（ＩＴＯ）、ＳｎＯ、ＴｉＯ、ＡｌＺｎＳｎＯ（ＡＺＴＯ
）などの化合物半導体または酸化物半導体を有するトランジスタや、さらに、これらの化
合物半導体または酸化物半導体を薄膜化した薄膜トランジスタなどを用いることが出来る
。これらにより、製造温度を低くでき、例えば、室温でトランジスタを製造することが可
能となる。その結果、耐熱性の低い基板、例えばプラスチック基板やフィルム基板に直接
トランジスタを形成することが出来る。なお、これらの化合物半導体または酸化物半導体
を、トランジスタのチャネル部分に用いるだけでなく、それ以外の用途で用いることも出
来る。例えば、これらの化合物半導体または酸化物半導体を抵抗素子、画素電極、透光性
を有する電極として用いることができる。さらに、それらをトランジスタと同時に成膜又
は形成できるため、コストを低減できる。
【００３６】
　または、インクジェットや印刷法を用いて形成したトランジスタなどを用いることが出
来る。これらにより、室温で製造、低真空度で製造、又は大型基板上に製造することがで
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きる。マスク（レチクル）を用いなくても製造することが可能となるため、トランジスタ
のレイアウトを容易に変更することが出来る。さらに、レジストを用いる必要がないので
、材料費が安くなり、工程数を削減できる。さらに、必要な部分にのみ膜を付けるため、
全面に成膜した後でエッチングする、という製法よりも、材料が無駄にならず、低コスト
にできる。
【００３７】
　または、有機半導体やカーボンナノチューブを有するトランジスタ等を用いることがで
きる。これらにより、曲げることが可能な基板上にトランジスタを形成することが出来る
。このような基板を用いた半導体装置は、衝撃に強くすることができる。
【００３８】
　さらに、様々な構造のトランジスタを用いることができる。例えば、ＭＯＳ型トランジ
スタ、接合型トランジスタ、バイポーラトランジスタなどをトランジスタとして用いるこ
とが出来る。ＭＯＳ型トランジスタを用いることにより、トランジスタのサイズを小さく
することが出来る。よって、多数のトランジスタを搭載することができる。バイポーラト
ランジスタを用いることにより、大きな電流を流すことが出来る。よって、高速に回路を
動作させることができる。
【００３９】
　なお、ＭＯＳ型トランジスタ、バイポーラトランジスタなどを１つの基板に混在させて
形成してもよい。これにより、低消費電力、小型化、高速動作などを実現することが出来
る。
【００４０】
　その他、様々なトランジスタを用いることができる。
【００４１】
　なお、トランジスタは、様々な基板を用いて形成することが出来る。基板の種類は、特
定のものに限定されることはない。その基板としては、例えば、単結晶基板（例えばシリ
コン基板）、ＳＯＩ基板、ガラス基板、石英基板、プラスチック基板、金属基板、ステン
レス・スチル基板、ステンレス・スチル・ホイルを有する基板、タングステン基板、タン
グステン・ホイルを有する基板、可撓性基板などを用いることが出来る。ガラス基板の一
例としては、バリウムホウケイ酸ガラス、アルミノホウケイ酸ガラスなどがある。可撓性
基板の一例としては、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタレー
ト（ＰＥＮ）、ポリエーテルサルフォン（ＰＥＳ）に代表されるプラスチック、又はアク
リル等の可撓性を有する合成樹脂などがある。他にも、貼り合わせフィルム（ポリプロピ
レン、ポリエステル、ビニル、ポリフッ化ビニル、塩化ビニルなど）、繊維状な材料を含
む紙、基材フィルム（ポリエステル、ポリアミド、ポリイミド、無機蒸着フィルム、紙類
等）などがある。または、ある基板を用いてトランジスタを形成し、その後、別の基板に
トランジスタを転置し、別の基板上にトランジスタを配置してもよい。トランジスタが転
置される基板としては、単結晶基板、ＳＯＩ基板、ガラス基板、石英基板、プラスチック
基板、紙基板、セロファン基板、石材基板、木材基板、布基板（天然繊維（絹、綿、麻）
、合成繊維（ナイロン、ポリウレタン、ポリエステル）若しくは再生繊維（アセテート、
キュプラ、レーヨン、再生ポリエステル）などを含む）、皮革基板、ゴム基板、ステンレ
ス・スチル基板、ステンレス・スチル・ホイルを有する基板などを用いることができる。
あるいは、人などの動物の皮膚（表皮、真皮）又は皮下組織を基板として用いてもよい。
または、ある基板を用いてトランジスタを形成し、その基板を研磨して薄くしてもよい。
研磨される基板としては、単結晶基板、ＳＯＩ基板、ガラス基板、石英基板、プラスチッ
ク基板、ステンレス・スチル基板、ステンレス・スチル・ホイルを有する基板などを用い
ることができる。これらの基板を用いることにより、特性のよいトランジスタの形成、消
費電力の小さいトランジスタの形成、壊れにくい装置の製造、耐熱性の付与、軽量化、又
は薄型化を図ることができる。
【００４２】
　なお、トランジスタの構成は、様々な形態をとることができ、特定の構成に限定されな
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い。例えば、ゲート電極が２個以上のマルチゲート構造を適用することができる。マルチ
ゲート構造にすると、チャネル領域が直列に接続されるため、複数のトランジスタが直列
に接続された構成となる。マルチゲート構造により、オフ電流の低減、トランジスタの耐
圧向上（信頼性の向上）を図ることができる。あるいは、マルチゲート構造により、飽和
領域で動作する時に、ドレイン・ソース間電圧が変化しても、ドレイン・ソース間電流が
あまり変化せず、電圧・電流特性の傾きをフラットにすることができる。電圧・電流特性
の傾きがフラットである特性を利用すると、理想的な電流源回路や、非常に高い抵抗値を
もつ能動負荷を実現することが出来る。その結果、特性のよい差動回路やカレントミラー
回路を実現することが出来る。
【００４３】
別の例として、チャネルの上下にゲート電極が配置されている構造を適用することができ
る。チャネルの上下にゲート電極が配置されている構造にすることにより、チャネル領域
が増えるため、電流値の増加を図ることができる。または、チャネルの上下にゲート電極
が配置されている構造にすることにより、空乏層ができやすくなるため、Ｓ値の改善を図
ることができる。なお、チャネルの上下にゲート電極が配置される構成にすることにより
、複数のトランジスタが並列に接続されたような構成となる。
【００４４】
　チャネル領域の上にゲート電極が配置されている構造、チャネル領域の下にゲート電極
が配置されている構造、正スタガ構造、逆スタガ構造、チャネル領域を複数の領域に分け
た構造、チャネル領域を並列に接続した構造、またはチャネル領域が直列に接続する構成
も適用できる。さらに、チャネル領域（もしくはその一部）にソース電極やドレイン電極
が重なっている構造も適用できる。チャネル領域（もしくはその一部）にソース電極やド
レイン電極が重なる構造にすることによって、チャネル領域の一部に電荷が溜まることに
より動作が不安定になることを防ぐことができる。あるいは、ＬＤＤ領域を設けた構造を
適用できる。ＬＤＤ領域を設けることにより、オフ電流の低減、又はトランジスタの耐圧
向上（信頼性の向上）を図ることができる。あるいは、ＬＤＤ領域を設けることにより、
飽和領域で動作する時に、ドレイン・ソース間電圧が変化しても、ドレイン・ソース間電
流があまり変化せず、電圧・電流図の傾きをフラットにすることができる。
【００４５】
　なお、トランジスタは、様々なタイプを用いることができ、様々な基板を用いて形成さ
せることができる。したがって、所定の機能を実現させるために必要な回路の全てが、同
一の基板に形成することも可能である。例えば、所定の機能を実現させるために必要な回
路の全てが、ガラス基板、プラスチック基板、単結晶基板、またはＳＯＩ基板などの様々
な基板を用いて形成することも可能である。所定の機能を実現させるために必要な回路の
全てが同じ基板を用いて形成されていることにより、部品点数の削減によるコストの低減
、又は回路部品との接続点数の低減による信頼性の向上を図ることができる。あるいは、
所定の機能を実現させるために必要な回路の一部が、ある基板に形成され、所定の機能を
実現させるために必要な回路の別の一部が、別の基板に形成されていることも可能である
。つまり、所定の機能を実現させるために必要な回路の全てが同じ基板を用いて形成され
ていなくてもよい。例えば、所定の機能を実現させるために必要な回路の一部は、ガラス
基板上にトランジスタにより形成され、所定の機能を実現させるために必要な回路の別の
一部は、単結晶基板に形成され、単結晶基板を用いて形成されたトランジスタで構成され
たＩＣチップをＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　Ｏｎ　Ｇｌａｓｓ）でガラス基板に接続して、ガラス
基板上にそのＩＣチップを配置することも可能である。あるいは、そのＩＣチップをＴＡ
Ｂ（Ｔａｐｅ　Ａｕｔｏｍａｔｅｄ　Ｂｏｎｄｉｎｇ）やプリント基板を用いてガラス基
板と接続することも可能である。このように、回路の一部が同じ基板に形成されているこ
とにより、部品点数の削減によるコストの低減、又は回路部品との接続点数の低減による
信頼性の向上を図ることができる。あるいは、駆動電圧が高い部分及び駆動周波数が高い
部分の回路は、消費電力が大きくなってしまうので、そのような部分の回路は同じ基板に
形成せず、そのかわりに、例えば、単結晶基板にその部分の回路を形成して、その回路で
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構成されたＩＣチップを用いるようにすれば、消費電力の増加を防ぐことができる。
【００４６】
　なお、一画素とは画像の最小単位を示すものとする。よって、Ｒ（赤）Ｇ（緑）Ｂ（青
）の色要素からなるフルカラー表示装置の場合には、一画素とはＲの色要素のドットとＧ
の色要素のドットとＢの色要素のドットとから構成されるものとする。なお、色要素は、
三色に限定されず、三色以上を用いても良いし、ＲＧＢ以外の色を用いても良い。例えば
、白色を加えて、ＲＧＢＷ（Ｗは白）としてもよい。または、ＲＧＢに、例えば、イエロ
ー、シアン、マゼンタ、エメラルドグリーン、朱色などを一色以上追加してもよい。また
は、例えば、ＲＧＢの中の少なくとも一色に類似した色を、ＲＧＢに追加してもよい。例
えば、Ｒ、Ｇ、Ｂ１、Ｂ２としてもよい。Ｂ１とＢ２とは、どちらも青色であるが、少し
波長が異なっている。同様に、Ｒ１、Ｒ２、Ｇ、Ｂとしてもよい。このような色要素を用
いることにより、より実物に近い表示を行うことができる。あるいは、このような色要素
を用いることにより、消費電力を低減することが出来る。なお、一画素に、同じ色の色要
素のドットが複数個あってもよい。そのとき、その複数の色要素は、各々、表示に寄与す
る領域の大きさが異なっていても良い。あるいは、複数個ある、同じ色の色要素のドット
を各々制御することによって、階調を表現してもよい。これを、面積階調方式と呼ぶ。あ
るいは、複数個ある、同じ色の色要素のドットを用いて、各々のドットに供給する信号を
僅かに異ならせるようにして、視野角を広げるようにしてもよい。つまり、複数個ある、
同じ色の色要素が各々有する画素電極の電位が、各々異なっていてもよい。その結果、液
晶分子に加わる電圧が各画素電極によって各々異なる。よって、視野角を広くすることが
出来る。
【００４７】
　なお、回路図を示す場合などにおいて、一画素は、明るさを制御できる要素一つ分を示
すものとする場合もある。よって、その場合は、一画素とは、一つの色要素を示すものと
し、その色要素一つで明るさを表現する。従って、そのときは、Ｒ（赤）Ｇ（緑）Ｂ（青
）の色要素からなるカラー表示装置の場合には、画像の最小単位は、Ｒの画素とＧの画素
とＢの画素との三画素から構成されるものとする場合もある。
【００４８】
　なお、画素は、マトリクス状に配置（配列）されている場合がある。ここで、画素がマ
トリクスに配置（配列）されているとは、縦方向もしくは横方向において、画素が直線上
に並んで配置されている場合、又はギザギザな線上に配置されている場合を含む。よって
、例えば三色の色要素（例えばＲＧＢ）でフルカラー表示を行う場合に、ストライプ配置
されている場合、又は三つの色要素のドットがデルタ配置されている場合も含む。さらに
、ベイヤー配置されている場合も含む。なお、色要素のドット毎にその表示領域の大きさ
が異なっていてもよい。これにより、低消費電力化、又は表示素子の長寿命化を図ること
ができる。
【００４９】
　なお、画素に能動素子を有するアクティブマトリクス方式、または、画素に能動素子を
有しないパッシブマトリクス方式を用いることが出来る。
【００５０】
　アクティブマトリクス方式では、能動素子（アクティブ素子、非線形素子）として、ト
ランジスタだけでなく、さまざまな能動素子（アクティブ素子、非線形素子）を用いるこ
とが出来る。例えば、ＭＩＭ（Ｍｅｔａｌ　Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ　Ｍｅｔａｌ）やＴＦＤ
（Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｄｉｏｄｅ）などを用いることも可能である。これらの素子は、
製造工程が少ないため、製造コストの低減、又は歩留まりの向上を図ることができる。さ
らに、素子のサイズが小さいため、開口率を向上させることができ、低消費電力化や高輝
度化をはかることが出来る。
【００５１】
　なお、アクティブマトリクス方式以外のものとして、能動素子（アクティブ素子、非線
形素子）を用いないパッシブマトリクス型を用いることも可能である。能動素子（アクテ
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ィブ素子、非線形素子）を用いないため、製造工程が少なく、製造コストの低減、又は歩
留まりの向上を図ることができる。能動素子（アクティブ素子、非線形素子）を用いない
ため、開口率を向上させることができ、低消費電力化や高輝度化をはかることが出来る。
【００５２】
　なお、トランジスタとは、ゲートと、ドレインと、ソースとを含む少なくとも三つの端
子を有する素子であり、ドレイン領域とソース領域の間にチャネル領域を有しており、ド
レイン領域とチャネル領域とソース領域とを介して電流を流すことが出来る。ここで、ソ
ースとドレインとは、トランジスタの構造や動作条件等によって変わるため、いずれがソ
ースまたはドレインであるかを限定することが困難である。そこで、ソース及びドレイン
として機能する領域を、ソースもしくはドレインと呼ばない場合がある。その場合、一例
としては、それぞれを第１端子、第２端子と表記する場合がある。あるいは、それぞれを
第１電極、第２電極と表記する場合がある。あるいは、第１領域、第２領域と表記する場
合がある。
【００５３】
　なお、トランジスタは、ベースとエミッタとコレクタとを含む少なくとも三つの端子を
有する素子であってもよい。この場合も同様に、エミッタとコレクタとを、第１端子、第
２端子などと表記する場合がある。
【００５４】
　なお、半導体装置とは半導体素子（トランジスタ、ダイオード、サイリスタなど）を含
む回路を有する装置のことをいう。さらに、半導体特性を利用することで機能しうる装置
全般を半導体装置と呼んでもよい。または、半導体材料を有する装置のことを半導体装置
と言う。
【００５５】
　なお、表示装置とは、表示素子を有する装置のことを言う。なお、表示装置は、表示素
子を含む複数の画素を含んでいても良い。なお、表示装置は、複数の画素を駆動させる周
辺駆動回路を含んでいても良い。なお、複数の画素を駆動させる周辺駆動回路は、複数の
画素と同一基板上に形成されてもよい。なお、表示装置は、ワイヤボンディングやバンプ
などによって基板上に配置された周辺駆動回路、いわゆる、チップオングラス（ＣＯＧ）
で接続されたＩＣチップ、または、ＴＡＢなどで接続されたＩＣチップを含んでいても良
い。なお、表示装置は、ＩＣチップ、抵抗素子、容量素子、インダクタ、トランジスタな
どが取り付けられたフレキシブルプリントサーキット（ＦＰＣ）を含んでもよい。なお、
表示装置は、フレキシブルプリントサーキット（ＦＰＣ）などを介して接続され、ＩＣチ
ップ、抵抗素子、容量素子、インダクタ、トランジスタなどが取り付けられたプリント配
線基板（ＰＷＢ）を含んでいても良い。なお、表示装置は、偏光板または位相差板などの
光学シートを含んでいても良い。なお、表示装置は、照明装置、筐体、音声入出力装置、
光センサなどを含んでいても良い。
【００５６】
　なお、照明装置は、バックライトユニット、導光板、プリズムシート、拡散シート、反
射シート、光源（ＬＥＤ、冷陰極管など）、冷却装置（水冷式、空冷式）などを有してい
ても良い。
【００５７】
　なお、発光装置とは、発光素子などを有している装置のことをいう。表示素子として発
光素子を有している場合は、発光装置は、表示装置の具体例の一つである。
【００５８】
　なお、反射装置とは、光反射素子、光回折素子、光反射電極などを有している装置のこ
とをいう。
【００５９】
　なお、液晶表示装置とは、液晶素子を有している表示装置をいう。液晶表示装置には、
直視型、投写型、透過型、反射型、半透過型などがある。
【００６０】
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　なお、駆動装置とは、半導体素子、電気回路、電子回路を有する装置のことを言う。例
えば、ソース信号線から画素内への信号の入力を制御するトランジスタ（選択用トランジ
スタ、スイッチング用トランジスタなどと呼ぶことがある）、画素電極に電圧または電流
を供給するトランジスタ、発光素子に電圧または電流を供給するトランジスタなどは、駆
動装置の一例である。さらに、ゲート信号線に信号を供給する回路（ゲートドライバ、ゲ
ート線駆動回路などと呼ぶことがある）、ソース信号線に信号を供給する回路（ソースド
ライバ、ソース線駆動回路などと呼ぶことがある）などは、駆動装置の一例である。
【００６１】
　なお、表示装置、半導体装置、照明装置、冷却装置、発光装置、反射装置、駆動装置な
どは、互いに重複して有している場合がある。例えば、表示装置が、半導体装置および発
光装置を有している場合がある。あるいは、半導体装置が、表示装置および駆動装置を有
している場合がある。
【００６２】
　なお、Ａの上にＢが形成されている、あるいは、Ａ上にＢが形成されている、と明示的
に記載する場合は、Ａの上にＢが直接接して形成されていることに限定されない。直接接
してはいない場合、つまり、ＡとＢと間に別の対象物が介在する場合も含むものとする。
ここで、Ａ、Ｂは、対象物（例えば、装置、素子、回路、配線、電極、端子、導電膜、層
、など）であるとする。
【００６３】
　従って例えば、層Ａの上に（もしくは層Ａ上に）、層Ｂが形成されている、と明示的に
記載されている場合は、層Ａの上に直接接して層Ｂが形成されている場合と、層Ａの上に
直接接して別の層（例えば層Ｃや層Ｄなど）が形成されていて、その上に直接接して層Ｂ
が形成されている場合とを含むものとする。なお、別の層（例えば層Ｃや層Ｄなど）は、
単層でもよいし、複層でもよい。
【００６４】
　さらに、Ａの上方にＢが形成されている、と明示的に記載されている場合についても同
様であり、Ａの上にＢが直接接していることに限定されず、ＡとＢとの間に別の対象物が
介在する場合も含むものとする。従って例えば、層Ａの上方に、層Ｂが形成されている、
という場合は、層Ａの上に直接接して層Ｂが形成されている場合と、層Ａの上に直接接し
て別の層（例えば層Ｃや層Ｄなど）が形成されていて、その上に直接接して層Ｂが形成さ
れている場合とを含むものとする。なお、別の層（例えば層Ｃや層Ｄなど）は、単層でも
よいし、複層でもよい。
【００６５】
なお、Ａの上にＢが形成されている、Ａ上にＢが形成されている、又はＡの上方にＢが形
成されている、と明示的に記載する場合、斜め上にＢが形成される場合も含むこととする
。
【００６６】
　なお、Ａの下にＢが、あるいは、Ａの下方にＢが、の場合についても、同様である。
【００６７】
　なお、明示的に単数として記載されているものについては、単数であることが望ましい
。ただし、これに限定されず、複数であることも可能である。同様に、明示的に複数とし
て記載されているものについては、複数であることが望ましい。ただし、これに限定され
ず、単数であることも可能である。
【００６８】
なお、図において、大きさ、層の厚さ、又は領域は、明瞭化のために誇張されている場合
がある。よって、必ずしもそのスケールに限定されない。
【００６９】
なお、図は、理想的な例を模式的に示したものであり、図に示す形状又は値などに限定さ
れない。例えば、製造技術による形状のばらつき、誤差による形状のばらつき、ノイズに
よる信号、電圧、若しくは電流のばらつき、又は、タイミングのずれによる信号、電圧、
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若しくは電流のばらつきなどを含むことが可能である。
【００７０】
なお、専門用語は、特定の実施の形態、又は実施例などを述べる目的で用いられる場合が
多い。ただし、本発明の一態様は、専門用語によって、限定して解釈されるものではない
。
【００７１】
なお、定義されていない文言（専門用語又は学術用語などの科学技術文言を含む）は、通
常の当業者が理解する一般的な意味と同等の意味として用いることが可能である。辞書等
により定義されている文言は、関連技術の背景と矛盾がないような意味に解釈されること
が好ましい。
【００７２】
なお、第１、第２、第３などの語句は、様々な要素、部材、領域、層、区域を他のものと
区別して記述するために用いられる。よって、第１、第２、第３などの語句は、要素、部
材、領域、層、区域などの数を限定するものではない。さらに、例えば、「第１の」を「
第２の」又は「第３の」などと置き換えることが可能である。
【００７３】
なお、「上に」、「上方に」、「下に」、「下方に」、「横に」、「右に」、「左に」、
「斜めに」、「奥に」、「手前に」、「内に」、「外に」、又は「中に」などの空間的配
置を示す語句は、ある要素又は特徴と、他の要素又は特徴との関連を、図によって簡単に
示すために用いられる場合が多い。ただし、これに限定されず、これらの空間的配置を示
す語句は、図に描く方向に加えて、他の方向を含むことが可能である。例えば、Ａの上に
Ｂ、と明示的に示される場合は、ＢがＡの上にあることに限定されない。図中のデバイス
は反転、又は１８０°回転することが可能なので、ＢがＡの下にあることを含むことが可
能である。このように、「上に」という語句は、「上に」の方向に加え、「下に」の方向
を含むことが可能である。ただし、これに限定されず、図中のデバイスは様々な方向に回
転することが可能なので、「上に」という語句は、「上に」、及び「下に」の方向に加え
、「横に」、「右に」、「左に」、「斜めに」、「奥に」、「手前に」、「内に」、「外
に」、又は「中に」などの他の方向を含むことが可能である。つまり、状況に応じて適切
に解釈することが可能である。
【発明の効果】
【００７４】
画質を向上させることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００７５】
【図１】（Ａ）～（Ｃ）実施の形態の一例に係るフローを説明する図。
【図２】（Ａ）～（Ｃ）実施の形態の一例に係る表示画面を説明する図。
【図３】（Ａ）～（Ｄ）実施の形態の一例に係るフローを説明する図。
【図４】（Ａ）～（Ｃ）実施の形態の一例に係るフローを説明する図。
【図５】（Ａ）～（Ｃ）実施の形態の一例に係るフローを説明する図。
【図６】（Ａ）～（Ｃ）実施の形態の一例に係る回路を説明する図。
【図７】（Ａ）～（Ｅ）実施の形態の一例に係るフローを説明する図。
【図８】（Ａ）～（Ｅ）実施の形態の一例に係るフローを説明する図。
【図９】（Ａ）、（Ｂ）実施の形態の一例に係るフローを説明する図。
【図１０】（Ａ）、（Ｂ）実施の形態の一例に係るフローを説明する図。
【図１１】（Ａ）、（Ｂ）実施の形態の一例に係るフローを説明する図。
【図１２】（Ａ）、（Ｂ）実施の形態の一例に係るフローを説明する図。
【図１３】実施の形態の一例に係る装置を説明する（Ａ）上面図、および（Ｂ）断面図。
【図１４】実施の形態の一例に係る装置を説明する（Ａ）、（Ｃ）上面図、および（Ｂ）
、（Ｄ）断面図。
【図１５】実施の形態の一例に係る表示素子の（Ａ）、（Ｃ）、（Ｅ）電圧を説明する図
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、（Ｂ）、（Ｄ）、（Ｆ）透過率を説明する図。
【図１６】（Ａ）～（Ｃ）実施の形態の一例に係る表示画面を説明する図。
【図１７】（Ａ）～（Ｇ）実施の形態の一例に係る回路を説明する図。
【図１８】（Ａ）～（Ｈ）実施の形態の一例に係る回路を説明する図。
【図１９】（Ａ）、（Ｂ）実施の形態の一例に係る表示装置の構成を説明する図。
【図２０】（Ａ）～（Ｅ）実施の形態の一例に係る表示装置の構成を説明する図。
【図２１】（Ａ）～（Ｃ）実施の形態の一例に係るトランジスタの構成を説明する断面図
。
【図２２】（Ａ）～（Ｈ）実施の形態の一例に係る電子機器を説明する図。
【図２３】（Ａ）～（Ｈ）実施の形態の一例に係る電子機器を説明する図。
【発明を実施するための形態】
【００７６】
以下、実施の形態について図面を参照しながら説明する。但し、実施の形態は多くの異な
る態様で実施することが可能であり、趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形態及
び詳細を様々に変更し得ることは当業者であれば容易に理解される。従って実施の形態の
記載内容に限定して解釈されるものではない。なお、以下に説明する構成において、同一
部分又は同様な機能を有する部分は異なる図面間で共通の符号を用いて示し、同一部分又
は同様な機能を有する部分の詳細な説明は省略する。
【００７７】
なお、ある一つの実施の形態の中で述べる内容（一部の内容でもよい）は、その実施の形
態で述べる別の内容（一部の内容でもよい）、及び／又は、一つ若しくは複数の別の実施
の形態で述べる内容（一部の内容でもよい）に対して、適用、組み合わせ、又は置き換え
などを行うことが出来る。
【００７８】
なお、実施の形態の中で述べる内容とは、各々の実施の形態において、様々な図を用いて
述べる内容、又は明細書に記載される文章を用いて述べる内容のことである。
【００７９】
なお、ある一つの実施の形態において述べる図（一部でもよい）は、その図の別の部分、
その実施の形態において述べる別の図（一部でもよい）、及び／又は、一つ若しくは複数
の別の実施の形態において述べる図（一部でもよい）に対して、組み合わせることにより
、さらに多くの図を構成させることが出来る。
【００８０】
なお、ある一つの実施の形態において述べる図または文章において、その一部分を取り出
して、発明の一態様を構成することは可能である。したがって、ある部分を述べる図また
は文章が記載されている場合、その一部分の図または文章を取り出した内容も、発明の一
態様として開示されているものであり、発明の一態様を構成することが可能であるものと
する。そのため、例えば、能動素子（トランジスタ、ダイオードなど）、配線、受動素子
（容量素子、抵抗素子など）、導電層、絶縁層、半導体層、有機材料、無機材料、部品、
基板、モジュール、装置、固体、液体、気体、動作方法、製造方法などが単数又は複数記
載された図面（断面図、平面図、回路図、ブロック図、フローチャート、工程図、斜視図
、立面図、配置図、タイミングチャート、構造図、模式図、グラフ、表、光路図、ベクト
ル図、状態図、波形図、写真、化学式など）または文章において、その一部分を取り出し
て、発明の一態様を構成することが可能であるものとする。一例としては、Ｎ個（Ｎは整
数）の回路素子（トランジスタ、容量素子等）を有して構成される回路図から、Ｍ個（Ｍ
は整数で、Ｍ＜Ｎ）の回路素子（トランジスタ、容量素子等）を抜き出して、発明の一態
様を構成することは可能である。別の一例としては、Ｎ個（Ｎは整数）の層を有して構成
される断面図から、Ｍ個（Ｍは整数で、Ｍ＜Ｎ）の層を抜き出して、発明の一態様を構成
することは可能である。別の一例としては、Ｎ個（Ｎは整数）の要素を有して構成される
フローチャートから、Ｍ個（Ｍは整数で、Ｍ＜Ｎ）の要素を抜き出して、発明の一態様を
構成することは可能である。
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【００８１】
　（実施の形態１）
超解像処理とは、解像度の低い画像を元にして、解像度の高い画像を生成する処理のこと
である。または、超解像処理とは、撮影時または信号転送時などにおいて、失われてしま
った情報を復元する処理のことである。したがって、解像度が低いために、細かい部分が
潰れて、平均化された画像に、超解像処理を行うことにより、細かい部分まで、正確に認
識できるような画像を生成することが出来る。そのため、そのような解像度の高い画像を
表示した場合、高画質な画像を表示させることが出来る。例えば、小さい石が多数配置さ
れているような公園、または、細かな葉が多数配置されている樹木などの画像において、
小さい石の一つ一つや、細かな葉の一つ一つが、超解像処理を行うことによって、正確に
識別して見ることが出来る。同様に、ぼやけて読めなかった字が、超解像処理を行うこと
によって、細かい部分が認識できるようになるため、正確に読めるようにすることが出来
る。つまり、まるで視力が向上したように見ることが可能となる。例えば、超解像処理は
、１４４０×１０８０の解像度（画素数）の画像から、画像情報を復元することによって
、１９２０×１０８０の解像度（画素数）の画像を作り出すものである。つまり、画像の
情報量を元の画像から増加させつつ解像度変換を行うのが超解像処理技術である、と言う
ことが可能である。または、超解像処理とは、画像に含まれる情報のうち、入力画像の標
本化周波数で決定されるナイキスト周波数よりも高い周波数成分を復元する技術である、
と言うことも可能である。
【００８２】
一方、液晶表示装置などのようなホールド型のディスプレイでは、動きの速い映像を表示
する場合、動画ぼけが生じて、残像が見えてしまう場合がある。例えば、テロップで文字
を上下または左右に動かしながら表示する場合、文字がぼやけて、正確に識別できない場
合がある。
【００８３】
そのため、フレーム補間処理を行うことにより、フレーム周波数を向上させて、動画の解
像度を向上させることが出来る。フレーム補間処理とは、残像などを減らすために、フレ
ーム周波数を上げて表示するときに、フレームのデータを補間して作成する処理のことで
ある。例えば、図２（Ａ）に示すように、１フレーム目の画像では、円が左端に表示され
ており、２フレーム目の画像では、円が左から右に動いたため、円が右端に表示されてい
るとする。このときに、円が中央に表示されているデータを作成する。このようにデータ
を作成する処理が、フレーム補間処理である。そして、フレーム補間処理によって、補間
したフレーム数分だけ、表示におけるフレーム周波数も高くすることが可能である。この
ようにフレーム補間処理を行って、フレーム周波数を高くして表示を行うことにより、円
が左から右へと移動していくなめらかな画像を正確に表示することが出来、残像を低減す
ることができるようになる。従って、動画をぼやけずに表示させることが出来るので、動
画解像度を向上させることが出来る。なお、本明細書において、動画解像度とは、動画を
表示した時の見た目での解像度のことであり、動画を表示した時に人が感じる解像度のこ
とである。例えば、楔形の図形を画面にスクロールさせ、間隔を識別できる限界の解像度
のことである。
【００８４】
このように、フレーム補間処理を行い、その分だけフレーム周波数を高くして行う駆動の
ことを、倍速駆動と呼ぶ。例えば、フレーム周波数が２倍のときには、２倍速駆動とよび
、フレーム周波数が４倍のときには、４倍速駆動と呼ぶ。２倍速駆動の場合は、フレーム
補間処理によって、元のフレーム数と同じだけのフレームの画像を作成する。その結果、
データ量が合計で２倍になるため、フレーム周波数を２倍にして表示することが出来る。
同様に、４倍速駆動の場合は、フレーム補間処理によって、元のフレーム数の３倍のフレ
ームの画像を作成する。その結果、データ量が合計で４倍になるため、フレーム周波数を
４倍にして表示することが出来る。このような倍速駆動を行うことにより、動画特性を良
くすることができ、残像を低減させることが出来る。適用する表示装置としては、ホール
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ド型の表示装置であることが望ましく、例えば、液晶ディスプレイ、有機ＥＬディスプレ
イなどに適用することが好適である。ホールド型の表示装置は、残像が見えやすいため、
倍速駆動を用いることにより、残像を低減することが可能となる。
【００８５】
そこで、フレーム補間処理と超解像処理とを両方行うことにより、静止画での解像度と動
画解像度を向上させることが出来る。仮に、超解像処理のみ行い、フレーム補間処理を行
わず、倍速駆動を行わない場合は、せっかく、超解像処理によって解像度を上げたにもか
かわらず、残像などによって、画像がぼやけてしまうため、解像度を高くしたことが視認
しづらくなってしまう。つまり、超解像処理を行ったことの効果が半減してしまう。ある
いは、フレーム補間処理のみを行って、倍速駆動を行い、超解像処理を行わない場合には
、せっかく、動画でも正しく視認することができるようになっているにも関わらず、表示
される画像自体の解像度が低いため、高画質な映像を表示させることが出来なくなってし
まう。以上のことから、静止画であっても、動画であっても、解像度の高い画像を正確に
表示するためには、フレーム補間処理と超解像処理とを両方行うことが重要であると言う
ことが出来る。ただし、実施の形態の一例は、これに限定されない。
【００８６】
そこで、図１に、フレーム補間処理を行った後で、超解像処理を行う場合の処理フローの
一例を示す。
【００８７】
図１（Ａ）では、画像ソースから得た画像信号を用いて、フレーム補間処理を行った後で
、超解像処理を行い、解像度を上げた場合の処理フローを示す。超解像処理が行われた後
は、さらに様々な処理が行われ、その後、画像が表示されることが可能である。
【００８８】
なお、画像ソースは、放送局から送られてくるＴＶ放送の信号、及び／又は、その信号か
ら生成された画像を含んでいる。または、画像ソースは、ＤＶＤ（ブルーレイ用などを含
む）やＣＤなどの光記憶媒体（磁気記憶媒体または光磁気記憶媒体を含む）、ストリーミ
ング、インターネットなどから得られる信号、及び／又は、その信号から生成された画像
を含んでいる。または、画像ソースは、携帯電話、コンピュータ、ＣＰＵ、グラフィック
用マイコン、コントローラ、電子機器などから得られる信号、及び／又は、その信号から
生成された画像を含んでいる。その他にも、画像ソースは、表示を行うための元となる信
号、及び／又は、その信号から生成された画像を含んでいる。
【００８９】
なお、画像は、静止画像、及び／又は、動画画像、及び／又は、映像を含んでいる。
【００９０】
なお、画像ソースは、インターレース（飛び越し走査）の画像、または、プログレッシブ
（ノンインターレース、非飛び越し走査）の画像であることが可能である。または、画像
ソースは、インターレースの画像をプログレッシブの画像に変換する処理であるＩＰ変換
（インターレース・プログレッシブ変換）が、既に行われた画像であることが可能である
。または、フレーム補間処理の前後、または超解像処理を行う前に、ＩＰ変換を行うこと
が可能である。図３（Ａ）に、プログレッシブの画像を用いて、超解像処理を行う場合の
処理フローの一部を示す。図３（Ｂ）に、インターレースの画像をＩＰ変換した後に、フ
レーム補間処理を行う場合の処理フローの一部を示す。図３（Ｃ）に、インターレースの
画像をＩＰ変換した後に、フレーム補間処理を行い、その後で、超解像処理を行う場合の
処理フローの一部を示す。図３（Ｄ）に、インターレースの画像をＩＰ変換した後に、超
解像処理を行う場合の処理フローの一部を示す。
【００９１】
通常、超解像処理は、１枚の画像（または、その一部）、または、複数枚（または、その
一部）の画像を用いて、行われる。そして、超解像処理は、それらの画像を用いて、新た
な情報を作り出すことによって、解像度の高い画像を作り出している。そのため、正確に
超解像処理を行うためには、インターレースのように、画像の情報の一部が欠けているこ
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とは望ましくない。したがって、超解像処理が行われる画像は、プログレッシブ（ノンイ
ンターレース、非飛び越し走査）の画像であることが望ましい。よって、インターレース
の画像の場合は、超解像処理を行う前に、ＩＰ変換が行われており、プログレッシブの画
像を用いて、超解像処理を行うことが望ましい。ただし、実施の形態の一例は、これらに
限定されない。
【００９２】
なお、ＩＰ変換は、超解像処理の前または後で行うことが出来る。及び／又は、ＩＰ変換
は、フレーム補間処理の前または後で行うことが出来る。及び／又は、ＩＰ変換は、ある
別の処理の前または後で行うことが出来る。
【００９３】
なお、図４（Ａ）などに示すように、超解像処理を行う前の画像の解像度（画素数）より
も、超解像処理を行った後の画像の解像度（画素数）のほうが、高いことが望ましいが、
実施の形態の一例は、これに限定されない。例えば、超解像処理を行う前に、拡大処理な
どにより、解像度（または画素数）が既に高くなっているとする。その場合は、すでに解
像度が高くなっているため、超解像処理の前後では、解像度自体は変化しない。しかし、
超解像処理を行う前の拡大処理では、欠落した画像情報が復元されたわけではない。つま
り、単に拡大されただけなので、表示自体が高画質になっているわけではない。例えば、
小さい石が多数配置されているような公園、または、細かな葉が多数配置されている樹木
などの画像において、小さい石の一つ一つや、細かな葉の一つ一つが、拡大処理によって
、正確に表示されるわけではなく、ぼやけた状態のまま、単に拡大して表示されるような
状態となる。よって、超解像処理を行うことにより、画像の解像度（画素数）は変わらな
いが、欠落した画像情報が復元されて、細かな部分まで識別出来る高画質な画像となる、
ということも可能である。つまり、図４（Ｂ）に示すように、１４４０×１０８０の画像
を、１９２０×１０８０の画像に拡大処理し、１９２０×１０８０の画像を、１９２０×
１０８０の画像に超解像処理をすることも可能である。このとき、１４４０×１０８０の
画像を、１９２０×１０８０の画像に拡大処理する場合、復元された情報はない。しかし
、超解像処理を行った後は、情報が復元されているため、細かい部分も正確に識別して見
ることが出来るような画像にすることが出来る。
【００９４】
なお、このようなことは、画面の全体で生じる場合が多いが、実施の形態の一例は、これ
らに限定されない。画面の一部で生じることも可能である。
【００９５】
なお、拡大処理により、解像度を高くし、その後、超解像処理によって、さらに解像度を
高くすることも可能である。例えば、８００×６００の画像を、１４４０×１０８０の画
像に拡大処理し、その１４４０×１０８０の画像を、１９２０×１０８０の画像に超解像
処理をすることも可能である。ただし、拡大処理により、解像度を高くした場合は、情報
の復元は行われていない。そして、超解像処理によって、解像度を高くした場合は、情報
の復元が行われている。ただし、実施の形態の一例は、これらに限定されない。
【００９６】
または、超解像処理によって、解像度を高くして、その後、拡大処理により、解像度を高
くすることも可能である。例えば、８００×６００の画像を、１４４０×１０８０の画像
に超解像処理し、その１４４０×１０８０の画像を、１９２０×１０８０の画像に拡大処
理をすることも可能である。ただし、拡大処理により、解像度を高くした場合は、情報の
復元は行われていない。そして、超解像処理によって、解像度を高くした場合は、情報の
復元が行われている。ただし、実施の形態の一例は、これらに限定されない。
【００９７】
なお、拡大処理は、超解像処理の前または後で行うことが可能である。または、拡大処理
は、フレーム補間処理の前または後で行うことが可能である。または、拡大処理は、ある
処理の前または後で行うことが可能である。ただし、実施の形態の一例は、これらに限定
されない。
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【００９８】
このように、拡大処理および超解像処理を両方行うことが可能である。例えば、縦方向ま
たは横方向の解像度を、２倍以上、より好ましくは５倍以上にする場合には、拡大処理お
よび超解像処理を両方行うことが好適である。ただし、実施の形態の一例は、これらに限
定されない。
【００９９】
なお、拡大処理としては、一例として、バイリニア法またはバイキュービック法などを用
いることが可能である。バイリニア法は、周囲４近傍の画素を採取・計算し、拡大時に不
足する画素を補間する方法である。または、バイキュービック法では、変換後の座標系基
準で４×４の１６点のピクセル値を変換元より取り出す。そして、これらの取り出した１
６点の値に重み付けをして加重平均的な計算を行い変換後のピクセル値を決定する。
【０１００】
なお、図４（Ｃ）に示すように、画像が、拡大処理が行われているものか、行われていな
いものかを分析し、画面の一部または全部において、拡大処理が行われている場合には、
超解像処理を行い、拡大処理が行われていない場合、つまり、元来、解像度が高い場合に
は、超解像処理を行わないようにすることも可能である。画像ソースとして、様々な画像
があるため、画像分析を行うことにより、拡大処理が行われた画像に対しても、正しく超
解像処理を行うことが出来る。なお、画像分析の手法としては、一例としては、周波数分
析を行い、高い周波数を有しているか否かにより、判断する方法がある。周波数が低い場
合は、拡大処理が行われたものであると判断することが出来る。
【０１０１】
次に、横の解像度（画素数）がＡ、縦の解像度（画素数）がＢである画像に対して、超解
像処理を行うことによって、横の解像度（画素数）がＣ、縦の解像度（画素数）がＤの画
像になったとする。または、横の解像度（画素数）がＡ、縦の解像度（画素数）がＢであ
る画像に対して、拡大処理および超解像処理を行うことによって、横の解像度（画素数）
がＣ、縦の解像度（画素数）がＤの画像になったとする。そのとき、超解像処理を行うこ
とによって、解像度を高くしたときの倍率は、ＣをＡで除算した数であるＣ／Ａ、または
、ＤをＢで除算した数であるＤ／Ｂであると言える。一方、倍速駆動を行った場合、フレ
ーム周波数をＮ倍にしたとする。
【０１０２】
このとき、Ｎ＞（Ｃ／Ａ）、または、Ｎ＞（Ｄ／Ｂ）であることが望ましい。または、Ｎ
≧（Ｃ／Ａ）、かつ、Ｎ≧（Ｄ／Ｂ）であることが望ましい。ただし、実施の形態の一例
は、これに限定されない。
【０１０３】
倍速駆動のために、フレーム補間処理をする場合、補間するフレームデータの数は、多く
しても、問題なく、データを作成することが出来る。例えば、図２（Ａ）の場合は２倍速
であったが、図２（Ｂ）のように、円の位置を調整することにより、容易に３倍速にする
ことが可能である。つまり、倍速駆動のためのフレーム補間処理は、補間されるフレーム
データの数が多くなっても、画像には大きな問題は生じない。あるいは、補間されるフレ
ームデータの数を多くすることにより、さらに、動画特性を向上させることができ、残像
をさらに低減することが可能となる。
【０１０４】
一方、超解像処理は、撮影時や信号転送時などにおいて、失われてしまった解像度情報を
復元する処理のことである。したがって、あまりに多くの情報が失われてしまった場合は
、それを十分に復元することが困難となる。したがって、（Ｃ／Ａ）、または、（Ｄ／Ｂ
）を大きくしすぎると、画像自体に問題が生じ、画像が乱れてしまう。
【０１０５】
以上のことから、フレーム補間処理と超解像処理とを両方行う場合には、Ｎ＞（Ｃ／Ａ）
、または、Ｎ＞（Ｄ／Ｂ）であることが望ましい。または、Ｎ≧（Ｃ／Ａ）、かつ、Ｎ≧
（Ｄ／Ｂ）であることが望ましい。よって、超解像処理とフレーム補間処理の両方の処理
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を行った場合、この関係を満たすようにすることにより、細かい部分までくっきりと見え
て、かつ、残像感のない高品質な画像を表示させることが出来る。ただし、実施の形態の
一例は、これに限定されない。
【０１０６】
なお、フレーム補間処理を行う場合、画面の中で、動きがあった領域において、フレーム
補間処理のために、データが新たに作成される場合が多い。そして、画面の中で、動きが
ない領域においては、データは新たには作成されない場合が多い。つまり、画面内におい
て、フレーム補間処理によって、新たなデータが作成される領域と、新たなデータが作成
されない領域とが存在する。例えば、図２（Ａ）のような場合、図２（Ｃ）に示すように
、領域３０１および領域３０３では、補間前の１フレーム目のデータと、補間前の２フレ
ーム目のデータとで、変化がない。そのため、補間されたフレームのデータでも、変化は
なく、データは新たには作成されておらず、補間前の１フレーム目のデータ、または、補
間前の２フレーム目のデータを利用して、データが作成されている。一方、領域３０２で
は、補間前の１フレーム目のデータと、補間前の２フレーム目のデータとで、変化がある
ため、円を消す領域と、円を作り出す領域とがあるため、新たにデータを作り出している
こととなる。
【０１０７】
このように、フレーム補間処理を行う場合、画面内において、新たなデータが作成される
領域と、新たなデータが作成されない領域とが存在する場合がある。そして、それらの領
域は、時々刻々と変化する。例えば、データが作成される領域の例としては、テロップな
どで、文字が表示され、その文字が上下または左右などに動いていく領域が挙げられる。
文字や記号などの場合、残像が出て見えにくくなると、どのような文字や記号であるのか
が判断できなくなるため、大きな問題となる。
【０１０８】
このように、フレーム補間処理を行うときに、画面の中の一部の領域においてのみ、新た
にデータを作成するようにすることは、処理速度の向上、低消費電力化、または、処理精
度の向上などの利点がある。
【０１０９】
一方、超解像処理においても、画面の中で、全ての領域で行うのではなく、一部の領域で
のみ行うことも可能である。例えば、画面の一部において、ストリーミング放送を表示す
るような場合、その領域にのみ、解像度が低い画像を拡大して表示している場合がある。
その場合、ストリーミング放送を表示している領域にのみ、超解像処理を行って、画質を
向上させることが出来る。
【０１１０】
このように、画面の中の一部の領域においてのみ、超解像処理を行う場合は、処理速度の
向上、低消費電力化、処理精度の向上、または、画質不良の低減などの利点がある。
【０１１１】
したがって、画面内において、フレーム補間処理のために新たなデータが作成される第１
の領域と、超解像処理が行われる第２の領域が存在する。さらに、フレーム補間処理のた
めに新たなデータが作成されず、かつ、超解像処理が行われない第３の領域が存在するこ
とも可能である。そして、第１の領域と、第２の領域とが、重ならない領域が、画面内に
存在することが可能となる。または、前記第１の領域と前記第２の領域とが、重なる領域
が、画面内に存在することが可能となる。
【０１１２】
フレーム補間処理のために新たなデータが作成されるのは、テロップなどの文字や記号の
情報が表示される場合が多く、超解像処理が行われるのは、あまり動きの少ないような領
域で行われる場合が多い。したがって、画面内において、フレーム補間処理のために新た
なデータが作成される第１の領域と、超解像処理が行われる第２の領域とが、重ならない
領域を有していることが好適である。その理由は次の通りである。つまり、フレーム補間
処理のために新たなデータが作成される第１の領域では、動きがある領域なので、残像が
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見えないようにするために、フレーム補間処理のために新たなデータが作成されるが、そ
のような動きのある領域では、超解像処理をして、解像度を高くしても、目でその解像度
を認識することが困難となる可能性がある。そのため、そのような動きのある領域では、
超解像処理が行われていない場合があると言える。そして、超解像処理が行われる第２の
領域では、細かい部分まできちんと見えることが望ましい領域であり、動きのない、静止
画のような画像を表示している場合に、細かい部分まで明瞭に見えるようになっていると
言える。このような状況が生じる可能性があるので、フレーム補間処理と超解像処理の両
方の処理が行われ、両方の利点を持つ画面を表示できるようになりながら、かつ、フレー
ム補間処理のために新たなデータが作成される第１の領域と、超解像処理が行われる第２
の領域とが、重ならない領域を有していることが可能である。その結果、最適な画像を表
示することが出来る。ただし、実施の形態の一例は、これに限定されない。
【０１１３】
このように、フレーム補間処理を行い、かつ、超解像処理を行うことにより、静止画での
解像度及び動画解像度の高い画像を表示することが可能となる。
【０１１４】
なお、フレーム補間処理を行ってから、超解像処理を行う場合、フレーム補間処理のため
に、フレーム周波数が高くなっている。したがって、超解像処理の処理速度が間に合わな
い場合がある。そこで、超解像処理を行う処理系を複数個設けることが可能である。例え
ば、超解像処理の処理系を２つ設けた場合を図１（Ｂ）に示す。さらに、超解像処理の処
理系を３つ設けた場合を図１（Ｃ）に示す。同様に、任意数の処理系を配置することが可
能である。
【０１１５】
複数の処理系を設けた場合、様々な方法で、処理を各処理系に振り分けることが可能であ
る。例えば、画面の右半分を超解像処理１で行い、画面の左半分を超解像処理２で行うこ
とが可能である。通常、画像は、１行ごとに情報が転送されてくるため、１行分の画像デ
ータを左右に２つに分けることにより、超解像処理１と超解像処理２とに処理を振り分け
ることが可能となる。ただし、実施の形態の一例は、これに限定されない。
【０１１６】
または、あるフレーム（例えば、奇数番目のフレーム、または、フレーム補間処理を行っ
ていないフレーム）は、超解像処理１で処理を行い、別のフレーム（例えば、偶数番目の
フレーム、または、フレーム補間処理を行って、作成したフレーム）は、超解像処理２で
処理を行うことが可能である。これにより、超解像処理の処理速度が、フレーム周波数よ
りも遅くても、交互に処理を行うことにより、正常に処理を終えることが出来る。または
、１つの処理系で行う処理スピードが遅くても良いため、消費電力を低減することが出来
る。
【０１１７】
なお、実施の形態の一例は、超解像処理を、フレーム補間処理が終わってから行うことに
限定されない。例えば、図５（Ａ）に示すように、フレーム補間処理を行いながら、超解
像処理を行うことも可能である。まず、画像データＡが画像ソースより供給される。これ
は、元来の画像データであるため、フレーム補間処理により作成された画像データではな
い。したがって、すぐに、超解像処理を行うことが出来る。次に、画像データＢが画像ソ
ースより供給される。そこで、すでに供給されている画像データＡと画像データＢとを用
いて、フレームデータを補間する。画像データＡと画像データＢとを用いて、フレーム補
間処理を行っているときに、画像データＡを用いて、超解像処理を行うことが出来る。つ
まり、画像データＡは、フレーム補間処理と超解像処理の両方の処理に利用されることと
なる。よって、超解像処理とフレーム補間処理とが、同時に行われているということが出
来る。その後、画像データＡと画像データＢとを用いたフレーム補間処理によって、画像
データＣが生成される。その後、画像データＡと画像データＢとからフレーム補間された
画像データＣは、超解像処理が行われる。このようにフレーム補間処理と超解像処理とを
同時に処理することにより、画像データＡを保存するメモリの数を低減することが出来る
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。１つのメモリに、画像データＡを保存しておけば、超解像処理とフレーム補間処理とで
、各々でデータを読み出すことにより処理を行うことが出来る。ただし、フレームデータ
が作成された画像データは、フレーム補間処理が行われた後で、超解像処理が行われると
いうことが出来る。ただし、実施の形態の一例は、これらに限定されない。
【０１１８】
なお、図１（Ｂ）と同様に、超解像処理に関して、複数の処理系を設けて、超解像処理と
フレーム補間処理とを同時に処理することが可能である。その一例を図５（Ｂ）に示す。
例えば、少なくとも画像データＡについて、超解像処理２を用いて、超解像処理を行う。
同時に、少なくとも画像データＡを用いて、フレーム補間処理を行う。つまり、少なくと
も画像データＡを用いて、同時に、フレーム補間処理と超解像処理とを行う。その後、超
解像処理１を用いて、フレーム補間された画像データについて、超解像処理を行う。この
ように、超解像処理の処理系を複数設けることにより、同時に処理を行うことが出来る。
また、フレーム補間によって作成されたものではないフレームデータは、超解像処理２を
用いることにより、すばやく超解像処理を行うことが出来る。そのため、画像データが入
力されたら、すばやく、表示を行うことが出来る。したがって、ゲームのようなリアルタ
イム処理が必要とされる画像を表示する場合に、好適である。ただし、実施の形態の一例
は、これに限定されない。
【０１１９】
なお、複数の処理を複数同時に行う場合、各々の処理期間の一部においてのみ、同時に処
理が行われていることも可能である。つまり、複数の処理を複数同時に行う場合であって
も、同時に複数の処理を行っていない期間を有することは可能である。または、各々の処
理期間の全部の期間において、同時に複数の処理が行われることも可能である。
【０１２０】
または、図５（Ｃ）に示すようにしてもよい。例えば、少なくとも画像データＡについて
、超解像処理１または超解像処理２を用いて、超解像処理を行う。同時に、少なくとも画
像データＡを用いて、フレーム補間処理を行う。つまり、少なくとも画像データＡを用い
て、同時に、フレーム補間処理と超解像処理とを行う。その後、超解像処理２または超解
像処理１を用いて、フレーム補間された画像データについて、超解像処理を行う。このよ
うに、超解像処理の処理系を複数設けることにより、同時に処理を行うことが出来る。ま
た、フレーム補間によって作成されたものではないフレームデータは、超解像処理１また
は超解像処理２を用いることにより、すばやく超解像処理を行うことが出来る。そのため
、画像データが入力されたら、すばやく、表示を行うことが出来る。したがって、ゲーム
のようなリアルタイム処理が必要とされる画像を表示する場合に、好適である。ただし、
実施の形態の一例は、これに限定されない。
【０１２１】
なお、一例として、図１、図３、図４、図５において、処理フローについて示したが、そ
れを実現する場合の構成（ブロック図）の一例を図６（Ａ）に示す。回路１０１の入力端
子に、例えば、画像ソースが入力される。そして、回路１０１の出力端子は、回路１０２
の入力端子に接続されている。回路１０１は、一例としては、フレーム補間処理を行う機
能を有している。回路１０２は、一例としては、超解像処理を行う機能を有している。回
路１０１又は回路１０２は、情報を記憶するための記憶回路（メモリ）を有していること
が可能である。または、回路１０１又は回路１０２は、計算するためのユニットを有して
いることが可能である。
【０１２２】
または、処理フローを実現する場合の構成（ブロック図）の別の例を図６（Ｂ）に示す。
図６（Ｂ）は、図１（Ｂ）に対応している。回路１０１の入力端子に、例えば、画像ソー
スが入力される。そして、回路１０１の出力端子は、スイッチ１０３ａを介して、回路１
０２ａの入力端子に接続されている。さらに、回路１０１の出力端子は、スイッチ１０３
ｂを介して、回路１０２ｂの入力端子に接続されている。回路１０２ａの出力端子は、ス
イッチ１０４ａを介して、出力端子に接続されている。さらに、回路１０２ｂの出力端子
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は、スイッチ１０４ｂを介して、出力端子に接続されている。なお、図６（Ｃ）に示すよ
うに、スイッチ１０３ｂは、回路１０２ｂの入力端子と回路１０１の入力端子との間に接
続されることも可能である。なお、図６（Ｃ）は、図５（Ｂ）に対応している。回路１０
１は、フレーム補間処理を行う機能を有している。回路１０２ａおよび回路１０２ｂは、
超解像処理を行う機能を有している。回路１０１又は回路１０２は、情報を記憶するため
の記憶回路（メモリ）を有していることが可能である。または、回路１０１又は回路１０
２は、計算するためのユニットを有していることが可能である。スイッチ１０３ａ、スイ
ッチ１０３ｂ、スイッチ１０４ａ、及び／または、スイッチ１０４ｂを各々制御すること
により、同時に処理を行うことが出来る。
【０１２３】
なお、回路１０１、回路１０２、回路１０２ａ、及び／または、回路１０２ｂは、各々が
有する機能をハードウェアを用いて実現することも可能であるし、ソフトウェアを用いて
実現することも可能であるし、ハードウェアとソフトウェアを両方用いて実現することも
可能である。ハードウェアを用いて実現することにより、処理速度を速くすることが可能
となる。または、消費電力を低減することが可能である。ソフトウェアを用いて実現する
ことにより、処理内容を変更して、様々な処理を適宜行うことが可能となる。
【０１２４】
または、複数のＣＰＵコアを有するマルチコアのＣＰＵを用いて、各々のＣＰＵコアに処
理を分散させることにより、複数の超解像処理やフレーム補間処理を行うことも可能であ
る。このように、マルチコアのＣＰＵを用いることにより、少ない部品数で、高速に処理
を行うことが出来る。なお、このようなマルチコアのＣＰＵは、ＳＯＩを有する半導体装
置（またはトランジスタ）を有して構成されることが出来る。ＳＯＩを用いることにより
、低消費電力で動作させることができ、動作中の発熱も低く抑えることが出来る。
【０１２５】
なお、処理数が増えた場合も、回路１０１、回路１０２、回路１０２ａ、または、回路１
０２ｂのような回路を増やすことによって、図６と同様に回路を構成することが出来る。
なお、回路１０１、回路１０２、回路１０２ａ、または、回路１０２ｂが行う処理は、超
解像処理またはフレーム補間処理に限定されない。他の様々な処理を行うことが可能であ
る。
【０１２６】
なお、これまで述べた内容、及び／又は、これ以下に述べる内容において、超解像処理の
代わりに、単なる拡大処理などを行うことも可能である。
【０１２７】
　（実施の形態２）
次に、超解像処理技術の例について述べる。超解像処理を行うことにより、解像度の高い
画像を表示することが可能となる。
【０１２８】
まず、動きを有する領域を検出し、その領域の速度情報を抽出する。つまり、任意の時点
における画像に対して、その前後２つの画像から各画素のフローを表すベクトルであるオ
プティカルフローを求める。そして、抽出した速度情報から当該領域の１画像あたりの位
置ずれ量を１画素の大きさ未満の精度で検出する。つまり、求めたオプティカルフローか
ら画像間の位置ずれ量を求める。そして、検出した位置ずれ量に基づき画像列中の複数枚
の画像から画素間の輝度値を内挿する。このような処理を行うことにより、物理的な解像
度を超える高解像度の画像を生成することが出来る。このように、超解像処理技術とは、
高解像度の画像復元のための情報を、低解像度画像の中から動きベクトル情報などを基に
、抽出、復元するための技術であるということが出来る。
【０１２９】
同様な超解像処理技術の方法として、例えば、まず、映像の中から相関性の高い連続する
フレームを選びだす。そして、ピクセル単位に近い細かさで映像の動きベクトルを検出す
る。そして、ピクセル単位の動きを追跡し、各フレーム間のその追跡ピクセルの変化情報
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から、欠落している高解像度ピクセルを推測していく。そのとき、カメラが微妙に揺れて
いるため、同じ部分を撮影しているにもかかわらず、撮影された低解像度の部分の潰れ方
がフレーム間で異なる。そこで、この情報を用いて、欠落しているピクセルを補い、高解
像度化することが可能となる。つまり、この処理方法は、時間方向に探索を深くかけるタ
イプの超解像処理技術であると言うことが出来る。この超解像処理の場合、動きベクトル
を精密に把握できるため、撮影時にカメラ解像度の関係で取得できなかったフレーム間の
欠損画素をも復元することも可能となる。
【０１３０】
または、別の超解像処理として、複数のフレームに対して相似性を調査する。そして、相
似性のあるフレーム同士で位置合わせを行い、各画素の時間的変化を把握する。そして、
失われた高解像ピクセルを予測生成する、という方法を用いることが出来る。
【０１３１】
または、別の超解像処理として、まず、連続する複数の画像情報を解析する。そして、被
写体の共通箇所を補正して高周波成分を復元していく。これにより、解像度の高い画像を
得ることが出来る。
【０１３２】
または、別の超解像処理として、再構成型超解像処理方法を用いることが可能である。再
構成型超解像処理方法では、まず、元の低解像度の画像から、高解像度画像（初期高解像
度画像）を仮定する。そして、仮定した高解像度画像から、カメラモデルによって得られ
る点広がり関数（ＰＳＦ関数）に基づき、全ての低解像度画像の画素毎に、その画素値を
推定する。つまり、独自の関数（撮像モデル関数）によりダウンコンバートして元の低解
像度の画像と同じ低解像度画像を作り出す。そして、その推定値と、観測された画素値（
観測値）との差を取る。そして、ダウンコンバート前の画像に対し、その差が小さくなる
ような高解像度画像を探索する。なお、この探索処理を収束するまで繰り返して、精度を
向上させることも可能であるし、探索を１回のみにすることも可能である。これにより、
高解像度の画像を求めることが出来る。
【０１３３】
なお、撮像モデル関数としては、例えば、一次元線形フィルタを、縦横、二次元的にかけ
た撮像素子モデルを用いることが可能である。
【０１３４】
この再構成型超解像処理方法の場合は、初期高解像度画像を必要とする繰り返し計算によ
り、高解像度画像を再構成するようにしている。そして、その時の計算方法として、ＭＬ
（Ｍａｘｉｍｕｍ－ｌｉｋｅｌｉｈｏｏｄ）法、ＭＡＰ（Ｍａｘｉｍｕｍ　Ａ　Ｐｏｓｔ
ｅｒｉｏｒ）法、または、ＰＯＣＳ（Ｐｒｏｊｅｃｔｉｏｎ　Ｏｎ　ｔｏ　Ｃｏｎｖｅｘ
　Ｓｅｔｓ）法などを用いることが可能である。
【０１３５】
ＭＬ法では、仮定されている高解像度画像からの推定画素値と実際に観測された画素値の
二乗誤差を評価関数とする。そして、その評価関数を最小化するような高解像度画像を推
定画像とする方法である。
【０１３６】
ＭＡＰ法は、二乗誤差に高解像度画像の確率情報を付加した評価関数を最小化するような
高解像度画像を推定する方法である。つまり、ＭＡＰ法は、高解像度画像に対するある先
見情報を利用して、事後確率を最大化する最適化問題として高解像度画像を推定する超解
像処理方法である。
【０１３７】
ＰＯＣＳ法は、高解像度画像と低解像度画像の画素値に関して連立方程式を作成し、その
方程式を逐次的に解く方法である。
【０１３８】
なお、画像の複数のフレームを合成して１フレームとする。そして、それにより、画素数
を増やして画像を高解像度化する。そのとき、折り返し成分をキャンセルするようにして
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、高解像処理を行うことも可能である。
【０１３９】
または、超解像処理の手法として、反復法、周波数領域法、統計法などを用いることが可
能である。反復法の場合、主として３つの段階からなっている。第１に初期推量を行い、
第２にイメージング・プロセスがあり、第３に再構成プロセスからなっている。
【０１４０】
なお、超解像処理は、画面全体に対して、処理を行うことが可能である。ただし、実施の
形態の一例は、これらに限定されない。画像の内容に応じて、超解像処理を行うことが可
能である。例えば、画像において、エッジ部や平坦部では、超解像処理を行わず、テクス
チャ部では、超解像処理を行うことが可能である。その場合、画像に対して、リアルタイ
ムスペクトラム解析を行う。そして、高周波を有する領域にのみ、超解像処理を行うこと
も可能である。このように、画像に応じて、超解像処理の有無を制御することにより、画
像が逆に悪化してしまうことを低減することが可能となる。
【０１４１】
なお、平坦部とは、特定の周波数領域や、まとまった輝度領域の度数が高く分布している
部分のことである。従って、比較的、色分布がなだらかな空、ぼけた背景などがこれに相
当する。よって、画像中ではおもに、グラデーション表現が主体となる領域であるという
ことが出来る。
【０１４２】
なお、テクスチャ部とは、画像の周波数の高い部分のことである。この領域では、周波数
が高いため、より詳細な部分が存在する可能性が高い。したがって、テクスチャ部におい
て超解像処理を行うことにより、解像度を上げることの効果が、非常に大きいと言うこと
が出来る。
【０１４３】
なお、超解像処理を行う場合、画像の様々な領域において、それぞれ解像度を認識して、
領域ごとに、異なった強度の超解像処理を行うことも可能である。
【０１４４】
なお、元の画像の解像度が十分に高い場合には、超解像処理を行わないようにすることが
可能である。元の画像の解像度が高いかどうかを判断して、その結果に応じて、超解像処
理を行うかどうかを制御することも可能である。
【０１４５】
このように、様々な超解像処理技術があるが、本明細書における超解像処理技術は、これ
らに限定されない。
【０１４６】
　（実施の形態３）
超解像処理またはフレーム補間処理の後に、様々な処理を行って、表示させることが出来
る。したがって、他の実施の形態で述べた内容を、本実施の形態に適用、組み合わせ、又
は置き換えなどを行うことが出来る。
【０１４７】
図７（Ａ）では、フレーム補間処理を行った画像信号を用いて、超解像処理を行い、解像
度を上げた後で、輪郭強調処理を行う場合の処理フローを示す。輪郭強調処理が行われた
後は、さらに様々な処理が行われ、その後、画像が表示されることが可能である。したが
って、図７（Ａ）の処理フローは、図１（Ａ）に対して、さらに、輪郭強調処理を行った
場合に相当する。
【０１４８】
このように、輪郭強調処理を行う前に、超解像処理を行うことによって、正確に解像度を
向上させることが出来る。超解像処理を行う前の画像は、輪郭強調処理が行われていない
ため、余計な処理が行われていない。仮に、超解像処理を行う前に、輪郭強調処理が行わ
れているとすると、輪郭強調処理によって、画像に処理が施されていることになる。その
ような処理が行われた画像を用いると、超解像処理が正確に行えない可能性がある。超解
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像処理は、解像度の高い画像を、新たに作り出す処理であるため、正確に解像度の高い画
像を作り出すためには、輪郭強調処理が行われていない画像、つまり、元々の画像に近い
状態のものを用いて、超解像処理を行うことが望ましい。そのため、輪郭強調処理を行う
前に、超解像処理を行うことによって、正確に超解像処理を行うことが出来る。そして、
超解像処理によって作り出された、より正確で、解像度の高い画像を用いて、輪郭強調処
理を行うことが出来るため、画像の中の物の輪郭を、より正確に取得することが出来るの
で、よりくっきりとした画像を得ることが出来る。したがって、よい画質の画像を得るた
めには、輪郭強調処理を行う前に、超解像処理を行うことが重要となる。ただし、実施の
形態の一例は、これに限定されない。
【０１４９】
同様に、輪郭強調処理を行う前に、フレーム補間処理を行うことによって、正確にフレー
ム補間データを作成することが出来る。そして、より正確で、解像度の高い画像を用いて
、輪郭強調処理を行うことが出来るため、画像の中の物の輪郭を、より正確に取得するこ
とが出来るので、よりくっきりとした画像を得ることが出来る。
【０１５０】
なお、輪郭強調処理については、実施の形態の一例は、上記例に限定されず、他の画像処
理が行われることが可能である。他の画像処理として、例えば、スムージング、ゆがみ補
正、エラー処理、傷補正、色補正、ガンマ補正、逆ガンマ補正などを、輪郭強調処理の代
わりに、または、輪郭強調処理に追加して、行うことが可能である。例えば、色補正を行
うことにより、ＮＴＳＣ比で１００％以下の画像を、１００％以上の画像に変換すること
が出来る。これにより、色純度が高い画像を表示することが出来る。
【０１５１】
なお、輪郭強調処理などの画像処理を複数行う場合、連続して処理することが可能である
。ただし、実施の形態の一例は、これに限定されない。複数の処理を、別々に、行うこと
が可能である。例えば、ある画像処理は、ある処理Ａの前に行い、別の画像処理は、ある
処理Ｂの後で行う、ということも可能である。
【０１５２】
なお、実施の形態１の場合に述べた内容または図面は、輪郭強調処理等の他の処理を行う
場合にも、同様に適用させることが可能である。同様に、ある処理を行う場合に述べた内
容または図面は、別の処理を行う場合にも、同様に適用させることが可能である。
【０１５３】
一例として、超解像処理について、複数の処理系を持つ場合の処理フローを図７（Ｂ）に
示す。図７（Ｂ）の処理フローは、図１（Ｂ）に対して、輪郭強調処理を行った場合に相
当する。なお、他の処理フローの場合にも、同様に適用させることが出来る。
【０１５４】
なお、処理フローでの各段階の前後において、他の様々な処理が行われることは可能であ
る。他の様々な処理の例としては、ＩＰ変換処理、拡大処理などがあり、さらに、他の処
理も可能である。
【０１５５】
次に、超解像処理の後で行う処理として、輪郭強調処理の場合と同様に、オーバードライ
ブ処理の場合について、処理フローを図７（Ｃ）に示す。したがって、輪郭強調処理の場
合に述べた内容または図面は、オーバードライブ処理等の他の処理を行う場合にも、同様
に適用させることが可能である。同様に、ある処理を行う場合に述べた内容または図面は
、別の処理を行う場合にも、同様に適用させることが可能である。
【０１５６】
オーバードライブ処理とは、液晶素子の応答速度を高くするための処理である。通常、画
面内の各画素には、各画素で表示したい階調に合致した信号が供給される。しかし、液晶
素子の場合、応答速度が遅いため、階調に合致した信号を供給しても、１フレーム期間中
に、階調に合致した表示を行うことが出来ず、数フレーム期間経過して、ようやく、階調
に合致した表示を行うようになる。そこで、液晶素子に電圧を供給するときに、本来の階
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調に合致した電圧を供給するのではなく、振幅値が大きくなった電圧を液晶素子に供給す
る。その結果、液晶素子の透過率が急激に変化する。その後、本来の階調に合致した電圧
を供給する。以上の動作により、液晶素子の応答速度を高めることが出来る。このように
、本来の階調に合致した電圧よりも振幅値の大きな電圧を、本来の階調に合致した電圧を
供給する前に、一時的に液晶素子に供給することを、オーバードライブ駆動と呼ぶ。そし
て、本来の階調に合致した電圧よりも振幅値の大きな電圧として、どのくらいの電圧を供
給するかを決定する処理のことを、オーバードライブ処理と呼ぶ。
【０１５７】
このように、超解像処理を行った後で、オーバードライブ処理を行うことによって、応答
速度を速くすることができ、オーバードライブ量を適切な大きさにすることができ、残像
の少ない表示を行うことが出来る。または、超解像処理は、新たな画像を作り出す処理で
あるため、その処理によって、画像が変化する。それにともない、各画素の階調が変化す
る。したがって、超解像処理を行った後で、オーバードライブ処理を行うことによって、
超解像処理によって生じた変化量に応じて、オーバードライブ処理も変化させることが可
能となる。そのため、超解像処理を行った後で、オーバードライブ処理を行うことによっ
て、オーバードライブ量を適切な大きさにすることができるので、各画素を最適な階調に
することができる。よって、応答速度を速くすることができ、正確にオーバードライブ駆
動を行うことができる。さらに、超解像処理により、解像度の高い表示を、残像なく、得
ることが出来る。したがって、よい画質の画像を得るためには、オーバードライブ処理を
行う前に、超解像処理を行うことが重要となる。ただし、実施の形態の一例は、これに限
定されない。
【０１５８】
なお、ここで、オーバードライブ量とは、オーバードライブ処理によって、液晶素子など
に供給される電圧の振幅値が増加するが、その時の増加分の電圧量のことである。
【０１５９】
同様に、フレーム補間処理を行った後で、オーバードライブ処理を行うことによって、応
答速度を速くすることができ、オーバードライブ量を適切な大きさにすることができ、残
像の少ない表示を行うことが出来る。または、フレーム補間処理は、新たなフレームデー
タを作り出す処理であるため、その処理によって、変化した画像を作りだすこととなる。
それにともない、各画素の階調が変化する。したがって、フレーム補間処理を行った後で
、オーバードライブ処理を行うことによって、フレーム補間処理によって生じた変化量に
応じて、オーバードライブ処理も変化させることが可能となる。そのため、フレーム補間
処理を行った後で、オーバードライブ処理を行うことによって、オーバードライブ量を適
切な大きさにすることができるので、各画素を最適な階調にすることができる。よって、
応答速度を速くすることができ、正確にオーバードライブ駆動を行うことができる。さら
に、フレーム補間処理により、残像の少ない表示を得ることが出来る。したがって、よい
画質の画像を得るためには、オーバードライブ処理を行う前に、フレーム補間処理を行う
ことが重要となる。ただし、実施の形態の一例は、これに限定されない。
【０１６０】
なお、画面の中で、動きがあった領域において、オーバードライブ処理が行われることが
多い。そして、画面の中で、動きが無いような領域では、残像が生じないため、オーバー
ドライブ処理が行われることは少ない。つまり、画面内において、オーバードライブ処理
が行われる領域と、オーバードライブ処理が行われない領域とが存在する。そして、それ
らの領域は、時々刻々と変化する。このように、画面の中の一部の領域においてのみ、オ
ーバードライブ処理を行う場合は、処理速度の向上、低消費電力化、または、処理精度の
向上などの利点がある。
【０１６１】
一方、超解像処理においても、画面の中で、全ての領域で行うのではなく、一部の領域で
のみ行うことも可能である。このように、画面の中の一部の領域においてのみ、超解像処
理を行う場合は、処理速度の向上、低消費電力化、処理精度の向上、または、画質不良の
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低減などの利点がある。
【０１６２】
画面の一部の領域で処理が行われる場合、画面内において、オーバードライブ処理が行わ
れる第１の領域と、超解像処理が行われる第２の領域が存在する。さらに、両方の処理が
行われない第３の領域が存在することも可能である。そして、第１の領域と、第２の領域
とが、重ならない領域が、画面内に存在することが可能となる。または、前記第１の領域
と前記第２の領域とが、重なる領域が、画面内に存在することが可能となる。
【０１６３】
　そこで、オーバードライブ処理が行われる第１の領域と、超解像処理が行われる第２の
領域とが重ならない領域について考える。そのような状況においては、オーバードライブ
処理が行われる第１の領域では、動きがある領域なので、残像が見えないようにするため
に、オーバードライブ処理が行われる。しかし、そのような動きのある領域では、仮に、
超解像処理をして、解像度を高くしても、目でその解像度を認識することが困難となる可
能性がある。そのため、そのような動きのある領域では、超解像処理が行われていない場
合があり、その結果、そのような場合には、オーバードライブ処理が行われる第１の領域
と、超解像処理が行われる第２の領域とが重ならない領域を有している場合があると言う
ことができる。そして、そのような場合、超解像処理が行われる第２の領域では、細かい
部分まできちんと見えることが望ましい領域であり、動きのない、静止画のような画像を
表示している場合に、細かい部分まで明瞭に見ることが可能になっており、その結果、オ
ーバードライブ処理が行われる第１の領域と、超解像処理が行われる第２の領域とが重な
らない領域を有している場合があると言える。
【０１６４】
オーバードライブ処理が行われる第１の領域と、超解像処理が行われる第２の領域とが重
なる領域では、応答速度が早く、残像の少ない画像で、かつ、細かい部分までくっきりと
見ることができるため、臨場感のある画像を表示させることが出来る。
【０１６５】
これまで、超解像処理の後で、輪郭強調処理、または、オーバードライブ処理を行う場合
について述べてきたが、超解像処理の後に行う処理は、これらに限定されない。輪郭強調
処理、または、オーバードライブ処理を行う場合と同様に、超解像処理の後に、ローカル
ディミング（バックライトの局所輝度制御）処理を行うことも可能である。その場合の処
理フローを図７（Ｄ）に示す。したがって、輪郭強調処理、または、オーバードライブ処
理を行う場合に述べた内容または図面は、ローカルディミング（バックライトの局所輝度
制御）処理を行う場合にも、同様に適用させることが可能である。同様に、ローカルディ
ミング（バックライトの局所輝度制御）処理を行う場合に述べた内容または図面は、別の
処理を行う場合にも、同様に適用させることが可能である。
【０１６６】
ここで、ローカルディミング（バックライトの局所輝度制御）とは、画面内の各領域にお
いて、バックライトの輝度を変化させて、表示を行う技術のことである。したがって、画
像に応じて、一つの画面内で、領域毎に、バックライトの輝度が異なることになる。例え
ば、画面内で、低い階調を表示する領域がある場合、その領域のバックライトの輝度を小
さくする。さらに、画面内で、高い階調を表示する領域がある場合、その領域のバックラ
イトの輝度を大きくする。そして、それらのバックライト輝度を前提として、各画素の透
過率を決めて、正しい画像を表示出来るようにする。これにより、画面内で、低い階調を
表示する領域では、バックライト自体の輝度も低いため、光漏れの影響を低減することが
出来る。そのため、そのような領域において、黒を表示したい場合は、完全な黒として表
示することが可能となる。また、画面内で、高い階調を表示する領域では、バックライト
自体の輝度も高いため、十分に明るい表示を行うことが出来る。そのため、そのような領
域において、白を表示したい場合は、輝度を通常の白の場合よりも高くし、ピーク輝度を
高くして、表示することが可能となる。そのため、コントラストを向上させることが出来
、メリハリのある画像を表示することが出来る。さらに、ローカルディミングによって、
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バックライト自体の輝度も低くできるため、消費電力を低減させることが可能となる。よ
って、ローカルディミングを行うためには、表示したい画像に応じて、各領域のバックラ
イトの輝度を決定するための処理と、そのバックライト輝度を前提として、表示したい画
像を正しく表示できるように、各画素の透過率を決定するための処理とがある。それらの
処理のこと、または、それらの処理の一部のことを、ローカルディミング処理と呼ぶ。し
たがって、ローカルディミング処理では、各領域のバックライトの輝度を決定する処理を
行ったのち、各画素に供給するビデオ信号を決定する処理を行うことが可能である。ただ
し、実施の形態の一例は、これに限定されない。そこで、一例として、各領域のバックラ
イトの輝度を決定する処理と、各画素に供給するビデオ信号を決定する処理とを分けて記
載した場合の処理フローとして、図７（Ｅ）のように表すことも出来る。
【０１６７】
このように、超解像処理を行った後で、ローカルディミング処理を行うことは好適である
。超解像処理を行うと、情報の復元によって、新たな情報が追加されたような状態となる
。そのため、各画素の階調数は、超解像処理の前後で、異なる場合がある。または、超解
像処理の前後で、画素の階調数が変化する領域が、画面内に存在することとなる。したが
って、超解像処理によって、画像情報が復元された状態になった後で、ローカルディミン
グ処理を行うことにより、正確に、ローカルディミング処理を行うことが出来るため、コ
ントラストを向上させることが出来、正確な画像を表示することが出来る。したがって、
よい画質の画像を得るためには、ローカルディミング処理を行う前に、超解像処理を行う
ことが重要となる。または、ローカルディミング処理において、バックライトの輝度を決
定する処理を行う前に、超解像処理を行うことが重要となる。または、ローカルディミン
グ処理において、画素に供給するビデオ信号を決定する処理を行う前に、超解像処理を行
うことが重要となる。ただし、実施の形態の一例は、これらに限定されない。
【０１６８】
さらに、ローカルディミング処理を行っている場合、バックライトの輝度が低くなってい
るため、画素の透過率が多少変化しても、実際の表示の階調は、あまり変化しない。逆に
言えば、バックライトの輝度が低くなっている状態では、画素の透過率を変化させること
により、より細かな階調も表現することが可能となる。つまり、表示できる階調数が大き
くなったようにすることが出来る。したがって、ローカルディミング処理と超解像処理と
を両方行うことにより、高解像度の画像を、細かい部分も見分けられる高い表現力で表示
することが可能となる。特に、画面内の暗い階調の領域で、適切に階調を表現することが
でき、階調が潰れてしまうような表示をすることを避けることが出来る。
【０１６９】
なお、画面の中で、階調数が小さい表示が多い領域において、ローカルディミング処理が
行われることが多い。そして、画面の中で、階調数が大きい表示が多い領域では、つまり
、輝度の高い、明るい表示が多い領域では、バックライトの輝度を下げにくいため、ロー
カルディミング処理が行われることは少ない。つまり、画面内において、ローカルディミ
ング処理が行われる領域と、ローカルディミング処理が行われない領域とが存在する。そ
して、それらの領域は、時々刻々と変化する。このように、画面の中の一部の領域におい
てのみ、ローカルディミング処理を行う場合は、処理速度の向上、低消費電力化、または
、処理精度の向上などの利点がある。
【０１７０】
一方、超解像処理においても、画面の中で、全ての領域で行うのではなく、一部の領域で
のみ行うことも可能である。このように、画面の中の一部の領域においてのみ、超解像処
理を行う場合は、処理速度の向上、低消費電力化、処理精度の向上、または、画質不良の
低減などの利点がある。
【０１７１】
画面の一部の領域で処理が行われる場合、画面内において、ローカルディミング処理が行
われて、バックライトの輝度が低減される第１の領域と、超解像処理が行われる第２の領
域とが存在する。さらに、ローカルディミング処理および超解像処理の両方の処理が行わ
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れない第３の領域が存在することも可能である。そして、ローカルディミング処理が行わ
れて、バックライト輝度が低減される第１の領域と、超解像処理が行われる第２の領域と
が、重ならない領域が、画面内に存在することが可能となる。または、前記第１の領域と
前記第２の領域とが、重なる領域が、画面内に存在することが可能となる。
【０１７２】
ローカルディミング処理が行われて、バックライトの輝度が低減される第１の領域と、超
解像処理が行われる第２の領域とが重なる領域では、コントラストが高く、なめらかな階
調表現が可能な画像で、かつ、細かい部分までくっきりと見ることができるため、臨場感
のある画像を表示させることが出来る。
【０１７３】
なお、ローカルディミングが行われる場合、画面内が複数の領域に分割され、各領域に各
々バックライトが配置されている。その領域の長さ（または幅）、または、その領域のピ
ッチと、画面の一部の領域で超解像処理が行われ、解像度が向上した画像の領域を表示す
る表示装置の画素の長さ（または幅）、または、ピッチとを比較すると、バックライトの
領域の長さ（または幅）、または、その領域のピッチのほうが長いことが好適である。な
ぜなら、ローカルディミングを行う場合、各領域のバックライトの輝度だけでなく、画素
の透過率も制御して、画像を表示する。そのため、超解像処理を行った画像を表示する場
合であっても、バックライトの領域の長さ（または幅）、または、その領域のピッチが長
くても、各画素のピッチが短ければ、十分に綺麗に高解像度の表示が行えるからである。
【０１７４】
なお、バックライトの輝度を制御する領域を、画面内で複数に分割して形成することが望
ましいが、実施の形態の一例は、これらに限定されない。画面を複数の領域に分割せず、
画面全体の輝度を制御するようにすることも可能である。
【０１７５】
同様に、フレーム補間処理を行った後で、ローカルディミング処理を行うことは好適であ
る。フレーム補間処理は、新たなフレームデータを作り出す処理であるため、その処理に
よって、変化した画像を作りだすこととなる。それにともない、各画素の階調が変化する
。または、フレーム補間処理の前後で、画素の階調数が変化する領域が、画面内に存在す
ることとなる。したがって、フレーム補間処理によって、新たなフレームデータが作成さ
れた後で、ローカルディミング処理を行うことにより、正確に、ローカルディミング処理
が行うことが出来るため、コントラストを向上させることが出来、正確な画像を表示する
ことが出来る。したがって、よい画質の画像を得るためには、ローカルディミング処理を
行う前に、フレーム補間処理を行うことが重要となる。または、ローカルディミング処理
において、バックライトの輝度を決定する処理を行う前に、フレーム補間処理を行うこと
が重要となる。または、ローカルディミング処理において、画素に供給するビデオ信号を
決定する処理を行う前に、フレーム補間処理を行うことが重要となる。ただし、実施の形
態の一例は、これらに限定されない。
【０１７６】
図７では、超解像処理とフレーム補間処理と、他の処理、例えば、輪郭強調処理、オーバ
ードライブ処理、ローカルディミング（バックライトの局所輝度制御）処理とを行う場合
について示した。ただし、実施の形態の一例は、これらに限定されず、それらの他に、輪
郭強調処理、オーバードライブ処理、ローカルディミング（バックライトの局所輝度制御
）処理などの処理をさらに行うことも可能である。したがって、これまでに述べた内容ま
たは図面は、さらに他の処理を行う場合にも、同様に適用させることが可能である。
【０１７７】
例えば、超解像処理とフレーム補間処理と輪郭強調処理とに加えて、さらに別の処理をし
た場合の処理フローを図８（Ａ）、図８（Ｂ）に示す。つまり、図７（Ａ）、図１（Ａ）
で述べた内容に対して、さらに別の処理を行った場合に相当する。ただし、実施の形態の
一例は、これらに限定されない。
【０１７８】
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図８（Ａ）では、画像ソースから得た画像信号を用いて、フレーム補間処理を行い、フレ
ーム周波数が高くなった後で、超解像処理を行い、解像度を上げた後で、輪郭強調処理を
行い、その後、オーバードライブ処理を行う場合の処理フローを示す。したがって、図８
（Ａ）の処理フローは、図７（Ｃ）に対して、輪郭強調処理を行った場合にも相当する。
図８（Ａ）の処理フローは、図１（Ａ）に対して、輪郭強調処理およびオーバードライブ
処理を行った場合にも相当する。
【０１７９】
なお、オーバードライブ処理が行われた後、さらに様々な処理が行われ、その後、画像が
表示されることが可能である。
【０１８０】
なお、図１（Ｂ）、図１（Ｃ）、図５（Ｂ）、図５（Ｃ）、図７（Ｂ）などと同様、複数
の処理系を有して、超解像処理を行うことは可能である。その場合の一例を図９（Ａ）お
よび図９（Ｂ）に示す。
【０１８１】
図８（Ａ）、図９（Ａ）、または図９（Ｂ）などのように、輪郭強調処理を行う前に、超
解像処理を行うことによって、正確に解像度を向上させることが出来る。超解像処理を行
う前の画像は、輪郭強調処理が行われていないため、余計な処理が行われていない。その
ため、正確に超解像処理を行うことが出来る。
【０１８２】
同様に、輪郭強調処理を行う前に、フレーム補間処理を行うために、正確にフレーム補間
データを作成することが出来る。そして、より正確で、解像度の高い画像を用いて、輪郭
強調処理を行うことが出来るため、画像の中の物の輪郭を、より正確に取得することが出
来るので、よりくっきりとした画像を得ることが出来る。
【０１８３】
または、超解像処理、輪郭強調処理、および、フレーム補間処理を行った後で、オーバー
ドライブ処理を行うことによって、応答速度を速くすることができ、オーバードライブ量
を適切な大きさにすることができ、残像の少ない表示を行うことが出来る。または、フレ
ーム補間処理により、フレーム周波数が高くなるため、それに応じて、オーバードライブ
処理も変化させることが可能となる。または、超解像処理、輪郭強調処理、および、フレ
ーム補間処理によって、画像が変化することにともない、各画素の階調が変化するため、
その変化量に応じて、オーバードライブ処理も変化させることが可能となる。そのため、
超解像処理、輪郭強調処理、および、フレーム補間処理を行った後で、オーバードライブ
処理を行うことによって、オーバードライブ量を適切な大きさにすることができるので、
各画素を最適な階調にすることができる。よって、応答速度を速くすることができ、正確
にオーバードライブ駆動を行うことができる。さらに、超解像処理により、解像度の高い
表示を、残像なく、得ることが出来る。また、輪郭強調処理により、輪郭のくっきりした
画像を表示させることが可能となる。または、フレーム補間処理により、残像を低減し、
正確に動画を表示することが可能となる。したがって、よい画質の画像を得るためには、
オーバードライブ処理を行う前に、超解像処理、輪郭強調処理、および、フレーム補間処
理を行うことが重要となる。ただし、実施の形態の一例は、これに限定されない。
【０１８４】
図８（Ｂ）では、画像ソースから得た画像信号を用いて、フレーム補間処理を行い、フレ
ーム周波数が高くなった後で、超解像処理を行い、解像度を上げた後で、輪郭強調処理を
行い、その後、ローカルディミング処理を行う場合の処理フローを示す。したがって、図
８（Ｂ）の処理フローは、図７（Ｄ）に対して、輪郭強調処理を行った場合にも相当する
。
【０１８５】
なお、ローカルディミング処理が行われた後、さらに様々な処理が行われ、その後、画像
が表示されることが可能である。
【０１８６】
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このように、輪郭強調処理を行う前に、超解像処理を行うことによって、正確に解像度を
向上させることが出来る。超解像処理を行う前の画像は、輪郭強調処理が行われていない
ため、余計な処理が行われていない。そのため、正確に超解像処理を行うことが出来る。
【０１８７】
同様に、輪郭強調処理を行う前に、フレーム補間処理を行うために、正確にフレーム補間
データを作成することが出来る。そして、より正確で、解像度の高い画像を用いて、輪郭
強調処理を行うことが出来るため、輪郭を、より正確に取得することが出来るので、より
くっきりとした画像を得ることが出来る。
【０１８８】
または、超解像処理、輪郭強調処理、および、フレーム補間処理を行った後で、ローカル
ディミング処理を行うことが好適である。超解像処理を行うと、情報の復元によって、新
たな情報が追加されたような状態となる。そのため、各画素の階調数は、超解像処理の前
後では、異なる場合がある。または、超解像処理の前後で、画素の階調数が変化する領域
が、画面内に存在することとなる。同様に、輪郭強調処理によって、画像内の物の輪郭が
強調されたような画像に処理される。そのため、画素の階調数が変化する領域が、画面内
に存在することとなる。同様に、フレーム補間処理によって、新たなフレームが作成され
、新たな画像が作成される。そのため、画素の階調数が変化する領域が、画面内に存在す
ることとなる。したがって、フレーム補間処理によって、新たなフレームが作成され、超
解像処理によって、画像情報が復元された状態になり、輪郭強調処理によって、画像の処
理が行われた後で、ローカルディミング処理を行うことにより、正確に、ローカルディミ
ング処理を行うことが出来るため、コントラストを向上させることが出来、正確な画像を
表示することが出来る。したがって、よい画質の画像を得るためには、ローカルディミン
グ処理を行う前に、超解像処理、輪郭強調処理、および、フレーム補間処理を行うことが
重要となる。または、ローカルディミング処理において、バックライトの輝度を決定する
処理を行う前に、超解像処理、輪郭強調処理、および、フレーム補間処理を行うことが重
要となる。または、ローカルディミング処理において、画素に供給するビデオ信号を決定
する処理を行う前に、超解像処理、輪郭強調処理、および、フレーム補間処理を行うこと
が重要となる。ただし、実施の形態の一例は、これらに限定されない。
【０１８９】
図８（Ｃ）では、画像ソースから得た画像信号を用いて、フレーム補間を行い、超解像処
理を行い、解像度を上げた後で、ローカルディミング処理を行い、その後、オーバードラ
イブ処理を行う場合の処理フローを示す。したがって、図８（Ｃ）の処理フローは、図８
（Ａ）に対して、ローカルディミング処理を行った場合にも相当する。または、図８（Ｃ
）の処理フローは、図８（Ｂ）に対して、オーバードライブ処理を行った場合にも相当す
る。または、図８（Ｃ）の処理フローは、図１（Ａ）に対して、オーバードライブ処理お
よびローカルディミング処理を行った場合にも相当する。または、図８（Ｃ）の処理フロ
ーは、図７（Ｃ）に対して、ローカルディミング処理を行った場合にも相当する。または
、図８（Ｃ）の処理フローは、図７（Ｄ）に対して、ローカルディミング処理を行った場
合にも相当する。
【０１９０】
このように、超解像処理および、フレーム補間処理を行った後で、ローカルディミング処
理を行うことが好適である。超解像処理を行うと、情報の復元によって、新たな情報が追
加されたような状態となる。そのため、各画素の階調数は、超解像処理の前後では、異な
る場合がある。または、超解像処理の前後で、画素の階調数が変化する領域が、画面内に
存在することとなる。同様に、フレーム補間処理によって、新たなフレームが作成され、
新たな画像が作成される。そのため、画素の階調数が変化する領域が、画面内に存在する
こととなる。したがって、フレーム補間処理によって、新たなフレームが作成され、超解
像処理によって、画像情報が復元された状態になった後で、ローカルディミング処理を行
うことにより、正確に、ローカルディミング処理が行うことが出来るため、コントラスト
を向上させることが出来、正確な画像を表示することが出来る。したがって、よい画質の
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画像を得るためには、ローカルディミング処理を行う前に、超解像処理およびフレーム補
間処理を行うことが重要となる。または、ローカルディミング処理において、バックライ
トの輝度を決定する処理を行う前に、超解像処理およびフレーム補間処理を行うことが重
要となる。または、ローカルディミング処理において、画素に供給するビデオ信号を決定
する処理を行う前に、超解像処理およびフレーム補間処理を行うことが重要となる。ただ
し、実施の形態の一例は、これらに限定されない。
【０１９１】
または、フレーム補間処理、超解像処理およびローカルディミング処理を行った後で、オ
ーバードライブ処理を行うことによって、応答速度を速くすることができ、オーバードラ
イブ量を適切な大きさにすることができ、残像の少ない表示を行うことが出来る。または
、フレーム補間処理、超解像処理およびローカルディミング処理によって、画像やバック
ライトの輝度が変化することにともない、各画素の階調が変化するため、その変化量に応
じて、オーバードライブ処理も変化させることが可能となる。そのため、フレーム補間処
理、超解像処理およびローカルディミング処理を行った後で、オーバードライブ処理を行
うことによって、オーバードライブ量を適切な大きさにすることができるので、各画素を
最適な階調にすることができる。よって、応答速度を速くすることができ、正確にオーバ
ードライブ駆動を行うことができる。さらに、超解像処理により、解像度の高い表示を、
残像なく、得ることが出来る。また、ローカルディミング処理により、コントラストの高
い画像を表示させることが可能となる。または、フレーム補間処理により、残像を低減し
、正確に動画を表示することが可能となる。したがって、よい画質の画像を得るためには
、オーバードライブ処理を行う前に、フレーム補間処理、超解像処理およびローカルディ
ミング処理を行うことが重要となる。ただし、実施の形態の一例は、これに限定されない
。
【０１９２】
このように、ローカルディミング処理とオーバードライブ処理とを両方行う場合は、図８
（Ｄ）に示すように、ローカルディミング処理を行ったあとで、オーバードライブ処理を
行うことが好適である。ただし、実施の形態の一例は、これに限定されない。なお、処理
フローでの各段階の前後において、他の様々な処理が行われることは可能である。他の様
々な処理の例としては、超解像処理、輪郭強調処理、フレーム補間処理、オーバードライ
ブ処理、ローカルディミング処理、ＩＰ変換処理、拡大処理などがあり、さらに、他の処
理も可能である。
【０１９３】
したがって、図８（Ｂ）において、オーバードライブ処理を行う場合、または、図８（Ａ
）において、ローカルディミング処理を行う場合は、図８（Ｅ）に示すような処理フロー
であることが好適である。ただし、実施の形態の一例は、これに限定されない。
【０１９４】
　（実施の形態４）
次に、処理フローの一部を変形した場合について述べる。したがって、他の実施の形態で
述べた内容を、本実施の形態に適用、組み合わせ、又は置き換えなどを行うことが出来る
。
【０１９５】
図１０に、図７（Ｅ）、図７（Ｄ）、図８（Ｂ）、図８（Ｃ）、図８（Ｅ）などの一部を
変形した場合の例について示す。まず、超解像処理を行う。そして、同時に、超解像処理
が行われていない画像データを用いて、ローカルディミング処理におけるバックライトの
輝度の制御の処理を行う。そして、超解像処理を行い、解像度が高くなったデータと、解
像度は低いが、決定された各領域のバックライトの輝度のデータとを用いて、ローカルデ
ィミング処理における各画素に供給するビデオ信号を決定する処理を行う。
【０１９６】
超解像処理を行った場合、それほど大きく画像は変化しない場合がある。一方、バックラ
イトの配置のピッチは、画素ピッチと比較すると、はるかに大きい。したがって、超解像
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処理を行う前のデータを用いて、ローカルディミング処理における各領域のバックライト
の輝度を決定する処理を行っても、実用上、問題はない。
【０１９７】
このような処理を行うことにより、超解像処理と、ローカルディミング処理におけるバッ
クライトの輝度の制御の処理とを同時に行えるために、全体の処理時間を短縮することが
可能となる。したがって、ゲームなどのリアルタイム性が要求されるような表示を行う場
合においても、遅延無く表示させることが出来る。
【０１９８】
例えば、複数のＣＰＵコアを有するマルチコアのＣＰＵを用いて、各々のＣＰＵコアに処
理を分散させることにより、超解像処理とローカルディミング処理を同時に行うことも可
能である。このように、マルチコアのＣＰＵを用いることにより、少ない部品数で、高速
に処理を行うことが出来る。なお、このようなマルチコアのＣＰＵは、ＳＯＩを有する半
導体装置（またはトランジスタ）を有して構成されることが出来る。ＳＯＩを用いること
により、低消費電力で動作させることができ、動作中の発熱も低く抑えることが出来る。
【０１９９】
なお、図１０（Ａ）において、輪郭強調処理、オーバードライブ処理、フレーム補間処理
なども追加で行うことが可能である。一例として、輪郭強調処理を行った場合のフロー図
を図１０（Ｂ）に示す。図１０（Ｂ）には、超解像処理を行った後、輪郭強調処理を行う
フロー図を示している。ただし、実施の形態の一例は、これらに限定されない。
【０２００】
または、図１１に、図７（Ｄ）、図８（Ｂ）、図８（Ｃ）、図８（Ｅ）などの一部を変形
した場合の別の例について示す。まず、フレーム補間処理を行う。そして、同時に、フレ
ーム周波数が高くなる前のデータを用いて、ローカルディミング処理におけるバックライ
トの輝度の制御の処理を行う。そして、フレーム補間処理がされ、フレーム周波数が高く
なったデータを用いて、超解像処理を行う。そして、解像度が高くなったデータと、解像
度は低いが、決定された各領域のバックライトの輝度のデータとを用いて、ローカルディ
ミング処理における各画素に供給するビデオ信号を決定する処理を行う。
【０２０１】
なお、ローカルディミング処理におけるバックライトの輝度の制御の処理は、超解像処理
と同時に行うことも可能である。
【０２０２】
例えば、複数のＣＰＵコアを有するマルチコアのＣＰＵを用いて、各々のＣＰＵコアに処
理を分散させることにより、フレーム補間処理と超解像処理とローカルディミング処理を
同時に行うことも可能である。このように、マルチコアのＣＰＵを用いることにより、少
ない部品数で、高速に処理を行うことが出来る。なお、このようなマルチコアのＣＰＵは
、ＳＯＩを有する半導体装置（またはトランジスタ）を有して構成されることが出来る。
ＳＯＩを用いることにより、低消費電力で動作させることができ、動作中の発熱も低く抑
えることが出来る。
【０２０３】
フレーム補間処理を行った場合、それほど大きく画像は変化しない場合がある。一方、バ
ックライトの配置のピッチは、画素ピッチと比較すると、遙かに大きい。したがって、フ
レーム補間処理を行う前のデータを用いて、ローカルディミング処理における各領域のバ
ックライトの輝度を決定する処理を行っても、実用上、問題はない。
【０２０４】
このような処理を行うことにより、フレーム補間処理と、ローカルディミング処理におけ
るバックライトの輝度の制御の処理とを同時に行えるために、全体の処理時間を短縮する
ことが可能となる。したがって、ゲームなどのリアルタイム性が要求されるような表示を
行う場合においても、遅延無く表示させることが出来る。
【０２０５】
なお、図１１（Ａ）において、輪郭強調処理、オーバードライブ処理なども追加で行うこ
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とが可能である。一例として、輪郭強調処理も行った場合の例を、図１１（Ｂ）に示す。
ただし、実施の形態の一例は、これらに限定されない。
【０２０６】
なお、図１１（Ａ）において、複数の処理系を用いて超解像処理を行うことが可能である
。その場合の一例を図１２（Ａ）および図１２（Ｂ）に示す。図１２（Ａ）の処理フロー
は、図１（Ｂ）の処理フローを適用させた場合に相当し、図１２（Ｂ）の処理フローは、
図５（Ｂ）の処理フローを適用させた場合に相当する。このように、実施の形態１で述べ
た内容を適用させることが可能であり、他の内容についても、同様に適用させることが出
来る。
【０２０７】
　（実施の形態５）
本実施の形態では、照明装置の一例について示す。照明装置は、液晶表示装置のバックラ
イト、または、室内灯などとして用いることが可能である。ただし、実施の形態の一例は
、これに限定されない。
【０２０８】
図１３に、点光源を用いた場合のバックライト、または、照明装置について示す。図１３
（Ａ）に示すように、装置１００１には、点光源１００２が複数配置されている。配列状
に点光源１００２を配置することにより、均一な面光源を構成することが可能となる。装
置１００１は、液晶表示装置のバックライト、または、その一部として利用することが可
能である。
【０２０９】
そして、しきい１００３が、横方向に伸びて配置されている。または、しきい１００４が
、縦方向に伸びて配置されている。これらのしきい１００３およびしきい１００４を複数
配置することによって、面光源を複数の領域に分けることが出来る。図１３（Ａ）では、
縦方向が、３個の領域に分けられ、横方向が、９個の領域に分けられている。そのため、
しきいによって、他の領域に光が漏れることを低減できる。そして、各領域の点光源１０
０２の輝度を制御することにより、ローカルディミング（バックライトの局所輝度制御、
ＬＯＣＡＬ　ＤＩＭＭＩＮＧ）を実現することが出来る。特に、しきいを配置することに
より、他の領域に光が漏れることを低減できるため、領域毎の輝度の制御が精密に出来る
ようになる。そのため、各画素の液晶素子の透過率の導出が容易になる。または、光漏れ
が少ないため、コントラストを向上させることが出来る。ただし、実施の形態の一例は、
これに限定されない。
【０２１０】
または、光源の一部を非点灯状態にして、その非点灯状態を画面内で移動するようにする
ことが可能である。つまり、画面内の点光源を部分的にオフにして、オフにした領域をス
キャンしていくことが可能である。例えば、上から下に走査していくことが可能である。
このようなバックライトスキャンを行うことにより、残像を低減し、動画特性を向上させ
ることが出来る。
【０２１１】
なお、しきいとしては、しきい１００３などのように、横方向に伸びて配置されているも
ののみを配置することも可能である。または、しきいとしては、しきい１００４などのよ
うに、縦方向に伸びて配置されているもののみを配置することも可能である。または、し
きい自体を設けないことも可能である。
【０２１２】
なお、しきい１００３またはしきい１００４の表面は、鏡面、または、白色になっている
ことが好適である。ただし、実施の形態の一例は、これに限定されない。鏡面の場合は、
光を反射させることができるため、光を有効に利用することが出来る。そのため、消費電
力を低減することが出来る。白色の場合は、光を拡散させることができる。そのため、領
域の境界が見えにくくなるため、視認性を向上させることが可能となる。
【０２１３】
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なお、しきい１００３またはしきい１００４の透過率は、５０％以下、さらには３０％以
下であることが望ましい。または、しきい１００３またはしきい１００４の透過率は、１
％以上、さらには５％以上であることが望ましい。ただし、実施の形態の一例は、これら
に限定されない。透過率が低いことにより、光漏れを低減させ、領域毎の輝度の制御が精
密に出来るようになる。ただし、光を完全に透過しない場合は、領域の境界が見えてしま
い、視認性が低下する可能性がある。そのため、僅かに光を透過させることにより、領域
の境界が見えにくくなり、視認性を向上させることが可能である。
【０２１４】
なお、しきい１００３またはしきい１００４は、アクリル、プラスチック、ポリカーボネ
ート、ＰＥＴなど、有機物を有して構成されることが可能である。ただし、実施の形態の
一例は、これに限定されない。
【０２１５】
なお、スペーサ１００５を設けることも可能である。ただし、実施の形態の一例は、これ
に限定されず、スペーサ１００５を設けないことも可能である。スペーサ１００５は、点
光源１００２、しきい１００３、または、しきい１００４などの上に配置されるシートが
たわんでしまうことを防止する機能を有している。
【０２１６】
なお、スペーサ１００５を設ける場合、あまり多くの数で設けず、少ない数で設けること
が可能である。したがって、例えば、図１３（Ａ）では、縦方向に３個の領域、横方向に
９個の領域に分けられ、合計２７個の領域を有しているが、スペーサ１００５が設けられ
ている領域と、スペーサ１００５が設けられていない領域とを作ることが可能である。ま
たは、スペーサ１００５の数は、領域の数よりも少なくして設けることが可能である。こ
のように、全ての領域にスペーサ１００５を設けないことにより、製造を容易にすること
、及び／又は、コストを低減することが可能となる。
【０２１７】
なお、スペーサ１００５は、透明、黒色、または、白色であることが好適である。透明、
黒色、または、白色を用いることにより、スペーサ１００５の有無によって、輝度ムラが
出たり、色ズレが生じたりすることを低減することが可能となる。ただし、実施の形態の
一例は、これに限定されない。
【０２１８】
なお、スペーサ１００５は、アクリル、プラスチック、ポリカーボネート、ＰＥＴなど、
有機物を有して構成されることが可能である。ただし、実施の形態の一例は、これに限定
されない。
【０２１９】
なお、点光源１００２は、例えば、３色分の発光ダイオード、または、３色分のレーザー
で構成されている。そして、各々の発光ダイオード、または、レーザーは、赤、青、緑の
色を持っている。そして、例えば、３色の発光ダイオードを用いることにより、白色にす
ることが可能である。したがって、白色にできるようになっていれば、色は、赤、青、緑
に限定されない。例えば、シアン、マゼンタ、イエローなどのＣＭＹＫを点光源として用
いることも可能である。
【０２２０】
このように、色毎に輝度を制御出来る場合は、より精密にローカルディミングを行うこと
が出来るため、消費電力の低減、または、コントラストの向上などを実現することが可能
となる。
【０２２１】
なお、各色の発光ダイオードの数は、同じであることが好適である。ただし、実施の形態
の一例は、これらに限定されない。ある色のみ、発光ダイオードの数を増やすことも可能
である。例えば、緑色の発光ダイオードの数を、赤、または、青の発光ダイオードの数の
倍にすることが可能である。このように、発光ダイオードの数を、色毎に異なるようにす
ることにより、色度の調整が容易に出来るようになる。また、発光ダイオードの寿命が、
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色毎に異なってしまうことを低減することも可能である。
【０２２２】
なお、発光ダイオードは、３色であることに限定されない。例えば、ある色に近い色を持
つ発光ダイオードも用いることにより、色度を広くすることが出来る。例えば、赤、青、
緑の他に、緑色に近い色も追加して、４色で構成することも可能である。
【０２２３】
なお、発光ダイオードは、赤、青、緑の他に、白色の発光ダイオードも用いることが出来
る。白色の発光ダイオードを用いることにより、発光ダイオードの寿命を延ばすことが可
能となる。または、白色の発光ダイオードを用いることにより、温度による色変化を低減
することが可能となる。
【０２２４】
なお、白色の発光ダイオードのみを用い、赤、青、緑などの白以外の発光ダイオードを用
いないことも可能である。白色のみを用いることにより、色が混じり合わないことを防ぐ
ことが出来る。または、白色のみを用いることにより、劣化によって、色ズレが生じるこ
とを低減することが可能となる。
【０２２５】
なお、点光源１００２の横方向のピッチ１００７は、点光源１００２の縦方向のピッチ１
００６よりも、短いことが好適である。ただし、実施の形態の一例は、これらに限定され
ない。
【０２２６】
なお、領域の数は、縦方向の領域の数よりも、横方向の領域の数のほうが多いことが好適
である。例えば、図１３（Ａ）では、縦方向の領域の数は３であり、横方向の領域の数は
９である。
【０２２７】
なお、１つの画面の中の領域の数は、ある色の発光ダイオードの数よりも、少ないことが
好適である。つまり、１つの領域のある一つの色について、複数の点光源を有することが
望ましい。そして、１つの領域において配置されている点光源について、ある一つの色を
有する複数の点光源の輝度は、同時に、同じ輝度になるように制御されることが好適であ
る。つまり、１つの領域において、色毎に、輝度が制御されることが好適である。例えば
、１つの領域において、赤色の発光ダイオードが３つあった場合、３つの発光ダイオード
は、輝度を上げるときは、３つとも輝度をあげ、輝度を下げるときには、３つとも輝度を
下げるようにすることが好適である。ただし、発光ダイオードなどでは、特性がばらつく
ために、完全に同じ輝度になることは難しい。したがって、特性ばらつきを含む程度にお
いて、同じ輝度で発光させることが望ましい。例えば、３０％程度のばらつきを有して、
同じ輝度で発光させることが望ましい。このように、１つの領域に、複数の点光源を配置
することにより、輝度ムラを低減することが可能である。または、点光源の劣化を低減す
ることが可能である。ただし、実施の形態の一例は、これらに限定されない。
【０２２８】
図１３（Ｂ）には、図１３（Ａ）の断面の一部の一例を示す。装置１００１の上には、拡
散板１０１１が配置されている。拡散板１０１１により、輝度ムラを低減している。拡散
板１０１１は、スペーサ１００５によって、画面の中央部でもたわまないように、支えら
れている。
【０２２９】
拡散板１０１１の上には、表示パネル１０１２が配置されている。表示パネルは、例えば
、画素、駆動回路、液晶素子、ガラス基板、薄膜トランジスタ、偏光板、位相差板、カラ
ーフィルタ、及び／又は、プリズムシートを有している。表示パネル１０１２と、バック
ライトとを連携させて動作させることにより、適切な表示を実現することが可能となる。
【０２３０】
なお、拡散板１０１１は、光を透過させつつ、光を拡散させる機能を有している。したが
って、光を拡散させる機能を有しつつ、透過率は高いことが好適である。そのため、拡散
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板１０１１の透過率は、しきい１００３の透過率よりも、高いことが好適である。拡散板
１０１１の透過率が高いことにより、しきい１００３で反射された光が、拡散板１０１１
を透過していくことが可能である。そのため、他の領域に光が漏れることを低減しつつ、
画面には光が出やすくすることが出来る。したがって、領域毎の輝度の制御が精密に出来
るようになり、ローカルディミングを適切に行うことが可能となる。ただし、実施の形態
の一例は、これらに限定されない。
【０２３１】
なお、点光源１００２の高さ１０１３よりも、しきい１００３の高さ１０１４の方が高い
ことが好適である。点光源１００２から出た光が、別の領域に漏れにくくするためには、
しきい１００３の高さ１０１４の方が高いことが望ましい。ただし、実施の形態の一例は
、これらに限定されない。
【０２３２】
なお、しきい１００３と拡散板１０１１との間隔１０１５は、しきい１００３の高さ１０
１４よりも短いことが好適である。間隔１０１５が長い場合、光が漏れすぎてしまう。そ
のため、間隔１０１５は、しきい１００３の高さ１０１４よりも短いことが好適である。
ただし、実施の形態の一例は、これらに限定されない。
【０２３３】
なお、しきい１００３と拡散板１０１１との間隔１０１５は、点光源１００２の高さ１０
１３よりも長いことが好適である。間隔１０１５が小さすぎる場合、領域の境界がくっき
りとしすぎてしまうため、画面にも、境界が見えてしまう可能性がある。したがって、画
面に、領域の境界が視認されないようにするためには、多少の光が漏れる程度の長さが必
要となる。そこで、しきい１００３を点光源１００２の高さ１０１３よりも長くすること
によって、適量の光を漏れさせることが可能となる。ただし、実施の形態の一例は、これ
らに限定されない。
【０２３４】
なお、しきい１００３の高さ１０１４と、しきい１００４の高さとは、概ね等しいことが
好適である。概ね等しいとは、製造誤差やばらつきを含んだ上で、多少の差を有している
場合があることを想定した上で、等しい場合のことである。例としては、１０％程度以内
のばらつきを有していることが可能である。しきいの高さを概ね等しくすることにより、
光の漏れ量が均等になるため、輝度ムラを低減することが可能となる。ただし、実施の形
態の一例は、これらに限定されない。
【０２３５】
なお、図１３では、各領域内に、点光源を配置したが、実施の形態の一例は、これに限定
されない。領域毎に、小さな面光源を配置することも可能である。図１４に、各領域に面
光源を配置した場合の一例を示す。面光源を用いる場合も、点光源を用いた場合と同様に
構成させることが可能となる。したがって、図１３で述べた内容（一部でもよい）、図（
一部でもよい）を、図１４に適用させることが可能である。
【０２３６】
図１４（Ａ）では、各領域に、面光源１１０２が配置されている。面光源１１０２は、様
々な構成を用いて、実現することが可能である。
【０２３７】
なお、図１４（Ａ）では、しきい１００３およびしきい１００４を設けない場合について
示したが、実施の形態の一例は、これに限定されない。しきい１００３などのように、横
方向に伸びて配置されているもののみを配置することも可能である。または、しきい１０
０４などのように、縦方向に伸びて配置されているもののみを配置することも可能である
。または、両方のしきいを設けることも可能である。
【０２３８】
なお、スペーサ１００５を設けることも可能である。ただし、実施の形態の一例は、これ
に限定されず、スペーサ１００５を設けないことも可能である。スペーサ１００５は、面
光源１１０２などの上に配置されるシートがたわんでしまうことを防止する機能を有して
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いる。ただし、面光源の場合、領域内で空洞ができる面積が小さいため、スペーサ１００
５を設けないことが可能となる。
【０２３９】
なお、面光源１１０２の横方向のピッチは、面光源１１０２の縦方向のピッチよりも、短
いことが好適である。ただし、実施の形態の一例は、これらに限定されない。
【０２４０】
なお、面光源１１０２の高さよりも、しきいの高さの方が高いことが好適である。面光源
１１０２から出た光が、別の領域に漏れにくくするためには、しきいの高さの方が高いこ
とが望ましい。ただし、実施の形態の一例は、これらに限定されない。
【０２４１】
さらに、面光源１１０２上に拡散板を設ける場合、しきいと拡散板との間隔は、面光源１
１０２の高さよりも長いことが好適である。間隔が小さすぎる場合、領域の境界がくっき
りとしすぎてしまうため、画面にも、境界が見えてしまう可能性がある。したがって、画
面に、領域の境界が視認されないようにするためには、多少の光が漏れる程度の長さが必
要となる。そこで、面光源１１０２の高さよりもしきいを長くすることによって、適量の
光を漏れさせることが可能となる。ただし、実施の形態の一例は、これらに限定されない
。
【０２４２】
次に、面光源１１０２の一例として、導光板と線光源（または点光源の集まり）を有して
、小さな面光源を構成した場合の断面図を図１４（Ｂ）に示す。図１４（Ｂ）では、３つ
分の面光源の断面図を示す。線光源１１０３から導光板１１０４へ、光が入射する。導光
板１１０４の中では、光は全反射を繰り返し、伝搬されていく。そして、導光板１１０４
の底面１１０５には、加工がされている。そのため、導光板１１０４の表面から光が出て
行き、面光源が実現される。
【０２４３】
底面１１０５の加工については、一例としては、プリズム状に凹凸が形成されている場合
、または、インクが印刷されている場合などがある。これらの密度または形状などを制御
することにより、均一な面光源を実現することが出来る。
【０２４４】
なお、図１４（Ａ）のような面光源を用いた場合において、面光源の上に、拡散板１０１
１を設けることが可能である。これにより、輝度ムラを低減することが可能である。ただ
し、面光源１１０２を用いる場合、点光源の場合とは異なり、すでに、ある程度、領域内
で輝度が均一化されているため、拡散板１０１１を設けないことも可能である。
【０２４５】
面光源１１０２の別の例としては、平面蛍光管（平面陰極管）を用いることが可能である
。
【０２４６】
または、図１４（Ｃ）のように、蛍光管（陰極管）１１０６を領域内で曲げて配置し、平
面蛍光管（平面陰極管）に近い状態にして、面光源を実現することも可能である。その場
合、図１４（Ｄ）の断面図に示すように、蛍光管（陰極管）１１０６の周り、特に、上側
に、拡散板１１０７を配置して、均一な面光源に近づけるようにすることも可能である。
ただし、実施の形態の一例は、これらに限定されない。
【０２４７】
　（実施の形態６）
次に、表示装置の別の構成例およびその駆動方法について説明する。本実施の形態におい
ては、信号書込みに対する輝度の応答が遅い（応答時間が長い）表示素子を用いた表示装
置の場合について述べる。本実施の形態においては、応答時間が長い表示素子として液晶
素子を例として説明するが、本実施の形態における表示素子はこれに限定されず、信号書
込みに対する輝度の応答が遅い様々な表示素子を用いることができる。
【０２４８】
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一般的な液晶表示装置の場合、信号書込みに対する輝度の応答が遅く、液晶素子に信号電
圧を加え続けた場合でも、応答が完了するまで１フレーム期間以上の時間がかかることが
ある。このような表示素子で動画を表示しても、動画を忠実に再現することはできない。
さらに、アクティブマトリクス駆動の場合、一つの液晶素子に対する信号書込みの時間は
、通常、信号書込み周期（１フレーム期間または１サブフレーム期間）を走査線数で割っ
た時間（１走査線選択期間）に過ぎず、液晶素子はこのわずかな時間内に応答しきれない
ことが多い。したがって、液晶素子の応答の大半は、信号書込みが行われない期間で行わ
れることになる。ここで、液晶素子の誘電率は、当該液晶素子の透過率に従って変化する
が、信号書込みが行われない期間において液晶素子が応答するということは、液晶素子の
外部と電荷のやり取りが行われない状態（定電荷状態）で液晶素子の誘電率が変化するこ
とを意味する。つまり、（電荷）＝（容量）・（電圧）の式において、電荷が一定の状態
で容量が変化することになるため、液晶素子に加わる電圧は、液晶素子の応答にしたがっ
て、信号書込み時の電圧から変化してしまうことになる。したがって、信号書込みに対す
る輝度の応答が遅い液晶素子をアクティブマトリクスで駆動する場合、液晶素子に加わる
電圧は、信号書込み時の電圧に原理的に到達し得ない。
【０２４９】
本実施の形態における表示装置は、表示素子を信号書込み周期内に所望の輝度まで応答さ
せるために、信号書込み時の信号レベルを予め補正されたもの（補正信号）とすることで
、上記の問題点を解決することができる。さらに、液晶素子の応答時間は信号レベルが大
きいほど短くなるので、補正信号を書き込むことによって、液晶素子の応答時間を短くす
ることもできる。このような補正信号を加える駆動方法は、オーバードライブとも呼ばれ
る。本実施の形態におけるオーバードライブは、信号書込み周期が、表示装置に入力され
る画像信号の周期（入力画像信号周期Ｔｉｎ）よりも短い場合であっても、信号書込み周
期に合わせて信号レベルが補正されることで、信号書込み周期内に表示素子を所望の輝度
まで応答させることができる。信号書込み周期が、入力画像信号周期Ｔｉｎよりも短い場
合とは、例えば、１つの元画像を複数のサブ画像に分割し、当該複数のサブ画像を１フレ
ーム期間内に順次表示させる場合が挙げられる。
【０２５０】
次に、アクティブマトリクス駆動の表示装置において信号書込み時の信号レベルを補正す
る方法の例について、図１５（Ａ）および（Ｂ）を参照して説明する。図１５（Ａ）は、
横軸を時間、縦軸を信号書込み時の信号レベルとし、ある１つの表示素子における信号書
込み時の信号レベルの輝度の時間変化を模式的に表したグラフである。図１５（Ｂ）は、
横軸を時間、縦軸を表示レベルとし、ある１つの表示素子における表示レベルの時間変化
を模式的に表したグラフである。なお、表示素子が液晶素子の場合は、信号書込み時の信
号レベルは電圧、表示レベルは液晶素子の透過率とすることができる。これ以降は、図１
５（Ａ）の縦軸は電圧、図１５（Ｂ）の縦軸は透過率であるとして説明する。なお、本実
施の形態におけるオーバードライブは、信号レベルが電圧以外（デューティー比、電流等
）である場合も含む。なお、本実施の形態におけるオーバードライブは、表示レベルが透
過率以外（輝度、電流等）である場合も含む。なお、液晶素子には、電圧が０である時に
黒表示となるノーマリーブラック型（例：ＶＡモード、ＩＰＳモード等）と、電圧が０で
ある時に白表示となるノーマリーホワイト型（例：ＴＮモード、ＯＣＢモード等）がある
が、図１５（Ｂ）に示すグラフはどちらにも対応しており、ノーマリーブラック型の場合
はグラフの上方へ行くほど透過率が大きいものとし、ノーマリーホワイト型の場合はグラ
フの下方へ行くほど透過率が大きいものとすればよい。すなわち、本実施の形態における
液晶モードは、ノーマリーブラック型でも良いし、ノーマリーホワイト型でも良い。なお
、時間軸には信号書込みタイミングが点線で示されており、信号書込みが行なわれてから
次の信号書込みが行なわれるまでの期間を、保持期間Ｆｉと呼ぶこととする。本実施形態
においては、ｉは整数であり、それぞれの保持期間を表すインデックスであるとする。図
１５（Ａ）および（Ｂ）においては、ｉは０から２までとして示しているが、ｉはこれ以
外の整数も取り得る（０から２以外については図示しない）。なお、保持期間Ｆｉにおい
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て、画像信号に対応する輝度を実現する透過率をＴｉとし、定常状態において透過率Ｔｉ
を与える電圧をＶｉとする。なお、図１５（Ａ）中の破線５１０１は、オーバードライブ
を行なわない場合の液晶素子にかかる電圧の時間変化を表し、実線５１０２は、本実施の
形態におけるオーバードライブを行う場合の液晶素子にかかる電圧の時間変化を表してい
る。同様に、図１５（Ｂ）中の破線５１０３は、オーバードライブを行わない場合の液晶
素子の透過率の時間変化を表し、実線５１０４は、本実施の形態におけるオーバードライ
ブを行う場合の液晶素子の透過率の時間変化を表している。なお、保持期間Ｆｉの末尾に
おける、所望の透過率Ｔｉと実際の透過率との差を、誤差αｉと表記することとする。
【０２５１】
図１５（Ａ）に示すグラフにおいて、保持期間Ｆ０においては破線５１０１と実線５１０
２ともに所望の電圧Ｖ０が加えられており、図１５（Ｂ）に示すグラフにおいても、破線
５１０３と実線５１０４ともに所望の透過率Ｔ０が得られているものとする。そして、オ
ーバードライブが行われない場合、破線５１０１に示すように、保持期間Ｆ１の初頭にお
いて所望の電圧Ｖ１が液晶素子に加えられるが、既に述べたように信号が書込まれる期間
は保持期間に比べて極めて短く、保持期間のうちの大半の期間は定電荷状態となるため、
保持期間において液晶素子にかかる電圧は透過率の変化とともに変化していき、保持期間
Ｆ１の末尾においては所望の電圧Ｖ１と大きく異なった電圧となってしまう。このとき、
図１５（Ｂ）に示すグラフにおける破線５１０３も、所望の透過率Ｔ１と大きく異なった
ものとなってしまう。そのため、画像信号に忠実な表示を行うことができず、画質が低下
してしまう。一方、本実施の形態におけるオーバードライブが行われる場合、実線５１０
２に示すように、保持期間Ｆ１の初頭において、所望の電圧Ｖ１よりも大きな電圧Ｖ１´
が液晶素子に加えられるようにする。つまり、保持期間Ｆ１において徐々に液晶素子にか
かる電圧が変化することを見越して、保持期間Ｆ１の末尾において液晶素子にかかる電圧
が所望の電圧Ｖ１近傍の電圧となるように、保持期間Ｆ１の初頭において所望の電圧Ｖ１
から補正された電圧Ｖ１´を液晶素子に加えることで、正確に所望の電圧Ｖ１を液晶素子
にかけることが可能となる。このとき、図１５（Ｂ）に示すグラフにおける実線５１０４
に示すように、保持期間Ｆ１の末尾において所望の透過率Ｔ１が得られる。すなわち、保
持期間うちの大半の期間において定電荷状態となるにも関わらず、信号書込み周期内での
液晶素子の応答を実現できる。次に、保持期間Ｆ２においては、所望の電圧Ｖ２がＶ１よ
りも小さい場合を示しているが、この場合も保持期間Ｆ１と同様に、保持期間Ｆ２におい
て徐々に液晶素子にかかる電圧が変化することを見越して、保持期間Ｆ２の末尾において
液晶素子にかかる電圧が所望の電圧Ｖ２近傍の電圧となるように、保持期間Ｆ２の初頭に
おいて所望の電圧Ｖ２から補正された電圧Ｆ２´を液晶素子に加えればよい。こうするこ
とで、図１５（Ｂ）に示すグラフにおける実線５１０４に示すように、保持期間Ｆ２の末
尾において所望の透過率Ｔ２が得られる。なお、保持期間Ｆ１のように、ＶｉがＶｉ－１
と比べて大きくなる場合は、補正された電圧Ｖｉ´は所望の電圧Ｖｉよりも大きくなるよ
うに補正されることが好ましい。さらに、保持期間Ｆ２のように、ＶｉがＶｉ－１と比べ
て小さくなる場合は、補正された電圧Ｖｉ´は所望の電圧Ｖｉよりも小さくなるように補
正されることが好ましい。なお、具体的な補正値については、予め液晶素子の応答特性を
測定することで導出することができる。装置に実装する方法としては、補正式を定式化し
て論理回路に組み込む方法、補正値をルックアップテーブルとしてメモリに保存しておき
、必要に応じて補正値を読み出す方法、等を用いることができる。
【０２５２】
なお、本実施の形態におけるオーバードライブを、実際に装置として実現する場合には、
様々な制約が存在する。例えば、電圧の補正は、ソースドライバの定格電圧の範囲内で行
われなければならない。すなわち、所望の電圧が元々大きな値であって、理想的な補正電
圧がソースドライバの定格電圧を超えてしまう場合は、補正しきれないこととなる。この
ような場合の問題点について、図１５（Ｃ）および（Ｄ）を参照して説明する。図１５（
Ｃ）は、図１５（Ａ）と同じく、横軸を時間、縦軸を電圧とし、ある１つの液晶素子にお
ける電圧の時間変化を実線５１０５として模式的に表したグラフである。図１５（Ｄ）は
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、図１５（Ｂ）と同じく、横軸を時間、縦軸を透過率とし、ある１つの液晶素子における
透過率の時間変化を実線５１０６として模式的に表したグラフである。なお、その他の表
記方法については図１５（Ａ）および（Ｂ）と同様であるため、説明を省略する。図１５
（Ｃ）および（Ｄ）は、保持期間Ｆ１における所望の透過率Ｔ１を実現するための補正電
圧Ｖ１´がソースドライバの定格電圧を超えてしまうため、Ｖ１´＝Ｖ１とせざるを得な
くなり、十分な補正ができない状態を表している。このとき、保持期間Ｆ１の末尾におけ
る透過率は、所望の透過率Ｔ１と誤差α１だけ、ずれた値となってしまう。ただし、誤差
α１が大きくなるのは、所望の電圧が元々大きな値であるときに限られるため、誤差α１
の発生による画質低下自体は許容範囲内である場合も多い。しかしながら、誤差α１が大
きくなることによって、電圧補正のアルゴリズム内の誤差も大きくなってしまう。つまり
、電圧補正のアルゴリズムにおいて、保持期間の末尾に所望の透過率が得られていると仮
定している場合、実際は誤差α１が大きくなっているのにも関わらず、誤差α１が小さい
として電圧の補正を行うため、次の保持期間Ｆ２における補正に誤差が含まれることとな
り、その結果、誤差α２までも大きくなってしまう。さらに、誤差α２が大きくなれば、
その次の誤差α３がさらに大きくなってしまうというように、誤差が連鎖的に大きくなっ
ていき、結果的に画質低下が著しいものとなってしまう。本実施の形態におけるオーバー
ドライブにおいては、このように誤差が連鎖的に大きくなってしまうことを抑制するため
、保持期間Ｆｉにおいて補正電圧Ｖｉ´がソースドライバの定格電圧を超えるとき、保持
期間Ｆｉの末尾における誤差αｉを推定し、当該誤差αｉの大きさを考慮して、保持期間
Ｆｉ＋１における補正電圧を調整できる。こうすることで、誤差αｉが大きくなってしま
っても、それが誤差αｉ＋１に与える影響を最小限にすることができるため、誤差が連鎖
的に大きくなってしまうことを抑制できる。本実施の形態におけるオーバードライブにお
いて、誤差α２を最小限にする例について、図１５（Ｅ）および（Ｆ）を参照して説明す
る。図１５（Ｅ）に示すグラフは、図１５（Ｃ）に示すグラフの補正電圧Ｖ２´をさらに
調整し、補正電圧Ｖ２´´とした場合の電圧の時間変化を、実線５１０７として表してい
る。図１５（Ｆ）に示すグラフは、図１５（Ｅ）に示すグラフによって電圧の補正がなさ
れた場合の透過率の時間変化を表している。図１５（Ｄ）に示すグラフにおける実線５１
０６では、補正電圧Ｖ２´によって過剰補正が発生しているが、図１５（Ｆ）に示すグラ
フにおける実線５１０８では、誤差α１を考慮して調整された補正電圧Ｖ２´´によって
過剰補正を抑制し、誤差α２を最小限にしている。なお、具体的な補正値については、予
め液晶素子の応答特性を測定することで導出することができる。装置に実装する方法とし
ては、補正式を定式化して論理回路に組み込む方法、補正値をルックアップテーブルとし
てメモリに保存しておき、必要に応じて補正値を読み出す方法、等を用いることができる
。そして、これらの方法を、補正電圧Ｖｉ´を計算する部分とは別に追加する、または補
正電圧Ｖｉ´を計算する部分に組み込むことができる。なお、誤差αｉ―１を考慮して調
整された補正電圧Ｖｉ´´の補正量（所望の電圧Ｖｉとの差）は、Ｖｉ´の補正量よりも
小さいものとすることが好ましい。つまり、｜Ｖｉ´´－Ｖｉ｜＜｜Ｖｉ´－Ｖｉ｜とす
ることが好ましい。
【０２５３】
なお、理想的な補正電圧がソースドライバの定格電圧を超えてしまうことによる誤差αｉ
は、信号書込み周期が短いほど大きくなる。なぜならば、信号書込み周期が短いほど液晶
素子の応答時間も短くする必要があり、その結果、より大きな補正電圧が必要となるため
である。さらに、必要とされる補正電圧が大きくなった結果、補正電圧がソースドライバ
の定格電圧を超えてしまう頻度も大きくなるため、大きな誤差αｉが発生する頻度も大き
くなる。したがって、本実施の形態におけるオーバードライブは、信号書込み周期が短い
場合ほど有効であるといえる。具体的には、１つの元画像を複数のサブ画像に分割し、当
該複数のサブ画像を１フレーム期間内に順次表示させる場合、複数の画像から画像に含ま
れる動きを検出して、当該複数の画像の中間状態の画像を生成し、当該複数の画像の間に
挿入して駆動する（いわゆる動き補償倍速駆動）場合、またはこれらを組み合わせる場合
、等の駆動方法が行われる場合に、本実施の形態におけるオーバードライブが用いられる
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ことは、格段の効果を奏することになる。
【０２５４】
なお、ソースドライバの定格電圧は、上述した上限の他に、下限も存在する。例えば、電
圧０よりも小さい電圧が加えられない場合が挙げられる。このとき、上述した上限の場合
と同様に、理想的な補正電圧が加えられないこととなるため、誤差αｉが大きくなってし
まう。しかしながら、この場合でも、上述した方法と同様に、保持期間Ｆｉの末尾におけ
る誤差αｉを推定し、当該誤差αｉの大きさを考慮して、保持期間Ｆｉ＋１における補正
電圧を調整することができる。なお、ソースドライバの定格電圧として電圧０よりも小さ
い電圧（負の電圧）を加えることができる場合は、補正電圧として液晶素子に負の電圧を
加えても良い。こうすることで、定電荷状態による電位の変動を見越して、保持期間Ｆｉ
の末尾において液晶素子にかかる電圧が所望の電圧Ｖｉ近傍の電圧となるように調整でき
る。
【０２５５】
なお、液晶素子の劣化を抑制するため、液晶素子に加える電圧の極性を定期的に反転させ
る、いわゆる反転駆動を、オーバードライブと組み合わせて実施することができる。すな
わち、本実施の形態におけるオーバードライブは、反転駆動と同時に行われる場合も含む
。例えば、信号書込み周期が入力画像信号周期Ｔｉｎの１／２である場合に、極性を反転
させる周期と入力画像信号周期Ｔｉｎとが同程度であると、正極性の信号の書込みと負極
性の信号の書込みが、２回毎に交互に行われることになる。このように、極性を反転させ
る周期を信号書込み周期よりも長くすることで、画素の充放電の頻度を低減できるので、
消費電力を低減できる。ただし、極性を反転させる周期をあまり長くすると、極性の違い
による輝度差がフリッカとして認識される不具合が生じることがあるため、極性を反転さ
せる周期は入力画像信号周期Ｔｉｎと同程度か短いことが好ましい。
【０２５６】
　（実施の形態７）
次に、表示装置の別の構成例およびその駆動方法について説明する。本実施の形態におい
ては、表示装置の外部から入力される画像（入力画像）の動きを補間する画像を、複数の
入力画像を基にして表示装置の内部で生成し、当該生成された画像（生成画像）と、入力
画像とを順次表示させる方法について説明する。なお、生成画像を、入力画像の動きを補
間するような画像とすることで、動画の動きを滑らかにすることができ、さらに、ホール
ド駆動による残像等によって動画の品質が低下する問題を改善できる。ここで、動画の補
間について、以下に説明する。動画の表示は、理想的には、個々の画素の輝度をリアルタ
イムに制御することで実現されるものであるが、画素のリアルタイム個別制御は、制御回
路の数が膨大なものとなる問題、配線スペースの問題、および入力画像のデータ量が膨大
なものとなる問題等が存在し、実現が困難である。したがって、表示装置による動画の表
示は、複数の静止画を一定の周期で順次表示することで、表示が動画に見えるようにして
行われている。この周期（本実施の形態においては入力画像信号周期と呼び、Ｔｉｎと表
す）は規格化されており、例として、ＮＴＳＣ規格では１／６０秒、ＰＡＬ規格では１／
５０秒である。この程度の周期でも、インパルス型表示装置であるＣＲＴにおいては動画
表示に問題は起こらなかった。しかし、ホールド型表示装置においては、これらの規格に
準じた動画をそのまま表示すると、ホールド型であることに起因する残像等により表示が
不鮮明となる不具合（ホールドぼけ：ｈｏｌｄ　ｂｌｕｒ）が発生してしまう。ホールド
ぼけは、人間の目の追従による無意識的な動きの補間と、ホールド型の表示との不一致（
ｄｉｓｃｒｅｐａｎｃｙ）で認識されるものであるので、従来の規格よりも入力画像信号
周期を短くする（画素のリアルタイム個別制御に近づける）ことで低減させることができ
るが、入力画像信号周期を短くすることは規格の変更を伴い、さらに、データ量も増大す
ることになるので、困難である。しかしながら、規格化された入力画像信号を基にして、
入力画像の動きを補間するような画像を表示装置内部で生成し、当該生成画像によって入
力画像を補間して表示することで、規格の変更またはデータ量の増大なしに、ホールドぼ
けを低減できる。このように、入力画像信号を基にして表示装置内部で画像信号を生成し
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、入力画像の動きを補間することを、動画の補間と呼ぶこととする。
【０２５７】
本実施の形態における動画の補間方法によって、動画ぼけを低減させることができる。本
実施の形態における動画の補間方法は、画像生成方法と画像表示方法に分けることができ
る。そして、特定のパターンの動きについては別の画像生成方法および／または画像表示
方法を用いることで、効果的に動画ぼけを低減させることができる。図１６（Ａ）および
（Ｂ）は、本実施の形態における動画の補間方法の一例を説明するための模式図である。
図１６（Ａ）および（Ｂ）において、横軸は時間であり、横方向の位置によって、それぞ
れの画像が扱われるタイミングを表している。「入力」と記された部分は、入力画像信号
が入力されるタイミングを表している。ここでは、時間的に隣接する２つの画像として、
画像５１２１および画像５１２２に着目している。入力画像は、周期Ｔｉｎの間隔で入力
される。なお、周期Ｔｉｎ１つ分の長さを、１フレームもしくは１フレーム期間と記すこ
とがある。「生成」と記された部分は、入力画像信号から新しく画像が生成されるタイミ
ングを表している。ここでは、画像５１２１および画像５１２２を基にして生成される生
成画像である、画像５１２３に着目している。「表示」と記された部分は、表示装置に画
像が表示されるタイミングを表している。なお、着目している画像以外の画像については
破線で記しているのみであるが、着目している画像と同様に扱うことによって、本実施の
形態における動画の補間方法の一例を実現できる。
【０２５８】
本実施の形態における動画の補間方法の一例は、図１６（Ａ）に示されるように、時間的
に隣接した２つの入力画像を基にして生成された生成画像を、当該２つの入力画像が表示
されるタイミングの間隙に表示させることで、動画の補間を行うことができる。このとき
、表示画像の表示周期は、入力画像の入力周期の１／２とされることが好ましい。ただし
、これに限定されず、様々な表示周期とすることができる。例えば、表示周期を入力周期
の１／２より短くすることで、動画をより滑らかに表示できる。または、表示周期を入力
周期の１／２より長くすることで、消費電力を低減できる。なお、ここでは、時間的に隣
接した２つの入力画像を基にして画像を生成しているが、基にする入力画像は２つに限定
されず、様々な数を用いることができる。例えば、時間的に隣接した３つ（３つ以上でも
良い）の入力画像を基にして画像を生成すれば、２つの入力画像を基にする場合よりも、
精度の良い生成画像を得ることができる。なお、画像５１２１の表示タイミングを、画像
５１２２の入力タイミングと同時刻、すなわち入力タイミングに対する表示タイミングを
１フレーム遅れとしているが、本実施の形態における動画の補間方法における表示タイミ
ングはこれに限定されず、様々な表示タイミングを用いることができる。例えば、入力タ
イミングに対する表示タイミングを１フレーム以上遅らせることができる。こうすること
で、生成画像である画像５１２３の表示タイミングを遅くすることができるので、画像５
１２３の生成にかかる時間に余裕を持たせることができ、消費電力および製造コストの低
減につながる。なお、入力タイミングに対する表示タイミングをあまりに遅くすると、入
力画像を保持しておく期間が長くなり、保持にかかるメモリ容量が増大してしまうので、
入力タイミングに対する表示タイミングは、１フレーム遅れから２フレーム遅れ程度が好
ましい。
【０２５９】
ここで、画像５１２１および画像５１２２を基にして生成される画像５１２３の、具体的
な生成方法の一例について説明する。動画を補間するためには入力画像の動きを検出する
必要があるが、本実施の形態においては、入力画像の動きの検出のために、ブロックマッ
チング法と呼ばれる方法を用いることができる。ただし、これに限定されず、様々な方法
（画像データの差分をとる方法、フーリエ変換を利用する方法等）を用いることができる
。ブロックマッチング法においては、まず、入力画像１枚分の画像データ（ここでは画像
５１２１の画像データ）を、データ記憶手段（半導体メモリ、ＲＡＭ等の記憶回路等）に
記憶させる。そして、次のフレームにおける画像（ここでは画像５１２２）を、複数の領
域に分割する。なお、分割された領域は、図１６（Ａ）のように、同じ形状の矩形とする
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ことができるが、これに限定されず、様々なもの（画像によって形状または大きさを変え
る等）とすることができる。その後、分割された領域毎に、データ記憶手段に記憶させた
前のフレームの画像データ（ここでは画像５１２１の画像データ）とデータの比較を行い
、画像データが似ている領域を探索する。図１６（Ａ）の例においては、画像５１２２に
おける領域５１２４とデータが似ている領域を画像５１２１の中から探索し、領域５１２
６が探索されたものとしている。なお、画像５１２１の中を探索するとき、探索範囲は限
定されることが好ましい。図１６（Ａ）の例においては、探索範囲として、領域５１２４
の面積の４倍程度の大きさである、領域５１２５を設定している。なお、探索範囲をこれ
より大きくすることで、動きの速い動画においても検出精度を高くすることができる。た
だし、あまりに広く探索を行うと探索時間が膨大なものとなってしまい、動きの検出の実
現が困難となるため、領域５１２５は、領域５１２４の面積の２倍から６倍程度の大きさ
であることが好ましい。その後、探索された領域５１２６と、画像５１２２における領域
５１２４との位置の違いを、動きベクトル５１２７として求める。動きベクトル５１２７
は領域５１２４における画像データの１フレーム期間の動きを表すものである。そして、
動きの中間状態を表す画像を生成するため、動きベクトルの向きはそのままで大きさを変
えた画像生成用ベクトル５１２８を作り、画像５１２１における領域５１２６に含まれる
画像データを、画像生成用ベクトル５１２８に従って移動させることで、画像５１２３に
おける領域５１２９内の画像データを形成させる。これらの一連の処理を、画像５１２２
における全ての領域について行うことで、画像５１２３が生成される。そして、画像５１
２１、画像５１２３、画像５１２２を順次表示することで、動画を補間することができる
。なお、画像中の物体５１３０は、画像５１２１および画像５１２２において位置が異な
っている（つまり動いている）が、生成された画像５１２３は、画像５１２１および画像
５１２２における物体の中間点となっている。このような画像を表示することで、動画の
動きを滑らかにすることができ、残像等による動画の不鮮明さを改善できる。
【０２６０】
なお、画像生成用ベクトル５１２８の大きさは、画像５１２３の表示タイミングに従って
決められることができる。図１６（Ａ）の例においては、画像５１２３の表示タイミング
は画像５１２１および画像５１２２の表示タイミングの中間点（１／２）としているため
、画像生成用ベクトル５１２８の大きさは動きベクトル５１２７の１／２としているが、
他にも、例えば、表示タイミングが１／３の時点であれば、大きさを１／３とし、表示タ
イミングが２／３の時点であれば、大きさを２／３とすることができる。
【０２６１】
なお、このように、様々な動きベクトルを持った複数の領域をそれぞれ動かして新しい画
像を作る場合は、移動先の領域内に他の領域が既に移動している部分（重複）や、どこの
領域からも移動されてこない部分（空白）が生じることもある。これらの部分については
、データを補正することができる。重複部分の補正方法としては、例えば、重複データの
平均をとる方法、動きベクトルの方向等で優先度をつけておき、優先度の高いデータを画
像内のデータとする方法、色（または明るさ）はどちらかを優先させるが明るさ（または
色）は平均をとる方法、等を用いることができる。空白部分の補正方法としては、画像５
１２１または画像５１２２の当該位置における画像データをそのまま生成画像内のデータ
とする方法、画像５１２１または画像５１２２の当該位置における画像データの平均をと
る方法、等を用いることができる。そして、生成された画像５１２３を、画像生成用ベク
トル５１２８の大きさに従ったタイミングで表示させることで、動画の動きを滑らかにす
ることができ、さらに、ホールド駆動による残像等によって動画の品質が低下する問題を
改善できる。
【０２６２】
本実施の形態における動画の補間方法の他の例は、図１６（Ｂ）に示されるように、時間
的に隣接した２つの入力画像を基にして生成された生成画像を、当該２つの入力画像が表
示されるタイミングの間隙に表示させる際に、それぞれの表示画像をさらに複数のサブ画
像に分割して表示することで、動画の補間を行うことができる。この場合、画像表示周期
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が短くなることによる利点だけでなく、暗い画像が定期的に表示される（表示方法がイン
パルス型に近づく）ことによる利点も得ることができる。つまり、画像表示周期が画像入
力周期に比べて１／２の長さにするだけの場合よりも、残像等による動画の不鮮明さをさ
らに改善できる。図１６（Ｂ）の例においては、「入力」および「生成」については図１
６（Ａ）の例と同様な処理を行うことができるので、説明を省略する。図１６（Ｂ）の例
における「表示」は、１つの入力画像または／および生成画像を複数のサブ画像に分割し
て表示を行うことができる。具体的には、図１６（Ｂ）に示すように、画像５１２１をサ
ブ画像５１２１ａおよび５１２１ｂに分割して順次表示することで、人間の目には画像５
１２１が表示されたように知覚させ、画像５１２３をサブ画像５１２３ａおよび５１２３
ｂに分割して順次表示することで、人間の目には画像５１２３が表示されたように知覚さ
せ、画像５１２２をサブ画像５１２２ａおよび５１２２ｂに分割して順次表示することで
、人間の目には画像５１２２が表示されたように知覚させる。すなわち、人間の目に知覚
される画像としては図１６（Ａ）の例と同様なものとしつつ、表示方法をインパルス型に
近づけることができるので、残像等による動画の不鮮明さをさらに改善できる。なお、サ
ブ画像の分割数は、図１６（Ｂ）においては２つとしているが、これに限定されず様々な
分割数を用いることができる。なお、サブ画像が表示されるタイミングは、図１６（Ｂ）
においては等間隔（１／２）としているが、これに限定されず様々な表示タイミングを用
いることができる。例えば、暗いサブ画像（５１２１ｂ、５１２２ｂ、５１２３ｂ）の表
示タイミングを早くする（具体的には、１／４から１／２のタイミング）ことで、表示方
法をよりインパルス型に近づけることができるため、残像等による動画の不鮮明さをさら
に改善できる。または、暗いサブ画像の表示タイミングを遅くする（具体的には、１／２
から３／４のタイミング）ことで、明るい画像の表示期間を長くすることができるので、
表示効率を高めることができ、消費電力を低減できる。
【０２６３】
本実施の形態における動画の補間方法の他の例は、画像内で動いている物体の形状を検出
し、動いている物体の形状によって異なる処理を行う例である。図１６（Ｃ）に示す例は
、図１６（Ｂ）の例と同様に表示のタイミングを表しているが、表示されている内容が、
動く文字（スクロールテキスト、字幕、テロップ等とも呼ばれる）である場合を示してい
る。なお、「入力」および「生成」については、図１６（Ｂ）と同様としても良いため、
図示していない。ホールド駆動における動画の不鮮明さは、動いているものの性質によっ
て程度が異なることがある。特に、文字が動いている場合に顕著に認識されることが多い
。なぜならば、動く文字を読む際にはどうしても視線を文字に追従させてしまうので、ホ
ールドぼけが発生しやすくなるためである。さらに、文字は輪郭がはっきりしていること
が多いため、ホールドぼけによる不鮮明さがさらに強調されてしまうこともある。すなわ
ち、画像内を動く物体が文字かどうかを判別し、文字である場合はさらに特別な処理を行
うことは、ホールドぼけの低減のためには有効である。具体的には、画像内を動いている
物体に対し、輪郭検出または／およびパターン検出等を行って、当該物体が文字であると
判断された場合は、同じ画像から分割されたサブ画像同士であっても動き補間を行い、動
きの中間状態を表示するようにして、動きを滑らかにすることができる。当該物体が文字
ではないと判断された場合は、図１６（Ｂ）に示すように、同じ画像から分割されたサブ
画像であれば動いている物体の位置は変えずに表示することができる。図１６（Ｃ）の例
では、文字であると判断された領域５１３１が、上方向に動いている場合を示しているが
、画像５１２１ａと画像５１２１ｂとで、領域５１３１の位置を異ならせている。画像５
１２３ａと画像５１２３ｂ、画像５１２２ａと画像５１２２ｂについても同様である。こ
うすることで、ホールドぼけが特に認識されやすい動く文字については、通常の動き補償
倍速駆動よりもさらに動きを滑らかにすることができるので、残像等による動画の不鮮明
さをさらに改善できる。
【０２６４】
　（実施の形態８）
本実施の形態においては、液晶表示装置に適用できる画素の構成及び画素の動作について
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説明する。なお、本実施の形態における液晶素子の動作モードとして、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔ
ｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モード、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ－Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モー
ド、ＦＦＳ（Ｆｒｉｎｇｅ　Ｆｉｅｌｄ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モード、ＭＶＡ（Ｍｕｌ
ｔｉ－ｄｏｍａｉｎ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）モード、ＰＶＡ（Ｐａｔ
ｔｅｒｎｅｄ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）モード、ＡＳＭ（Ａｘｉａｌｌ
ｙ　Ｓｙｍｍｅｔｒｉｃ　ａｌｉｇｎｅｄ　Ｍｉｃｒｏ－ｃｅｌｌ）モード、ＯＣＢ（Ｏ
ｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）モード、Ｆ
ＬＣ（Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）モード、ＡＦＬＣ
（ＡｎｔｉＦｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）などを用いる
ことができる。
【０２６５】
図１７（Ａ）は、液晶表示装置に適用できる画素構成の一例を示す図である。画素５０８
０は、トランジスタ５０８１、液晶素子５０８２及び容量素子５０８３を有している。ト
ランジスタ５０８１のゲートは配線５０８５と電気的に接続される。トランジスタ５０８
１の第１端子は配線５０８４と電気的に接続される。トランジスタ５０８１の第２端子は
液晶素子５０８２の第１端子と電気的に接続される。液晶素子５０８２の第２端子は配線
５０８７と電気的に接続される。容量素子５０８３の第１端子は液晶素子５０８２の第１
端子と電気的に接続される。容量素子５０８３の第２端子は配線５０８６と電気的に接続
される。なお、トランジスタの第１端子とは、ソースまたはドレインのいずれか一方であ
り、トランジスタの第２端子とは、ソースまたはドレインの他方のことである。つまり、
トランジスタの第１端子がソースである場合は、トランジスタの第２端子はドレインとな
る。同様に、トランジスタの第１端子がドレインである場合は、トランジスタの第２端子
はソースとなる。
【０２６６】
配線５０８４は信号線として機能させることができる。信号線は、画素の外部から入力さ
れた信号電圧を画素５０８０に伝達するための配線である。配線５０８５は走査線として
機能させることができる。走査線は、トランジスタ５０８１のオンオフを制御するための
配線である。配線５０８６は容量線として機能させることができる。容量線は、容量素子
５０８３の第２端子に所定の電圧を加えるための配線である。トランジスタ５０８１は、
スイッチとして機能させることができる。容量素子５０８３は、保持容量として機能させ
ることができる。保持容量は、スイッチがオフの状態においても、信号電圧が液晶素子５
０８２に加わり続けるようにするための容量素子である。配線５０８７は、対向電極とし
て機能させることができる。対向電極は、液晶素子５０８２の第２端子に所定の電圧を加
えるための配線である。なお、それぞれの配線が持つことのできる機能はこれに限定され
ず、様々な機能を有することが出来る。例えば、容量線に加える電圧を変化させることで
、液晶素子に加えられる電圧を調整することもできる。なお、トランジスタ５０８１はス
イッチとして機能すればよいため、トランジスタ５０８１の極性はＰチャネル型でもよい
し、Ｎチャネル型でもよい。
【０２６７】
図１７（Ｂ）は、液晶表示装置に適用できる画素構成の一例を示す図である。図１７（Ｂ
）に示す画素構成例は、図１７（Ａ）に示す画素構成例と比較して、配線５０８７が省略
され、かつ、液晶素子５０８２の第２端子と容量素子５０８３の第２端子とが電気的に接
続されている点が異なっている以外は、図１７（Ａ）に示す画素構成例と同様な構成であ
るとしている。図１７（Ｂ）に示す画素構成例は、特に、液晶素子が横電界モード（ＩＰ
Ｓモード、ＦＦＳモードを含む）である場合に適用できる。なぜならば、液晶素子が横電
界モードである場合、液晶素子５０８２の第２端子および容量素子５０８３の第２端子を
同一な基板上に形成させることができるため、液晶素子５０８２の第２端子と容量素子５
０８３の第２端子とを電気的に接続させることが容易であるからである。図１７（Ｂ）に
示すような画素構成とすることで、配線５０８７を省略できるので、製造工程を簡略なも
のとすることができ、製造コストを低減できる。
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【０２６８】
図１７（Ａ）または図１７（Ｂ）に示す画素構成は、マトリクス状に複数配置されること
ができる。こうすることで、液晶表示装置の表示部が形成され、様々な画像を表示するこ
とができる。図１７（Ｃ）は、図１７（Ａ）に示す画素構成がマトリクス状に複数配置さ
れている場合の回路構成を示す図である。図１７（Ｃ）に示す回路構成は、表示部が有す
る複数の画素のうち、４つの画素を抜き出して示した図である。そして、ｉ列ｊ行（ｉ，
ｊは自然数）に位置する画素を、画素５０８０＿ｉ，ｊと表記し、画素５０８０＿ｉ，ｊ
には、配線５０８４＿ｉ、配線５０８５＿ｊ、配線５０８６＿ｊが、それぞれ電気的に接
続される。同様に、画素５０８０＿ｉ＋１，ｊについては、配線５０８４＿ｉ＋１、配線
５０８５＿ｊ、配線５０８６＿ｊと電気的に接続される。同様に、画素５０８０＿ｉ，ｊ
＋１については、配線５０８４＿ｉ、配線５０８５＿ｊ＋１、配線５０８６＿ｊ＋１と電
気的に接続される。同様に、画素５０８０＿ｉ＋１，ｊ＋１については、配線５０８４＿
ｉ＋１、配線５０８５＿ｊ＋１、配線５０８６＿ｊ＋１と電気的に接続される。なお、各
配線は、同じ列または行に属する複数の画素によって共有されることができる。なお、図
１７（Ｃ）に示す画素構成において配線５０８７は対向電極であり、対向電極は全ての画
素において共通であることから、配線５０８７については自然数ｉまたはｊによる表記は
行わないこととする。なお、実施の形態の一例においては図１７（Ｂ）に示す画素構成を
用いることも可能であるため、配線５０８７が記載されている構成であっても配線５０８
７は必須ではなく、他の配線と共有されること等によって省略されることができる。
【０２６９】
図１７（Ｃ）に示す画素構成は、様々な方法によって駆動されることができる。特に、交
流駆動と呼ばれる方法によって駆動されることによって、液晶素子の劣化（焼き付き）を
抑制することができる。図１７（Ｄ）は、交流駆動の１つである、ドット反転駆動が行わ
れる場合の、図１７（Ｃ）に示す画素構成における各配線に加えられる電圧のタイミング
チャートを表す図である。ドット反転駆動が行われることによって、交流駆動が行われる
場合に視認されるフリッカ（ちらつき）を抑制することができる。
【０２７０】
図１７（Ｃ）に示す画素構成において、配線５０８５＿ｊと電気的に接続されている画素
におけるスイッチは、１フレーム期間中の第ｊゲート選択期間において選択状態（オン状
態）となり、それ以外の期間では非選択状態（オフ状態）となる。そして、第ｊゲート選
択期間の後に、第ｊ＋１ゲート選択期間が設けられる。このように順次走査が行われるこ
とで、１フレーム期間内に全ての画素が順番に選択状態となる。図１７（Ｄ）に示すタイ
ミングチャートでは、電圧が高い状態（ハイレベル）となることで、当該画素におけるス
イッチが選択状態となり、電圧が低い状態（ローレベル）となることで非選択状態となる
。なお、これは各画素におけるトランジスタがＮチャネル型の場合であり、Ｐチャネル型
のトランジスタが用いられる場合、電圧と選択状態の関係は、Ｎチャネル型の場合とは逆
となる。
【０２７１】
図１７（Ｄ）に示すタイミングチャートでは、第ｋフレーム（ｋは自然数）における第ｊ
ゲート選択期間において、信号線として用いる配線５０８４＿ｉに正の信号電圧が加えら
れ、配線５０８４＿ｉ＋１に負の信号電圧が加えられる。そして、第ｋフレームにおける
第ｊ＋１ゲート選択期間において、配線５０８４＿ｉに負の信号電圧が加えられ、配線５
０８４＿ｉ＋１に正の信号電圧が加えられる。その後も、それぞれの信号線は、ゲート選
択期間ごとに極性が反転した信号が交互に加えられる。その結果、第ｋフレームにおいて
は、画素５０８０＿ｉ，ｊには正の信号電圧、画素５０８０＿ｉ＋１，ｊには負の信号電
圧、画素５０８０＿ｉ，ｊ＋１には負の信号電圧、画素５０８０＿ｉ＋１，ｊ＋１には正
の信号電圧が、それぞれ加えられることとなる。そして、第ｋ＋１フレームにおいては、
それぞれの画素において、第ｋフレームにおいて書き込まれた信号電圧とは逆の極性の信
号電圧が書き込まれる。その結果、第ｋ＋１フレームにおいては、画素５０８０＿ｉ，ｊ
には負の信号電圧、画素５０８０＿ｉ＋１，ｊには正の信号電圧、画素５０８０＿ｉ，ｊ
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＋１には正の信号電圧、画素５０８０＿ｉ＋１，ｊ＋１には負の信号電圧が、それぞれ加
えられることとなる。このように、同じフレームにおいては隣接する画素同士で異なる極
性の信号電圧が加えられ、さらに、それぞれの画素においては１フレームごとに信号電圧
の極性が反転される駆動方法が、ドット反転駆動である。ドット反転駆動によって、液晶
素子の劣化を抑制しつつ、表示される画像全体または一部が均一である場合に視認される
フリッカを低減することができる。なお、配線５０８６＿ｊ、配線５０８６＿ｊ＋１を含
む全ての配線５０８６に加えられる電圧は、一定の電圧とされることができる。なお、配
線５０８４のタイミングチャートにおける信号電圧の表記は極性のみとなっているが、実
際は、表示された極性において様々な信号電圧の値をとり得る。なお、ここでは１ドット
（１画素）毎に極性を反転させる場合について述べたが、これに限定されず、複数の画素
毎に極性を反転させることもできる。例えば、２ゲート選択期間毎に書き込む信号電圧の
極性を反転させることで、信号電圧の書き込みにかかる消費電力を低減させることができ
る。他にも、１列毎に極性を反転させること（ソースライン反転）もできるし、１行ごと
に極性を反転させること（ゲートライン反転）もできる。
【０２７２】
なお、画素５０８０における容量素子５０８３の第２端子には、１フレーム期間において
一定の電圧が加えられていれば良い。ここで、走査線として用いる配線５０８５に加えら
れる電圧は１フレーム期間の大半においてローレベルであり、ほぼ一定の電圧が加えられ
ていることから、画素５０８０における容量素子５０８３の第２端子の接続先は、配線５
０８５でも良い。図１７（Ｅ）は、液晶表示装置に適用できる画素構成の一例を示す図で
ある。図１７（Ｅ）に示す画素構成は、図１７（Ｃ）に示す画素構成と比較すると、配線
５０８６が省略され、かつ、画素５０８０内の容量素子５０８３の第２端子と、一つ前の
行における配線５０８５とが電気的に接続されていることを特徴としている。具体的には
、図１７（Ｅ）に表記されている範囲においては、画素５０８０＿ｉ，ｊ＋１および画素
５０８０＿ｉ＋１，ｊ＋１における容量素子５０８３の第２端子は、配線５０８５＿ｊと
電気的に接続される。このように、画素５０８０内の容量素子５０８３の第２端子と、一
つ前の行における配線５０８５とを電気的に接続させることで、配線５０８６を省略する
ことができるので、画素の開口率を向上できる。なお、容量素子５０８３の第２端子の接
続先は、一つ前の行における配線５０８５ではなく、他の行における配線５０８５でも良
い。なお、図１７（Ｅ）に示す画素構成の駆動方法は、図１７（Ｃ）に示す画素構成の駆
動方法と同様のものを用いることができる。
【０２７３】
なお、容量素子５０８３および容量素子５０８３の第２端子に電気的に接続される配線を
用いて、信号線として用いる配線５０８４に加える電圧を小さくすることができる。この
ときの画素構成および駆動方法について、図１７（Ｆ）および図１７（Ｇ）を用いて説明
する。図１７（Ｆ）に示す画素構成は、図１７（Ａ）に示す画素構成と比較して、配線５
０８６を１画素列あたり２本とし、かつ、画素５０８０における容量素子５０８３の第２
端子との電気的な接続を、隣接する画素で交互に行うことを特徴としている。なお、２本
とした配線５０８６は、それぞれ配線５０８６－１および配線５０８６－２と呼ぶことと
する。具体的には、図１７（Ｆ）に表記されている範囲においては、画素５０８０＿ｉ，
ｊにおける容量素子５０８３の第２端子は、配線５０８６－１＿ｊと電気的に接続され、
画素５０８０＿ｉ＋１，ｊにおける容量素子５０８３の第２端子は、配線５０８６－２＿
ｊと電気的に接続され、画素５０８０＿ｉ，ｊ＋１における容量素子５０８３の第２端子
は、配線５０８６－２＿ｊ＋１と電気的に接続され、画素５０８０＿ｉ＋１，ｊ＋１にお
ける容量素子５０８３の第２端子は、配線５０８６－１＿ｊ＋１と電気的に接続される。
【０２７４】
そして、例えば、図１７（Ｇ）に示すように、第ｋフレームにおいて画素５０８０＿ｉ，
ｊに正の極性の信号電圧が書き込まれる場合、配線５０８６－１＿ｊは、第ｊゲート選択
期間においてはローレベルとさせ、第ｊゲート選択期間の終了後、ハイレベルに変化させ
る。そして、１フレーム期間中はそのままハイレベルを維持し、第ｋ＋１フレームにおけ
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る第ｊゲート選択期間に負の極性の信号電圧が書き込まれた後、ローレベルに変化させる
。このように、正の極性の信号電圧が画素に書き込まれた後に、容量素子５０８３の第２
端子に電気的に接続される配線の電圧を正の方向に変化させることで、液晶素子に加えら
れる電圧を正の方向に所定の量だけ変化させることができる。すなわち、その分画素に書
き込む信号電圧を小さくすることができるため、信号書き込みにかかる消費電力を低減さ
せることができる。なお、第ｊゲート選択期間に負の極性の信号電圧が書き込まれる場合
は、負の極性の信号電圧が画素に書き込まれた後に、容量素子５０８３の第２端子に電気
的に接続される配線の電圧を負の方向に変化させることで、液晶素子に加えられる電圧を
負の方向に所定の量だけ変化させることができるので、正の極性の場合と同様に、画素に
書き込む信号電圧を小さくすることができる。つまり、容量素子５０８３の第２端子に電
気的に接続される配線は、同じフレームの同じ行において、正の極性の信号電圧が加えら
れる画素と、負の極性の信号電圧が加えられる画素とで、それぞれ異なる配線であること
が好ましい。図１７（Ｆ）は、第ｋフレームにおいて正の極性の信号電圧が書き込まれる
画素には配線５０８６－１が電気的に接続され、第ｋフレームにおいて負の極性の信号電
圧が書き込まれる画素には配線５０８６－２が電気的に接続される例である。ただし、こ
れは一例であり、例えば、正の極性の信号電圧が書き込まれる画素と負の極性の信号電圧
が書き込まれる画素が２画素毎に現れるような駆動方法の場合は、配線５０８６－１およ
び配線５０８６－２の電気的接続もそれに合わせて、２画素毎に交互に行われることが好
ましい。さらに言えば、１行全ての画素で同じ極性の信号電圧が書き込まれる場合（ゲー
トライン反転）も考えられるが、その場合は、配線５０８６は１行あたり１本でよい。つ
まり、図１７（Ｃ）に示す画素構成においても、図１７（Ｆ）および図１７（Ｇ）を用い
て説明したような、画素に書き込む信号電圧を小さくする駆動方法を用いることができる
。
【０２７５】
次に、液晶素子が、ＭＶＡモードまたはＰＶＡモード等に代表される、垂直配向（ＶＡ）
モードである場合に特に好ましい画素構成およびその駆動方法について述べる。ＶＡモー
ドは、製造時にラビング工程が不要、黒表示時の光漏れが少ない、駆動電圧が低い等の優
れた特徴を有するが、画面を斜めから見たときに画質が劣化してしまう（視野角が狭い）
という問題点も有する。ＶＡモードの視野角を広くするには、図１８（Ａ）および図１８
（Ｂ）に示すように、１画素に複数の副画素（サブピクセル）を有する画素構成とするこ
とが有効である。図１８（Ａ）および図１８（Ｂ）に示す画素構成は、画素５０８０が２
つの副画素（副画素５０８０－１，副画素５０８０－２）を含む場合の一例を表すもので
ある。なお、１つの画素における副画素の数は２つに限定されず、様々な数の副画素を用
いることができる。副画素の数が大きいほど、より視野角を広くすることができる。複数
の副画素は互いに同一の回路構成とすることができ、ここでは、全ての副画素が図１７（
Ａ）に示す回路構成と同様であるとして説明する。なお、第１の副画素５０８０－１は、
トランジスタ５０８１－１、液晶素子５０８２－１、容量素子５０８３－１を有するもの
とし、それぞれの接続関係は図１７（Ａ）に示す回路構成に準じることとする。同様に、
第２の副画素５０８０－２は、トランジスタ５０８１－２、液晶素子５０８２－２、容量
素子５０８３－２を有するものとし、それぞれの接続関係は図１７（Ａ）に示す回路構成
に準じることとする。
【０２７６】
図１８（Ａ）に示す画素構成は、１画素を構成する２つの副画素に対し、走査線として用
いる配線５０８５を２本（配線５０８５－１，配線５０８５－２）有し、信号線として用
いる配線５０８４を１本有し、容量線として用いる配線５０８６を１本有する構成を表す
ものである。このように、信号線および容量線を２つの副画素で共用することにより、開
口率を向上させることができる。さらに、信号線駆動回路を簡単なものとすることができ
るので製造コストが低減でき、かつ、液晶パネルと駆動回路ＩＣの接続点数を低減できる
ので、歩留まりを向上できる。図１８（Ｂ）に示す画素構成は、１画素を構成する２つの
副画素に対し、走査線として用いる配線５０８５を１本有し、信号線として用いる配線５
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０８４を２本（配線５０８４－１，配線５０８４－２）有し、容量線として用いる配線５
０８６を１本有する構成を表すものである。このように、走査線および容量線を２つの副
画素で共用することにより、開口率を向上させることができる。さらに、全体の走査線本
数を低減できるので、高精細な液晶パネルにおいても１つあたりのゲート線選択期間を十
分に長くすることができ、それぞれの画素に適切な信号電圧を書き込むことができる。
【０２７７】
図１８（Ｃ）および図１８（Ｄ）は、図１８（Ｂ）に示す画素構成において、液晶素子を
画素電極の形状に置き換えた上で、各素子の電気的接続状態を模式的に表した例である。
図１８（Ｃ）および図１８（Ｄ）において、電極５０８８－１は第１の画素電極を表し、
電極５０８８－２は第２の画素電極を表すものとする。図１８（Ｃ）において、第１画素
電極５０８８－１は、図１８（Ｂ）における液晶素子５０８２－１の第１端子に相当し、
第２画素電極５０８８－２は、図１８（Ｂ）における液晶素子５０８２－２の第１端子に
相当する。すなわち、第１画素電極５０８８－１は、トランジスタ５０８１－１のソース
またはドレインの一方と電気的に接続され、第２画素電極５０８８－２は、トランジスタ
５０８１－２のソースまたはドレインの一方と電気的に接続される。一方、図１８（Ｄ）
においては、画素電極とトランジスタの接続関係を逆にする。すなわち、第１画素電極５
０８８－１は、トランジスタ５０８１－２のソースまたはドレインの一方と電気的に接続
され、第２画素電極５０８８－２は、トランジスタ５０８１－１のソースまたはドレイン
の一方と電気的に接続されるものとする。
【０２７８】
図１８（Ｃ）および図１８（Ｄ）で示したような画素構成を、マトリクス状に交互に配置
することで、特別な効果を得ることができる。このような画素構成およびその駆動方法の
一例を、図１８（Ｅ）および図１８（Ｆ）に示す。図１８（Ｅ）に示す画素構成は、画素
５０８０＿ｉ，ｊおよび画素５０８０＿ｉ＋１，ｊ＋１に相当する部分を図１８（Ｃ）に
示す構成とし、画素５０８０＿ｉ＋１，ｊおよび画素５０８０＿ｉ，ｊ＋１に相当する部
分を図１８（Ｄ）に示す構成としたものである。この構成において、図１８（Ｆ）に示す
タイミングチャートのように駆動すると、第ｋフレームの第ｊゲート選択期間において、
画素５０８０＿ｉ，ｊの第１画素電極および画素５０８０＿ｉ＋１，ｊの第２画素電極に
正の極性の信号電圧が書き込まれ、画素５０８０＿ｉ，ｊの第２画素電極および画素５０
８０＿ｉ＋１，ｊの第１画素電極に負の極性の信号電圧が書き込まれる。さらに、第ｋフ
レームの第ｊ＋１ゲート選択期間において、画素５０８０＿ｉ，ｊ＋１の第２画素電極お
よび画素５０８０＿ｉ＋１，ｊ＋１の第１画素電極に正の極性の信号電圧が書き込まれ、
画素５０８０＿ｉ，ｊ＋１の第１画素電極および画素５０８０＿ｉ＋１，ｊ＋１の第２画
素電極に負の極性の信号電圧が書き込まれる。第ｋ＋１フレームにおいては、各画素にお
いて信号電圧の極性が反転される。こうすることによって、副画素を含む画素構成におい
てドット反転駆動に相当する駆動を実現しつつ、信号線に加えられる電圧の極性を１フレ
ーム期間内で同一なものとすることができる。そのため、画素の信号電圧書込みにかかる
消費電力を大幅に低減することができる。なお、配線５０８６＿ｊ、配線５０８６＿ｊ＋
１を含む全ての配線５０８６に加えられる電圧は、一定の電圧とされることができる。
【０２７９】
さらに、図１８（Ｇ）および図１８（Ｈ）に示す画素構成およびその駆動方法によって、
画素に書き込まれる信号電圧の大きさを小さくすることができる。これは、それぞれの画
素が有する複数の副画素に電気的に接続される容量線を、副画素毎に異ならせるものであ
る。すなわち、図１８（Ｇ）および図１８（Ｈ）に示す画素構成およびその駆動方法によ
って、同一のフレーム内で同一の極性が書き込まれる副画素については、同一行内で容量
線を共通とし、同一のフレーム内で異なる極性が書き込まれる副画素については、同一行
内で容量線を異ならせる。そして、各行の書き込みが終了した時点で、それぞれの容量線
の電圧を、正の極性の信号電圧が書き込まれた副画素では正の方向、負の極性の信号電圧
が書き込まれた副画素では負の方向に変化させることで、画素に書き込まれる信号電圧の
大きさを小さくすることができる。具体的には、容量線として用いる配線５０８６を各行
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で２本（配線５０８６－１，配線５０８６－２）とし、画素５０８０＿ｉ，ｊの第１画素
電極と、配線５０８６－１＿ｊとが、容量素子を介して電気的に接続され、画素５０８０
＿ｉ，ｊの第２画素電極と、配線５０８６－２＿ｊとが、容量素子を介して電気的に接続
され、画素５０８０＿ｉ＋１，ｊの第１画素電極と、配線５０８６－２＿ｊとが、容量素
子を介して電気的に接続され、画素５０８０＿ｉ＋１，ｊの第２画素電極と、配線５０８
６－１＿ｊとが、容量素子を介して電気的に接続され、画素５０８０＿ｉ，ｊ＋１の第１
画素電極と、配線５０８６－２＿ｊ＋１とが、容量素子を介して電気的に接続され、画素
５０８０＿ｉ，ｊ＋１の第２画素電極と、配線５０８６－１＿ｊ＋１とが、容量素子を介
して電気的に接続され、画素５０８０＿ｉ＋１，ｊ＋１の第１画素電極と、配線５０８６
－１＿ｊ＋１とが、容量素子を介して電気的に接続され、画素５０８０＿ｉ＋１，ｊ＋１
の第２画素電極と、配線５０８６－２＿ｊ＋１とが、容量素子を介して電気的に接続され
る。ただし、これは一例であり、例えば、正の極性の信号電圧が書き込まれる画素と負の
極性の信号電圧が書き込まれる画素が２画素毎に現れるような駆動方法の場合は、配線５
０８６－１および配線５０８６－２の電気的接続もそれに合わせて、２画素毎に交互に行
われることが好ましい。さらに言えば、１行全ての画素で同じ極性の信号電圧が書き込ま
れる場合（ゲートライン反転）も考えられるが、その場合は、配線５０８６は１行あたり
１本でよい。つまり、図１８（Ｅ）に示す画素構成においても、図１８（Ｇ）および図１
８（Ｈ）を用いて説明したような、画素に書き込む信号電圧を小さくする駆動方法を用い
ることができる。
【０２８０】
　（実施の形態９）
本実施の形態では、表示装置の一例について説明する。
【０２８１】
まず、図１９（Ａ）を参照して、液晶表示装置のシステムブロックの一例について説明す
る。液晶表示装置は、回路５３６１、回路５３６２、回路５３６３＿１、回路５３６３＿
２、画素部５３６４、回路５３６５、及び照明装置５３６６を有する。画素部５３６４に
は、複数の配線５３７１が回路５３６２から延伸して配置され、複数の配線５３７２が回
路５３６３＿１、及び回路５３６３＿２から延伸して配置されている。そして、複数の配
線５３７１と複数の配線５３７２との交差領域には、各々、液晶素子などの表示素子を有
する画素５３６７がマトリクス状に配置されている。
【０２８２】
回路５３６１は、映像信号５３６０に応じて、回路５３６２、回路５３６３＿１、回路５
３６３＿２、及び回路５３６５に、信号、電圧、又は電流などを供給する機能を有し、コ
ントローラ、制御回路、タイミングジェネレータ、電源回路、又はレギュレータなどとし
て機能することが可能である。本実施の形態では、一例として、回路５３６１は、回路５
３６２に、信号線駆動回路用スタート信号（ＳＳＰ）、信号線駆動回路用クロック信号（
ＳＣＫ）、信号線駆動回路用反転クロック信号（ＳＣＫＢ）、ビデオ信号用データ（ＤＡ
ＴＡ）、ラッチ信号（ＬＡＴ）を供給するものとする。または、回路５３６１は、一例と
して、回路５３６３＿１、及び回路５３６３＿２に、走査線駆動回路用スタート信号（Ｇ
ＳＰ）、走査線駆動回路用クロック信号（ＧＣＫ）、及び走査線駆動回路用反転クロック
信号（ＧＣＫＢ）を供給するものとする。または、回路５３６１は、回路５３６５に、バ
ックライト制御信号（ＢＬＣ）を供給するものとする。ただし、これに限定されず、回路
５３６１は、他にも様々な信号、様々な電圧、又は様々な電流などを、回路５３６２、回
路５３６３＿１、回路５３６３＿２、及び回路５３６５に供給することが可能である。
【０２８３】
なお、回路５３６１において、超解像処理、輪郭強調処理、フレーム補間処理、オーバー
ドライブ処理、ローカルディミング処理、ＩＰ変換処理、及び／又は、拡大処理などを行
うことが可能である。
【０２８４】
なお、回路５３６５において、ローカルディミング処理などを行うことが可能である。ま
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たは、回路５３６５において、ローカルディミング処理における各領域のバックライトの
輝度を決定する処理を行うことが可能である。
【０２８５】
なお、回路５３６１または回路５３６５において、様々な処理を行うことが出来る。した
がって、回路５３６１または回路５３６５の中には、さらに数多くの回路で構成されるこ
とが可能である。つまり、回路５３６１または回路５３６５は、複数の回路で構成される
ことが可能である。その場合、回路５３６１または回路５３６５が有する複数の回路は、
１つのＩＣチップ上に形成されることが可能である。ただし、実施の形態の一例は、これ
に限定されない。複数のＩＣチップに分かれて、配置されることが可能である。その場合
は、回路５３６１または回路５３６５は、複数のＩＣチップを用いて構成される。
【０２８６】
その場合、回路５３６２は、回路５３６１から供給される信号（例えば、ＳＳＰ、ＳＣＫ
、ＳＣＫＢ、ＤＡＴＡ、ＬＡＴ）に応じて、ビデオ信号を複数の配線５３７１に出力する
機能を有し、信号線駆動回路として機能することが可能である。回路５３６３＿１、及び
回路５３６３＿２は、回路５３６１から供給される信号（ＧＳＰ、ＧＣＫ、ＧＣＫＢ）に
応じて、走査信号を複数の配線５３７２に出力する機能を有し、走査線駆動回路として機
能することが可能である。回路５３６５は、回路５３６１から供給される信号（ＢＬＣ）
に応じて、照明装置５３６６に供給する電力の量、又は時間などを制御することによって
、照明装置５３６６の輝度（又は平均輝度）を制御する機能を有し、電源回路として機能
することが可能である。
【０２８７】
なお、複数の配線５３７１にビデオ信号が入力される場合、複数の配線５３７１は、信号
線、ビデオ信号線、又はソース線などとして機能することが可能である。複数の配線５３
７２に走査信号が入力される場合、複数の配線５３７２は、信号線、走査線、又はゲート
線などとして機能することが可能である。ただし、実施の形態の一例はこれに限定されな
い。
【０２８８】
なお、回路５３６３＿１、及び回路５３６３＿２に、同じ信号が回路５３６１から入力さ
れる場合、回路５３６３＿１が複数の配線５３７２に出力する走査信号と、回路５３６３
＿２が複数の配線５３７２に出力する走査信号とは、おおむね等しいタイミングとなる場
合が多い。したがって、回路５３６３＿１、及び回路５３６３＿２が駆動する負荷を小さ
くすることができる。よって、表示装置を大きくすることができる。または、表示装置を
高精細にすることができる。または、回路５３６３＿１、及び回路５３６３＿２が有する
トランジスタのチャネル幅を小さくすることができるので、狭額縁な表示装置を得ること
ができる。ただし、これに限定されず、回路５３６１は、回路５３６３＿１と回路５３６
３＿２とに別々の信号を供給することが可能である。
【０２８９】
なお、回路５３６３＿１と回路５３６３＿２との一方を省略することが可能である。
【０２９０】
なお、画素部５３６４には、容量線、電源線、走査線などの配線を新たに配置することが
可能である。そして、回路５３６１は、これらの配線に信号又は電圧などを出力すること
が可能である。または、回路５３６３＿１又は回路５３６３＿２と同様の回路を新たに追
加し、この新たに追加した回路は、新たに追加した配線に走査信号などの信号を出力する
ことが可能である。
【０２９１】
なお、画素５３６７が表示素子としてＥＬ素子などの発光素子を有することが可能である
。この場合、図１９（Ｂ）に示すように、表示素子が発光することが可能なので、回路５
３６５、及び照明装置５３６６は省略されることが可能である。そして、表示素子に電力
を供給するために、電源線として機能することが可能な複数の配線５３７３を画素部５３
６４に配置することが可能である。回路５３６１は、電圧（ＡＮＯ）という電源電圧を配
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線５３７３に供給することが可能である。この配線５３７３は、画素の色要素別に接続さ
れることが可能であるし、全ての画素に共通して接続されることが可能である。
【０２９２】
なお、図１９（Ｂ）では、一例として、回路５３６１は、回路５３６３＿１と回路５３６
３＿２とに別々の信号を供給する場合の一例を示す。回路５３６１は、走査線駆動回路用
スタート信号（ＧＳＰ１）、走査線駆動回路用クロック信号（ＧＣＫ１）、及び走査線駆
動回路用反転クロック信号（ＧＣＫＢ１）などの信号を回路５３６３＿１に供給する。そ
して、回路５３６１は、走査線駆動回路用スタート信号（ＧＳＰ２）、走査線駆動回路用
クロック信号（ＧＣＫ２）、及び走査線駆動回路用反転クロック信号（ＧＣＫＢ２）など
の信号を回路５３６３＿２に供給する。この場合、回路５３６３＿１は、複数の配線５３
７２のうち奇数行目の配線のみを走査し、回路５３６３＿２は、複数の配線５３７２のう
ち偶数行目の配線のみを走査することが可能になる。よって、回路５３６３＿１、及び回
路５３６３＿２の駆動周波数を小さくできるので、消費電力の低減を図ることができる。
または、１段分のフリップフロップをレイアウトすることが可能な面積を大きくすること
ができる。よって、表示装置を高精細にすることができる。または、表示装置を大型にす
ることができる。ただし、これに限定されず、図１９（Ａ）と同様に、回路５３６１は、
回路５３６３＿１と回路５３６３＿２とに同じ信号を出力することが可能である。
【０２９３】
なお、図１９（Ｂ）と同様に、図１９（Ａ）においても、回路５３６１は、回路５３６３
＿１と回路５３６３＿２とに別々の信号を供給することが可能である。
【０２９４】
以上、表示装置のシステムブロックの一例について説明した。
【０２９５】
次に、表示装置の構成の一例について、図２０（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）、（Ｄ）、及び（
Ｅ）を参照して説明する。
【０２９６】
図２０（Ａ）では、画素部５３６４に信号を出力する機能を有する回路（例えば、回路５
３６２、回路５３６３＿１、及び回路５３６３＿２など）は、画素部５３６４と同じ基板
５３８０に形成される。そして、回路５３６１は、画素部５３６４とは別の基板に形成さ
れる。こうして、外部部品の数が減るので、コストの低減を図ることができる。または、
基板５３８０に入力される信号又は電圧の数が減るので、基板５３８０と、外部部品との
接続数を減らすことができる。よって、信頼性の向上、又は歩留まりの向上を図ることが
できる。
【０２９７】
なお、回路が画素部５３６４とは別の基板に形成される場合、当該基板は、ＴＡＢ（Ｔａ
ｐｅ　Ａｕｔｏｍａｔｅｄ　Ｂｏｎｄｉｎｇ）方式によってＦＰＣ（Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　
Ｐｒｉｎｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ）に実装されることが可能である。または、当該基板は
、ＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　ｏｎ　Ｇｌａｓｓ）方式によって画素部５３６４と同じ基板５３８
０に実装することが可能である。
【０２９８】
なお、回路が画素部５３６４とは別の基板に形成される場合、当該基板には、単結晶半導
体を用いたトランジスタを形成することが可能である。したがって、当該基板に形成され
る回路は、駆動周波数の向上、駆動電圧の向上、出力信号のばらつきの低減などのメリッ
トを得ることができる。
【０２９９】
なお、外部回路からは、入力端子５３８１を介して信号、電圧、又は電流などが入力され
る場合が多い。
【０３００】
図２０（Ｂ）では、駆動周波数が低い回路（例えば、回路５３６３＿１、回路５３６３＿
２）は、画素部５３６４と同じ基板５３８０に形成される。そして、回路５３６１、及び
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回路５３６２は、画素部５３６４とは別の基板に形成される。こうして、移動度が小さい
トランジスタによって、基板５３８０に形成される回路を構成することが可能になる。よ
って、トランジスタの半導体層として、非単結晶半導体、微結晶半導体、有機半導体、又
は酸化物半導体などを用いることが可能になる。したがって、表示装置の大型化、工程数
の削減、コストの低減、又は歩留まりの向上などを図ることができる。
【０３０１】
なお、図２０（Ｃ）に示すように、回路５３６２の一部（回路５３６２ａ）が画素部５３
６４と同じ基板５３８０に形成され、残りの回路５３６２（回路５３６２ｂ）が画素部５
３６４とは別の基板に形成されることが可能である。回路５３６２ａは、移動度が低いト
ランジスタによって構成することが可能な回路（例えば、シフトレジスタ、セレクタ、ス
イッチなど）を有する場合が多い。そして、回路５３６２ｂは、移動度が高く、特性ばら
つきが小さいトランジスタによって構成することが好ましい回路（例えば、シフトレジス
タ、ラッチ回路、バッファ回路、ＤＡ変換回路、ＡＤ変換回路など）を有する場合が多い
。こうすることによって、図２０（Ｂ）と同様に、トランジスタの半導体層として、非単
結晶半導体、微結晶半導体、有機半導体、又は酸化物半導体などを用いることが可能とな
り、さらに外部部品の削減を図ることができる。
【０３０２】
図２０（Ｄ）では、画素部５３６４に信号を出力する機能を有する回路（例えば、回路５
３６２、回路５３６３＿１、及び回路５３６３＿２など）、及びこれらの回路を制御する
機能を有する回路（例えば、回路５３６１）は、画素部５３６４とは別の基板に形成され
る。こうして、画素部と、その周辺回路とを別々の基板に形成することが可能になるので
、歩留まりの向上を図ることができる。
【０３０３】
なお、図２０（Ｄ）と同様に、図２０（Ａ）～（Ｃ）においても、回路５３６３＿１、及
び回路５３６３＿２を画素部５３６４とは別の基板に形成することが可能である。
【０３０４】
図２０（Ｅ）では、回路５３６１の一部（回路５３６１ａ）が画素部５３６４と同じ基板
５３８０に形成され、残りの回路５３６１（回路５３６１ｂ）が画素部５３６４とは別の
基板に形成される。回路５３６１ａは、移動度が小さいトランジスタによって構成するこ
とが可能な回路（例えば、スイッチ、セレクタ、レベルシフト回路など）を有する場合が
多い。そして、回路５３６１ｂは、移動度が高く、ばらつきが小さいトランジスタを用い
て構成することが好ましい回路（例えば、シフトレジスタ、タイミングジェネレータ、オ
シレータ、レギュレータ、又はアナログバッファなど）を有する場合が多い。
【０３０５】
なお、図２０（Ａ）～（Ｄ）においても、回路５３６１ａを画素部５３６４と同じ基板に
形成し、回路５３６１ｂを画素部５３６４とは別の基板に形成することが可能である。
【０３０６】
　（実施の形態１０）
本実施の形態では、トランジスタの構造の一例について図２１（Ａ）、（Ｂ）、及び（Ｃ
）を参照して説明する。
【０３０７】
図２１（Ａ）は、トップゲート型のトランジスタの構成の一例である。図２１（Ｂ）は、
ボトムゲート型のトランジスタの構成の一例である。図２１（Ｃ）は、半導体基板を用い
て作製されるトランジスタの構造の一例である。
【０３０８】
図２１（Ａ）には、基板５２６０と、基板５２６０の上に形成される絶縁層５２６１と、
絶縁層５２６１の上に形成され、領域５２６２ａ、領域５２６２ｂ、領域５２６２ｃ、領
域５２６２ｄ、及び５２６２ｅを有する半導体層５２６２と、半導体層５２６２を覆うよ
うに形成される絶縁層５２６３と、半導体層５２６２及び絶縁層５２６３の上に形成され
る導電層５２６４と、絶縁層５２６３及び導電層５２６４の上に形成され、開口部を有す
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る絶縁層５２６５と、絶縁層５２６５の上及び絶縁層５２６５の開口部に形成される導電
層５２６６と、導電層５２６６の上及び絶縁層５２６５の上に形成され、開口部を有する
絶縁層５２６７と、絶縁層５２６７の上及び絶縁層５２６７の開口部に形成される導電層
５２６８と、絶縁層５２６７の上及び導電層５２６８の上に形成され、開口部を有する絶
縁層５２６９と、絶縁層５２６９の上及び絶縁層５２６９の開口部に形成される発光層５
２７０と、絶縁層５２６９の上及び発光層５２７０の上に形成される導電層５２７１とを
示す。
【０３０９】
図２１（Ｂ）には、基板５３００と、基板５３００の上に形成される導電層５３０１と、
導電層５３０１を覆うように形成される絶縁層５３０２と、導電層５３０１及び絶縁層５
３０２の上に形成される半導体層５３０３ａと、半導体層５３０３ａの上に形成される半
導体層５３０３ｂと、半導体層５３０３ｂの上及び絶縁層５３０２の上に形成される導電
層５３０４と、絶縁層５３０２の上及び導電層５３０４の上に形成され、開口部を有する
絶縁層５３０５と、絶縁層５３０５の上及び絶縁層５３０５の開口部に形成される導電層
５３０６と、絶縁層５３０５の上及び導電層５３０６の上に配置される液晶層５３０７と
、液晶層５３０７の上に形成される導電層５３０８とを示す。
【０３１０】
図２１（Ｃ）には、領域５３５３及び領域５３５５を有する半導体基板５３５２と、半導
体基板５３５２の上に形成される絶縁層５３５６と、半導体基板５３５２の上に形成され
る絶縁層５３５４と、絶縁層５３５６の上に形成される導電層５３５７と、絶縁層５３５
４、絶縁層５３５６、及び導電層５３５７の上に形成され、開口部を有する絶縁層５３５
８と、絶縁層５３５８の上及び絶縁層５３５８の開口部に形成される導電層５３５９とを
示す。こうして、領域５３５０と領域５３５１とに、各々、トランジスタが作製される。
【０３１１】
絶縁層５２６１は、下地膜として機能することが可能である。絶縁層５３５４は、素子間
分離層（例えばフィールド酸化膜）として機能する。絶縁層５２６３、絶縁層５３０２、
絶縁層５３５６は、ゲート絶縁膜として機能することが可能である。導電層５２６４、導
電層５３０１、導電層５３５７は、ゲート電極として機能することが可能である。絶縁層
５２６５、絶縁層５２６７、絶縁層５３０５、及び絶縁層５３５８は、層間膜、又は平坦
化膜として機能することが可能である。導電層５２６６、導電層５３０４、及び導電層５
３５９は、配線、トランジスタの電極、又は容量素子の電極などとして機能することが可
能である。導電層５２６８、及び導電層５３０６は、画素電極、又は反射電極などとして
機能することが可能である。絶縁層５２６９は、隔壁として機能することが可能である。
導電層５２７１、及び導電層５３０８は、対向電極、又は共通電極などとして機能するこ
とが可能である。
【０３１２】
基板５２６０、及び基板５３００の一例としては、ガラス基板、石英基板、シリコン基板
、金属基板、ステンレス基板、又は可撓性基板などがある。ガラス基板の一例としては、
バリウムホウケイ酸ガラス、アルミノホウケイ酸ガラスなどがある。可撓性基板の一例と
しては、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）
、ポリエーテルサルフォン（ＰＥＳ）に代表されるプラスチック、又はアクリル等の可撓
性を有する合成樹脂などがある。他にも、貼り合わせフィルム（ポリプロピレン、ポリエ
ステル、ビニル、ポリフッ化ビニル、塩化ビニルなど）、繊維状な材料を含む紙、基材フ
ィルム（ポリエステル、ポリアミド、無機蒸着フィルム、紙類等）などがある。
【０３１３】
半導体基板５３５２としては、一例として、ｎ型又はｐ型の導電型を有する単結晶Ｓｉ基
板を用いることが可能である。ただし、これに限定されず、基板５２６０と同様なものを
用いることが可能である。領域５３５３は、一例として、半導体基板５３５２に不純物が
添加された領域であり、ウェルとして機能する。例えば、半導体基板５３５２がｐ型の導
電型を有する場合、領域５３５３は、ｎ型の導電型を有し、ｎウェルとして機能する。一
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方、半導体基板５３５２がｎ型の導電型を有する場合、領域５３５３は、ｐ型の導電型を
有し、ｐウェルとして機能する。領域５３５５は、一例として、不純物が半導体基板５３
５２に添加された領域であり、ソース領域又はドレイン領域として機能する。なお、半導
体基板５３５２に、ＬＤＤ領域を形成することが可能である。
【０３１４】
絶縁層５２６１の一例としては、酸化珪素（ＳｉＯｘ）、窒化珪素（ＳｉＮｘ）、酸化窒
化珪素（ＳｉＯｘＮｙ）（ｘ＞ｙ）、窒化酸化珪素（ＳｉＮｘＯｙ）（ｘ＞ｙ）などの酸
素若しくは窒素を有する膜、又はこれらの積層構造などがある。絶縁層５２６１が２層構
造で設けられる場合の一例としては、１層目の絶縁膜として窒化珪素膜を設け、２層目の
絶縁膜として酸化珪素膜を設けることが可能である。絶縁層５２６１が３層構造で設けら
れる場合の一例としては、１層目の絶縁膜として酸化珪素膜を設け、２層目の絶縁膜とし
て窒化珪素膜を設け、３層目の絶縁膜として酸化珪素膜を設けることが可能である。
【０３１５】
半導体層５２６２、半導体層５３０３ａ、及び半導体層５３０３ｂの一例としては、非単
結晶半導体（非晶質（アモルファス）シリコン、多結晶シリコン、微結晶シリコンなど）
、単結晶半導体、化合物半導体若しくは酸化物半導体（ＺｎＯ、ＩｎＧａＺｎＯ、ＳｉＧ
ｅ、ＧａＡｓ、ＩＺＯ、ＩＴＯ、ＳｎＯ）、有機半導体、又はカーボンナノチューブなど
がある。
【０３１６】
なお、例えば、領域５２６２ａは、不純物が半導体層５２６２に添加されていない真性の
状態であり、チャネル領域として機能する。ただし、領域５２６２ａに微少な不純物を添
加することが可能であり、領域５２６２ａに添加される不純物は、領域５２６２ｂ、領域
５２６２ｃ、領域５２６２ｄ、又は領域５２６２ｅに添加される不純物の濃度よりも低い
ことが好ましい。領域５２６２ｂ、及び領域５２６２ｄは、低濃度に不純物が添加された
領域であり、ＬＤＤ（Ｌｉｇｈｔｌｙ　Ｄｏｐｅｄ　Ｄｒａｉｎ：ＬＤＤ）領域として機
能する。ただし、領域５２６２ｂ、及び領域５２６２ｄを省略することが可能である。領
域５２６２ｃ、及び領域５２６２ｅは、高濃度に不純物が半導体層５２６２に添加された
領域であり、ソース領域又はドレイン領域として機能する。
【０３１７】
なお、半導体層５３０３ｂは、不純物元素としてリンなどが添加された半導体層であり、
ｎ型の導電型を有する。
【０３１８】
なお、半導体層５３０３ａとして、酸化物半導体、又は化合物半導体が用いられる場合、
半導体層５３０３ｂを省略することが可能である。
【０３１９】
絶縁層５２６３、絶縁層５３０２、及び絶縁層５３５６の一例としては、酸化珪素（Ｓｉ
Ｏｘ）、窒化珪素（ＳｉＮｘ）、酸化窒化珪素（ＳｉＯｘＮｙ）（ｘ＞ｙ）、窒化酸化珪
素（ＳｉＮｘＯｙ）（ｘ＞ｙ）などの酸素若しくは窒素を有する膜、又はこれらの積層構
造などがある。
【０３２０】
導電層５２６４、導電層５２６６、導電層５２６８、導電層５２７１、導電層５３０１、
導電層５３０４、導電層５３０６、及導電層５３０８、導電層５３５７、及び導電層５３
５９の一例としては、単層構造の導電膜、又はこれらの積層構造などがある。当該導電膜
の一例としては、アルミニウム（Ａｌ）、タンタル（Ｔａ）、チタン（Ｔｉ）、モリブデ
ン（Ｍｏ）、タングステン（Ｗ）、ネオジム（Ｎｄ）、クロム（Ｃｒ）、ニッケル（Ｎｉ
）、白金（Ｐｔ）、金（Ａｕ）、銀（Ａｇ）、銅（Ｃｕ）、マンガン（Ｍｎ）、コバルト
（Ｃｏ）、ニオブ（Ｎｂ）、シリコン（Ｓｉ）、鉄（Ｆｅ）、パラジウム（Ｐｄ）、炭素
（Ｃ）、スカンジウム（Ｓｃ）、亜鉛（Ｚｎ）、リン（Ｐ）、ボロン（Ｂ）、ヒ素（Ａｓ
）、ガリウム（Ｇａ）、インジウム（Ｉｎ）、錫（Ｓｎ）、酸素（Ｏ）によって構成され
る群から選ばれた一つの元素の単体膜、又は、前記群から選ばれた一つ又は複数の元素を
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含む化合物などがある。当該化合物の一例としては、前記群から選ばれた一つ若しくは複
数の元素を含む合金（インジウム錫酸化物（ＩＴＯ）、インジウム亜鉛酸化物（ＩＺＯ）
、酸化珪素を含むインジウム錫酸化物（ＩＴＳＯ）、酸化亜鉛（ＺｎＯ）、酸化錫（Ｓｎ
Ｏ）、酸化錫カドミウム（ＣＴＯ）、アルミネオジム（Ａｌ－Ｎｄ）、マグネシウム銀（
Ｍｇ－Ａｇ）、モリブデンニオブ（Ｍｏ－Ｎｂ）、モリブデンタングステン（Ｍｏ－Ｗ）
、モリブデンタンタル（Ｍｏ－Ｔａ）などの合金材料）、前記群から選ばれた一つ若しく
は複数の元素と窒素との化合物（窒化チタン、窒化タンタル、窒化モリブデンなどの窒化
膜）、又は、前記群から選ばれた一つ若しくは複数の元素とシリコンとの化合物（タング
ステンシリサイド、チタンシリサイド、ニッケルシリサイド、アルミシリコン、モリブデ
ンシリコンなどのシリサイド膜）などがある。他にも、カーボンナノチューブ、有機ナノ
チューブ、無機ナノチューブ、又は金属ナノチューブなどのナノチューブ材料がある。
【０３２１】
なお、シリコン（Ｓｉ）は、ｎ型不純物（リンなど）、又はｐ型不純物（ボロンなど）を
含むことが可能である。
【０３２２】
なお、銅が導電層として用いられる場合、密着性を向上させるために積層構造にすること
が好ましい。
【０３２３】
なお、酸化物半導体、又はシリコンと接触する導電層としては、モリブデン又はチタンを
用いることが好ましい。
【０３２４】
なお、導電層としてネオジムとアルミニウムとの合金材料を用いることによって、アルミ
ニウムがヒロックを起こしにくくなる。
【０３２５】
なお、導電層として、シリコンなどの半導体材料を用いる場合、シリコンなどの半導体材
料をトランジスタが有する半導体層と同時に形成することが可能である。
【０３２６】
なお、ＩＴＯ、ＩＺＯ、ＩＴＳＯ、ＺｎＯ、Ｓｉ、ＳｎＯ、ＣＴＯ、又はカーボンナノチ
ューブなどは、透光性を有しているので、これらの材料を画素電極、対向電極、又は共通
電極などの光を透過させる部分に用いることが可能である。
【０３２７】
なお、低抵抗材料（例えばアルミニウムなど）を用いて積層構造とすることによって、配
線の抵抗を小さくすることができる。
【０３２８】
なお、低耐熱性の材料（例えばアルミニウムなど）を、高耐熱性の材料（例えばモリブデ
ン、チタン、ネオジムなど）によって挟む積層構造にすることによって、低耐熱性の材料
の持つメリットを生かしつつ、配線、電極などの耐熱性を高くすることができる。
【０３２９】
なお、他の材料に反応して性質が変わってしまう材料を、当該他の材料に反応しにくい材
料によって挟んだり、覆ったりすることが可能である。例えば、ＩＴＯとアルミニウムと
を接続させる場合は、ＩＴＯとアルミニウムとの間に、ネオジム合金、チタン、モリブデ
ンなどを挟むことが可能である。例えば、シリコンとアルミニウムとを接続させる場合は
、シリコンとアルミニウムとの間に、ネオジム合金、チタン、モリブデンを挟むことが可
能である。なお、これらの材料は、配線、電極、導電層、導電膜、端子、ビア、プラグな
どにも用いることが可能である。
【０３３０】
絶縁層５２６５、絶縁層５２６７、絶縁層５２６９、絶縁層５３０５、及び絶縁層５３５
８の一例としては、単層構造の絶縁膜、又はこれらの積層構造などがある。当該絶縁膜の
一例としては、酸化珪素（ＳｉＯｘ）、窒化珪素（ＳｉＮｘ）、若しくは酸化窒化珪素（
ＳｉＯｘＮｙ）（ｘ＞ｙ）、窒化酸化珪素（ＳｉＮｘＯｙ）（ｘ＞ｙ）等の酸素若しくは
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窒素を含む膜、ＤＬＣ（ダイヤモンドライクカーボン）等の炭素を含む膜、又は、シロキ
サン樹脂、エポキシ、ポリイミド、ポリアミド、ポリビニルフェノール、ベンゾシクロブ
テン、若しくはアクリル等の有機材料などがある。
【０３３１】
発光層５２７０の一例としては、有機ＥＬ素子、又は無機ＥＬ素子などがある。有機ＥＬ
素子の一例としては、正孔注入材料からなる正孔注入層、正孔輸送材料からなる正孔輸送
層、発光材料からなる発光層、電子輸送材料からなる電子輸送層、電子注入材料からなる
電子注入層など、若しくはこれらの材料のうち複数の材料を混合した層の単層構造、若し
くはこれらの積層構造などがある。
【０３３２】
液晶層５３０７の一例としては、ネマチック液晶、コレステリック液晶、スメクチック液
晶、ディスコチック液晶、サーモトロピック液晶、リオトロピック液晶、低分子液晶、高
分子液晶、高分子分散型液晶（ＰＤＬＣ）、強誘電液晶、反強誘電液晶、主鎖型液晶、側
鎖型高分子液晶、プラズマアドレス液晶（ＰＡＬＣ）、バナナ型液晶などを挙げることが
できる。また、液晶の駆動方式としては、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モー
ド、ＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モード、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐ
ｌａｎｅ－Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モード、ＦＦＳ（Ｆｒｉｎｇｅ　Ｆｉｅｌｄ　Ｓｗｉｔ
ｃｈｉｎｇ）モード、ＭＶＡ（Ｍｕｌｔｉ－ｄｏｍａｉｎ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇ
ｎｍｅｎｔ）モード、ＰＶＡ（Ｐａｔｔｅｒｎｅｄ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅ
ｎｔ）モード、ＡＳＶ（Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｓｕｐｅｒ　Ｖｉｅｗ）モード、ＡＳＭ（Ａ
ｘｉａｌｌｙ　Ｓｙｍｍｅｔｒｉｃ　ａｌｉｇｎｅｄ　Ｍｉｃｒｏ－ｃｅｌｌ）モード、
ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）
モード、ＥＣＢ（Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎ
ｇｅｎｃｅ）モード、ＦＬＣ（Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔ
ａｌ）モード、ＡＦＬＣ（ＡｎｔｉＦｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙ
ｓｔａｌ）モード、ＰＤＬＣ（Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｄｉｓｐｅｒｓｅｄ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃ
ｒｙｓｔａｌ）モード、ゲストホストモード、ブルー相（Ｂｌｕｅ　Ｐｈａｓｅ）モード
などがある。
【０３３３】
なお、絶縁層５３０５の上及び導電層５３０６の上には、配向膜として機能する絶縁層、
突起部として機能する絶縁層などを形成することが可能である。
【０３３４】
なお、導電層５３０８の上には、カラーフィルタ、ブラックマトリクス、又は突起部とし
て機能する絶縁層などを形成することが可能である。導電層５３０８の下には、配向膜と
して機能する絶縁層を形成することが可能である。
【０３３５】
なお、図２１（Ａ）の断面構造において、絶縁層５２６９、発光層５２７０、及び導電層
５２７１を省略し、図２１（Ｂ）に示す液晶層５３０７、導電層５３０８を絶縁層５２６
７の上及び導電層５２６８の上に形成することが可能である。
【０３３６】
なお、図２１（Ｂ）の断面構造において、液晶層５３０７、導電層５３０８を省略し、図
２１（Ａ）に示す絶縁層５２６９、発光層５２７０、及び導電層５２７１を絶縁層５３０
５の上及び導電層５３０６の上に形成することが可能である。
【０３３７】
なお、図２１（Ｃ）の断面構造において、絶縁層５３５８及び導電層５３５９の上に、図
２１（Ａ）に示す絶縁層５２６９、発光層５２７０、及び導電層５２７１を形成すること
が可能である。あるいは、図２１（Ｂ）に示す液晶層５３０７、導電層５３０８を絶縁層
５２６７の上及び導電層５２６８に形成することが可能である。
【０３３８】
　（実施の形態１１）



(60) JP 2015-146041 A 2015.8.13

10

20

30

40

50

本実施の形態においては、電子機器の例について説明する。
【０３３９】
図２２（Ａ）乃至図２２（Ｈ）、図２３（Ａ）乃至図２３（Ｄ）は、電子機器を示す図で
ある。これらの電子機器は、筐体５０００、表示部５００１、スピーカ５００３、ＬＥＤ
ランプ５００４、操作キー５００５（電源スイッチ、又は操作スイッチを含む）、接続端
子５００６、センサ５００７（力、変位、位置、速度、加速度、角速度、回転数、距離、
光、液、磁気、温度、化学物質、音声、時間、硬度、電場、電流、電圧、電力、放射線、
流量、湿度、傾度、振動、におい又は赤外線を測定する機能を含むもの）、マイクロフォ
ン５００８、等を有することができる。
【０３４０】
図２２（Ａ）はモバイルコンピュータであり、上述したものの他に、スイッチ５００９、
赤外線ポート５０１０、等を有することができる。図２２（Ｂ）は記録媒体を備えた携帯
型の画像再生装置（たとえば、ＤＶＤ再生装置）であり、上述したものの他に、第２表示
部５００２、記録媒体読込部５０１１、等を有することができる。図２２（Ｃ）はゴーグ
ル型ディスプレイであり、上述したものの他に、第２表示部５００２、支持部５０１２、
イヤホン５０１３、等を有することができる。図２２（Ｄ）は携帯型遊技機であり、上述
したものの他に、記録媒体読込部５０１１、等を有することができる。図２２（Ｅ）はプ
ロジェクタであり、上述したものの他に、光源５０３３、投射レンズ５０３４、等を有す
ることができる。図２２（Ｆ）は携帯型遊技機であり、上述したものの他に、第２表示部
５００２、記録媒体読込部５０１１、等を有することができる。図２２（Ｇ）はテレビ受
像器であり、上述したものの他に、チューナ、画像処理部、等を有することができる。図
２２（Ｈ）は持ち運び型テレビ受像器であり、上述したものの他に、信号の送受信が可能
な充電器５０１７、等を有することができる。図２３（Ａ）はディスプレイであり、上述
したものの他に、支持台５０１８、等を有することができる。図２３（Ｂ）はカメラであ
り、上述したものの他に、外部接続ポート５０１９、シャッターボタン５０１５、受像部
５０１６、等を有することができる。図２３（Ｃ）はコンピュータであり、上述したもの
の他に、ポインティングデバイス５０２０、外部接続ポート５０１９、リーダ／ライタ５
０２１、等を有することができる。図２３（Ｄ）は携帯電話機であり、上述したものの他
に、アンテナ５０１４、携帯電話・移動端末向けの１セグメント部分受信サービス用チュ
ーナ、等を有することができる。
【０３４１】
図２２（Ａ）乃至図２２（Ｈ）、図２３（Ａ）乃至図２３（Ｄ）に示す電子機器は、様々
な機能を有することができる。例えば、様々な情報（静止画、動画、テキスト画像など）
を表示部に表示する機能、タッチパネル機能、カレンダー、日付又は時刻などを表示する
機能、様々なソフトウェア（プログラム）によって処理を制御する機能、無線通信機能、
無線通信機能を用いて様々なコンピュータネットワークに接続する機能、無線通信機能を
用いて様々なデータの送信又は受信を行う機能、記録媒体に記録されているプログラム又
はデータを読み出して表示部に表示する機能、等を有することができる。さらに、複数の
表示部を有する電子機器においては、一つの表示部を主として画像情報を表示し、別の一
つの表示部を主として文字情報を表示する機能、または、複数の表示部に視差を考慮した
画像を表示することで立体的な画像を表示する機能、等を有することができる。さらに、
受像部を有する電子機器においては、静止画を撮影する機能、動画を撮影する機能、撮影
した画像を自動または手動で補正する機能、撮影した画像を記録媒体（外部又はカメラに
内蔵）に保存する機能、撮影した画像を表示部に表示する機能、等を有することができる
。なお、図２２（Ａ）乃至図２２（Ｈ）、図２３（Ａ）乃至図２３（Ｄ）に示す電子機器
が有することのできる機能はこれらに限定されず、様々な機能を有することができる。
【０３４２】
本実施の形態において述べた電子機器は、何らかの情報を表示するための表示部を有する
ことを特徴とする。
【０３４３】
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次に、半導体装置の応用例を説明する。
【０３４４】
図２３（Ｅ）に、半導体装置を、建造物と一体にして設けた例について示す。図２３（Ｅ
）は、筐体５０２２、表示部５０２３、操作部であるリモコン装置５０２４、スピーカ５
０２５等を含む。半導体装置は、壁かけ型として建物と一体となっており、設置するスペ
ースを広く必要とすることなく設置可能である。
【０３４５】
図２３（Ｆ）に、建造物内に半導体装置を、建造物と一体にして設けた別の例について示
す。表示パネル５０２６は、ユニットバス５０２７と一体に取り付けられており、入浴者
は表示パネル５０２６の視聴が可能になる。
【０３４６】
なお、本実施の形態において、建造物として壁、ユニットバスを例としたが、本実施の形
態はこれに限定されず、様々な建造物に半導体装置を設置することができる。
【０３４７】
次に、半導体装置を、移動体と一体にして設けた例について示す。
【０３４８】
図２３（Ｇ）は、半導体装置を、自動車に設けた例について示した図である。表示パネル
５０２８は、自動車の車体５０２９に取り付けられており、車体の動作又は車体内外から
入力される情報をオンデマンドに表示することができる。なお、ナビゲーション機能を有
していてもよい。
【０３４９】
図２３（Ｈ）は、半導体装置を、旅客用飛行機と一体にして設けた例について示した図で
ある。図２３（Ｈ）は、旅客用飛行機の座席上部の天井５０３０に表示パネル５０３１を
設けたときの、使用時の形状について示した図である。表示パネル５０３１は、天井５０
３０とヒンジ部５０３２を介して一体に取り付けられており、ヒンジ部５０３２の伸縮に
より乗客は表示パネル５０３１の視聴が可能になる。表示パネル５０３１は乗客が操作す
ることで情報を表示する機能を有する。
【０３５０】
なお、本実施の形態において、移動体としては自動車車体、飛行機車体について例示した
がこれに限定されず、自動二輪車、自動四輪車（自動車、バス等を含む）、電車（モノレ
ール、鉄道等を含む）、船舶等、様々なものに設置することができる。
【符号の説明】
【０３５１】
１０１　　　回路
１０２　　　回路
１０２ａ　　回路
１０２ｂ　　回路
１０３ａ　　スイッチ
１０３ｂ　　スイッチ
１０４ａ　　スイッチ
１０４ｂ　　スイッチ
３０１　　　領域
３０２　　　領域
３０３　　　領域
１００１　　装置
１００２　　点光源
１００３　　しきい
１００４　　しきい
１００５　　スペーサ
１００６　　縦方向のピッチ
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１００７　　横方向のピッチ
１０１１　　拡散板
１０１２　　表示パネル
１０１３　　高さ
１０１４　　高さ
１０１５　　間隔
１１０２　　面光源
１１０３　　線光源
１１０４　　導光板
１１０５　　底面
１１０６　　蛍光管（陰極管）
１１０７　　拡散板
５０００　　筐体
５００１　　表示部
５００２　　第２表示部
５００３　　スピーカ
５００４　　ＬＥＤランプ
５００５　　操作キー
５００６　　接続端子
５００７　　センサ
５００８　　マイクロフォン
５００９　　スイッチ
５０１０　　赤外線ポート
５０１１　　記録媒体読込部
５０１２　　支持部
５０１３　　イヤホン
５０１５　　シャッターボタン
５０１６　　受像部
５０１８　　支持台
５０１９　　外部接続ポート
５０２０　　ポインティングデバイス
５０２１　　リーダ／ライタ
５０２２　　筐体
５０２３　　表示部
５０２４　　リモコン装置
５０２５　　スピーカ
５０２６　　表示パネル
５０２７　　ユニットバス
５０２８　　表示パネル
５０２９　　車体
５０３０　　天井
５０３１　　表示パネル
５０３２　　ヒンジ部
５０３３　　光源
５０３４　　投射レンズ
５０８０　　画素
５０８１　　トランジスタ
５０８２　　液晶素子
５０８３　　容量素子
５０８４　　配線
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５０８５　　配線
５０８６　　配線
５０８７　　配線
５１０１　　破線
５１０２　　実線
５１０３　　破線
５１０４　　実線
５１０５　　実線
５１０６　　実線
５１０７　　実線
５１０８　　実線
５１２１　　画像
５１２１ａ　画像
５１２１ｂ　画像
５１２２　　画像
５１２２ａ　画像
５１２２ｂ　画像
５１２３　　画像
５１２３ａ　画像
５１２３ｂ　画像
５１２４　　領域
５１２５　　領域
５１２６　　領域
５１２７　　動きベクトル
５１２８　　画像生成用ベクトル
５１２９　　領域
５１３０　　物体
５１３１　　領域
５２６０　　基板
５２６１　　絶縁層
５２６２　　半導体層
５２６２ａ　領域
５２６２ｂ　領域
５２６２ｃ　領域
５２６２ｄ　領域
５２６２ｅ　領域
５２６３　　絶縁層
５２６４　　導電層
５２６５　　絶縁層
５２６６　　導電層
５２６７　　絶縁層
５２６８　　導電層
５２６９　　絶縁層
５２７０　　発光層
５２７１　　導電層
５２７３　　絶縁層
５３００　　基板
５３０１　　導電層
５３０２　　絶縁層
５３０３ａ　半導体層
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５３０３ｂ　半導体層
５３０４　　導電層
５３０５　　絶縁層
５３０６　　導電層
５３０７　　液晶層
５３０８　　導電層
５３５０　　領域
５３５１　　領域
５３５２　　半導体基板
５３５３　　領域
５３５４　　絶縁層
５３５５　　領域
５３５６　　絶縁層
５３５７　　導電層
５３５８　　絶縁層
５３５９　　導電層
５３６０　　映像信号
５３６１　　回路
５３６１ａ　回路
５３６１ｂ　回路
５３６２　　回路
５３６２ａ　回路
５３６２ｂ　回路
５３６３　　回路
５３６４　　画素部
５３６５　　回路
５３６６　　照明装置
５３６７　　画素
５３７１　　配線
５３７２　　配線
５３７３　　配線
５３８０　　基板
５３８１　　入力端子
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摘要(译)

以更高分辨率显示低分辨率图像并减少余像。超分辨率处理使分辨率更
高。在这种情况下，在执行帧插值处理之后执行超分辨率处理。此外，
在那种情况下，使用多个处理系统执行超分辨率处理。因此，即使当帧
频率变高时，也可以高速执行超分辨率处理。此外，由于通过帧插值处
理执行帧速率加倍，因此可以减少余像。
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